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税務訴訟資料 第２６９号－６３（順号１３２８６） 

東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 法人税更正処分等取消請求事件（以下「第１事件」と

いう。）、平成●●年（○○）第●●号 法人税更正処分等取消請求事件（以下「第２事件」とい

う。）、平成●●年（○○）第●●号 法人税更正処分等取消請求事件（以下「第３事件」という。） 

国側当事者・国（麻布税務署長事務承継者渋谷税務署長） 

令和元年６月２７日認容・控訴 

 

判     決 

原告           Ａ合同会社 

同代表者代表社員     Ｂ 

職務執行者        甲 

同訴訟代理入弁護士    別紙１代理人等目録記載１のとおり 

同訴訟復代理人弁護士   別紙１代理人等目録記載２のとおり 

同補佐人税理士      別紙１代理人等目録記載３のとおり 

被告           国 

同代表者法務大臣     山下 貴司 

処分行政庁       麻布税務署長事務承継者 

             渋谷税務署長 

             三木 信博 

指定代理人        別紙１代理人等目録記載４のとおり 

 

主     文 

１ 麻布税務署長が平成２４年３月２７日付けで原告に対してした、次の（１）から（３）までの処分

をいずれも取り消す。 

（１）原告の平成２０年１０月●日から同年１２月３１日までの事業年度の法人税の更正処分のうち、

所得金額マイナス１０億７０２６万４８６２円を超える部分及び翌期へ繰り越す欠損金１０億７０

２６万４８６２円を下回る部分 

（２）原告の平成２１年１月１日から同年１２月３１日までの事業年度の法人税の更正処分のうち、所

得金額２億９２２２万０３８９円を超える部分及び納付すべき法人税額６２８６万７７００円を超

える部分並びに過少申告加算税の賦課決定処分 

（３）原告の平成２２年１月１日から同年１２月３１日までの事業年度の法人税の更正処分のうち、所

得金額１８億８０２０万７３６３円を超える部分及び納付すべき法人税額５億５２７６万３４００

円を超える部分並びに過少申告加算税の賦課決定処分 

２ 麻布税務署長が平成２９年２月２４日付けで原告に対してした、原告の平成２３年１月１日から同

年１２月３１日までの事業年度の法人税の更正処分（ただし、平成３０年１月２９日付け減額再更正

後のもの。）のうち、所得金額９億２４１１万４４０７円を超える部分及び納付すべき法人税額２億

５３０４万２１００円を超える部分並びに過少申告加算税の賦課決定処分（ただし、同日付け変更決

定による変更後のもの。）をいずれも取り消す。 

３ 麻布税務署長が平成３０年２月２７日付けで原告に対してした、原告の平成２４年１月１日から同
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年１２月３１日までの事業年度の法人税の更正処分のうち、所得金額４億３４０８万２７２４円を超

える部分及び納付すべき法人税額１億２９９８万３９００円を超える部分並びに過少申告加算税の賦

課決定処分をいずれも取り消す。 

４ 訴訟費用は被告の負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

１ 第１事件 

 主文第１項と同旨 

２ 第２事件 

 主文第２項と同旨 

３ 第３事件 

 主文第３項と同旨 

第２ 事案の概要等 

１ 用語 

 本件で用いる主な略称（後記の法人名及び国名を除く。）は別紙２のとおりであり、関係法令の

定めは別紙３のとおりであり、法人名の略称は別紙４のとおりである。なお、以下、フランス共和

国を「フランス」、グレートブリテン及び北アイルランド連合王国を「英国」、オランダ王国を

「オランダ」、アメリカ合衆国を「米国」、ドイツ連邦共和国を「ドイツ」という。 

２ 事案の概要 

 音楽事業を目的とする日本法人である原告は、本件各事業年度（平成２０年１２月期から平成２

４年１２月期まで）に係る法人税の確定申告において、同族会社である外国法人からの借入れに係

る支払利息の額を損金の額に算入して申告したところ、麻布税務署長（処分行政庁）は、同支払利

息の損金算入は原告の法人税の負担を不当に減少させるものであるとして、法人税法１３２条１項

に基づき、その原因となる行為を否認して原告の所得金額を加算し、本件各事業年度に係る法人税

の各更正処分及び平成２０年１２月期を除く各事業年度に係る過少申告加算税の各賦課決定処分を

した（本件各更正処分等）。 

 本件（第１～第３事件）は、原告が、上記借入れは原告を含むグループ法人の組織再編の一環と

して行われた正当な事業目的を有する経済的合理性がある取引であり、本件各更正処分等は法人税

法１３２条１項の要件を欠く違法な処分であると主張して、被告を相手に、本件各更正処分等の取

消しを求める事案である（なお、第１事件は平成２０年１２月期から平成２２年１２月期まで、第

２事件は平成２３年１２月期、第３事件は平成２４年１２月期の各事業年度に係るものである。）。 

３ 前提事実（証拠等の掲記がない事実は、当事者間に争いがない。） 

（１）原告及び主なＣグループ法人 

ア 原告 

 原告は、平成２０年１０月●日にＢ（後記エ）を完全親会社として設立された音楽事業を目

的とする日本法人（合同会社）であり、Ｃ（後記ウ）の間接的な完全子会社であって、法人税

法２条１０号の同族会社に当たる。 

イ Ｄ 

Ｄ（Ｄ株式会社）は、昭和５６年９月●日に設立された音楽事業を目的とする日本法人であり、
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Ｃの間接的な完全子会社であったが、平成２１年１月●日の本件合併（後記（４）ク）により、

原告に吸収合併されて解散した。Ｄは、Ｅ、Ｆ株式会社、Ｇ株式会社のほか、他の事業体に対

する少数株主持分を有していた（甲１７）。 

ウ Ｃ 

Ｃ（Ｃ）は、メディア事業、テレビ事業、映画事業、音楽事業等を行うＣグループ法人におけ

る究極の親会社であり、フランス法人である。 

エ Ｂ 

Ｂ（Ｂ）は、オランダに所在するＣグループ法人であり、平成２０年（２００８年）９月●日

に設立された中間持株会社であって、同年１０月●日に完全子会社である原告を設立した（後

記（４）アの本件設立）。 

オ Ｈ 

Ｈ（Ｈ）は、オランダに所在するＣグループ法人であり、昭和３６年（１９６１年）１０月●

日に設立された中間持株会社であって、Ｄが原告に買収される（後記（４）エの本件買収）ま

で同社の直接の親会社であった。 

カ Ｉ 

Ｉ（Ｉ）は、英国に所在するＣグループ法人であり、Ｂの完全親会社であって、持株会社かつ

金融会社である。 

キ Ｊ 

Ｊ（Ｊ）は、オランダに所在するＣグループ法人であり、Ｈの完全親会社であって、持株会社

である。 

ク Ｋ及びＬ 

Ｋ（Ｋ）及びＬ（Ｌ）は、フランスに所在するＣグループ法人である。 

（２）Ｃグループの資本関係 

Ｃグループ法人のＭ部門における本件組織再編取引の前の主な資本関係は、以下のア～ナのと

おりであり、これを図示すると別紙５のとおりである（甲１７、１９、２４、７６、弁論の全趣

旨）。以下のア～ナにおいて、「持分」とは、株式等の会社持分のことを示し、別紙５において、

矢印はその先の法人について株式又は持分を有していることを示し（点線の矢印は、途中の法人

の記載を省略した間接的な資本関係を示す。）、矢印に付された丸囲いの数字はその持株比率又

は出資比率を示している。 

ア Ｃ（前記（１）ウ）は、米国法人であるＮの持分を１００％保有していた。 

イ Ｎは、米国法人であるＭ（Ｍ）の持分を１００％保有していた。 

ウ Ｍは、米国法人であるＯの持分を１００％保有し、また、オランダ法人であるＰ（Ｐ）の持

分を１００％保有していた。 

エ オランダ法人であるＱ（Ｑ）について、Ｐは持分を９５．４％保有し、Ｏは持分を４．６％

保有していた。 

オ Ｑは、ドイツ法人であるＲの持分を間接的に１００％保有していた。 

カ フランス法人であるＬ（前記（１）ク）について、Ｑは持分を７０％保有し、Ｒは持分を３

０％保有していた。 

キ Ｑは、オランダ法人であるＳの持分を１００％保有していた。 

ク Ｓは、オランダ法人であるＴの持分を１００％保有していた。 
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ケ Ｔは、オランダ法人であるＵ（Ｕ）の持分を１００％保有していた。 

コ フランス法人であるＫ（前記（１）ク）について、Ｑは持分を６％保有し、Ｔは持分を２

９％保有し、Ｕは持分を６５％保有していた。 

サ Ｕは、オランダ法人であるＶ（Ｖ）の持分を１００％保有していた。 

シ Ｖは、日本法人であるＷ（株式会社Ｗ）の持分を１００％保有していた。 

ス Ｕは、オランダ法人であるＪ（前記（１）キ）の持分を１００％保有していた。 

セ Ｊは、オランダ法人であるＨ（前記（１）オ）の持分を１００％保有していた。 

ソ Ｈは、日本法人であるＤ（前記（１）イ）の持分を１００％保有していた。 

タ Ｄは、日本法人であるＥ（株式会社Ｅ）の持分を１００％保有していた。 

チ Ｕは、英国法人であるＩ（前記（１）カ）の持分を１００％保有していた。 

ツ Ｉは、英国法人であるＸ（Ｘ）の持分を、間接的に１００％保有していた。 

テ Ｉは、英国法人であるＹ（Ｙ）の持分を１００％保有していた。 

ト Ｙは、日本法人であるＺ（株式会社Ｚ）の持分を１００％保有していた。 

ナ Ｉは、英国法人であるａ（ａ）の持分を、間接的に１００％保有していた。 

（３）本件再編成等スキーム 

 Ｃグループは、遅くとも平成２０年（２００８年）７月２３日までに、日本の関連会社の組織

再編等を目的とした本件再編成等スキームを作成し（乙１５）、これに基づき後記（４）及び

（５）のとおり本件組織再編取引及び本件財務関連取引（本件組織再編取引等）が実行された。 

（４）本件組織再編取引（以下ア～ケの各行為） 

ア Ｂの設立と本件設立 

 Ｉは、平成２０年（２００８年）９月●日、Ｂを完全子会社として設立し、Ｂは、同年１０

月●日、原告を完全子会社として２００万円の資本金により設立した（本件設立）。 

イ 本件増資 

 原告は、平成２０年（２００８年）１０月２９日、Ｂから２９５億円の追加出資を受けた

（本件増資）。 

ウ 本件借入れ（本件貸付け） 

（ア）原告とＫは、平成２０年（２００８年）１０月２９日、以下のａ～ｅの概要による金銭消

費貸借契約を締結した（乙１７）。 

ａ 貸手（Ｋ）は、契約締結日に借入金額（８６６億６１３２万円）を借り手（原告）に交

付する。 

ｂ 借入金額は、本件各日本法人（Ｄ、Ｗ及びＺ）の株式の購入代金及びその関連費用にの

み使用される。 

ｃ 利息の利率は、平成２６年（２０１４年）１０月２９日までの間は年６．８％、同日以

降は年５．９％とする。 

ｄ 借り手（原告）は、平成４０年（２０２８年）１０月２９日に借入金残額及び経過利息

等を返済する。 

ｅ 借り手（原告）は、平成２１年（２００９年）１０月２９日までであれば、３００億円

を限度として、借入金の一部を返済することができ、平成２６年（２０１４年）１０月２

９日以降においては、いつでも借入金の全部又は一部の返済をすることができる。 

（イ）原告は、平成２０年（２００８年）１０月２９日、上記（ア）の金銭消費貸借契約に基づ
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き、Ｋから８６６億６１３２万円の交付を受けた（本件借入れ）。 

エ 本件買収 

（ア）Ｄ株式の株式価値算定分析（乙１９）の結果、平成２０年（２００８年）８月３１日時点

における同株式の評価額の総額は１１４４億１９００万円とされた。 

（イ）原告とＨは、平成２０年（２００８年）１０月２９日、Ｈが保有するＤ株式の売買に関し、

以下の概要による契約を締結した（乙２０）。 

ａ 売手（Ｈ）は、買手（原告）に対し、Ｄの全発行済株式である９４万７０００株を売却

する。 

ｂ 上記株式の売買価格は１１４４億１８００万円とする。 

（ウ）原告は、平成２０年（２００８年）１０月２９日、上記（イ）の契約に基づき、Ｈに対し

て１１４４億１８００万円を支払い、Ｄ株式を取得した（本件買収）。 

オ 本件Ｗ買収 

（ア）Ｗ株式の譲渡 

 原告とＶは、平成２０年（２００８年）１０月２９日、Ｖが保有するＷ株式の売買に関し、

以下の概要による契約を締結した（乙２７）。 

ａ 売手（Ｖ）は、買手（原告）に対し、Ｗの全発行済株式である５００株を売却する。 

ｂ 上記株式の売買価格は１４億６９００万円とする。 

（イ）原告は、平成２０年（２００８年）１０月２９日、上記（ア）の契約に基づき、Ｖに対し

て１４億６９００万円を支払い、Ｗ株式を取得した（本件Ｗ買収）。 

カ 本件Ｚ買収 

（ア）原告とＹは、平成２０年（２００８年）１０月２９日、Ｙが保有するＺ株式の売買に関し、

以下の概要による契約を締結した（乙２９）。 

ａ 売手（Ｙ）は、買手（原告）に対し、Ｚの全発行済株式である９０００株を売却する。 

ｂ 上記株式の売買価格は２０００ポンドとする。 

（イ）原告は、平成２０年（２００８年）１０月２９日、上記（ア）の契約に基づき、Ｙに対し

て２０００ポンドに相当する３２万円を支払い、Ｚ株式を取得した（本件Ｚ買収）。 

キ 本件ｂ設立 

 原告は、平成２０年１１月●日、資本金１００万円で、ｂ（ｂ合同会社）を設立した（本件

ｂ設立。甲１４、弁論の全趣旨）。 

ク 本件合併 

（ア）原告とＤは、平成２０年１１月１０日、原告を存続会社とし、Ｄを消滅会社として吸収合

併する旨の、以下の概要による契約を締結した（乙２２）。 

ａ 合併の効力が生ずる日は平成２１年１月●日とする。 

ｂ 原告は、合併の効力発生日に、Ｄの資産、負債及び権利義務の一切を承継する。 

（イ）原告は、上記（ア）の契約に基づき、平成２１年１月●日、Ｄを吸収合併し、これにより

Ｄは消滅した（甲９、本件合併）。 

（ウ）原告は、本件合併によりＤの資産、負債及び利益剰余金を引き継ぐとともに、合併により

消滅するＤ株式について、平成２０年１２月３１日時点のＤ株式の価額である１１４４億３

１９６万２３９６円から、Ｄの資本金及び資本準備金の合計額である６８億１１００万円を

差し引いた１０７６億２０９６万２３９６円を、抱合い株式消滅損失として消却処理した
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（乙１０、２３）。 

ケ 本件ｂ合併 

ｂ、Ｗ及びＥは、ｂを存続会社とし、Ｗ及びＥを消滅会社とする吸収合併に係る契約を締結

し、平成２１年７月●日に合併の効力が生じたことにより消滅会社である同２社は消滅した

（甲１５、甲１６。本件ｂ合併）。 

コ 本件組織再編取引によって変更されたＣグループ法人の資本関係は以下の（ア）～（エ）の

とおりであり、本件組織再編取引直後の各法人の資本関係を図示すると別紙６のとおりである

（甲１９、２４、弁論の全趣旨）。 

（ア）英国法人であるＩは、オランダ法人であるＢの持分を１００％保有することとなった。 

（イ）Ｂは、日本法人である原告の持分を１００％保有することとなった。 

（ウ）原告は、日本法人であるｂ及びＺの持分をそれぞれ１００％保有することとなった。 

（エ）Ｈ、Ｖ及びＹは、いずれも日本法人の持分を有さないこととなった。 

（５）本件財務関連取引 

 平成２０年（２００８年）１０月２９日に実行された、本件組織再編取引に係る資金面に関す

る取引（本件財務関連取引）は以下のとおりであり（甲１８、１９、２１、２２）、これを図示

すると別紙７のとおりである。なお、別紙７において四角囲いされた資金移動が、本件資金決済

（後記（６））に係る取引である。 

ア 本件増資の原資に係る資金の流れ 

 本件増資（前記（４）イ）においてＢが原告に対し追加出資した２９５億円の原資に係る、

平成２０年（２００８年）１０月２９日の資金の流れは以下のとおりである。 

（ア）ＣはＬに対し、ＬはＸに対し、現実の資金移転を伴わない短期関係会社勘定により、順に

１億９９９５万４３３２．１６ポンドを送金した。 

（イ）ＸはＩに対し、上記（ア）の１億９９９５万４３３２．１６ポンドを、現実の資金移動を

伴わない出資として送金した。 

（ウ）ＩとＣは、Ｉの上記（イ）の１億９９９５万４３３２．１６ポンドと、Ｃの同額のポンド

に相当する２億４７１９万２８９４．２５ユーロを交換する、現実の資金移動を伴わない両

替を実行した。 

（エ）ＩはＢに対し、上記（ウ）の２億４７１９万２８９４．２５ユーロを、現実の資金移動を

伴わない出資として送金した。 

（オ）ＢとＣは、Ｂの上記（エ）の２億４７１９万２８９４．２５ユーロと、Ｃの同額のユーロ

に相当する２９５億円を交換する、現実の資金移動を伴う両替を実行した。 

（カ）Ｂは原告に対し、上記（オ）の２９５億円について、現実の資金移動を伴う払込みをした

（本件増資）。これにより、原告は、本件増資に基づく２９５億円を保持するに至った。 

イ 本件貸付けの原資に係る資金の流れ 

 Ｋの原告に対する本件貸付け（前記（４）ウ）の原資に係る、平成２０年（２００８年）１

０月２９日の資金の流れは以下のとおりである。 

（ア）８６６億６１３２万円のうち５５５億５９５７万円について 

ａ ＣはＬに対し、ＬはＫに対し、現実の資金移動を伴わない短期関係会社勘定として、順

に４億６５５５万６９８０．０６ユーロを送金した。 

ｂ ＫとＣは、Ｋの上記ａの４億６５５５万６９８０．０６ユーロと、Ｃの同額のユーロに
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相当する５５５億５９５７万円を交換する、現実の資金移動を伴う両替を実行した。 

ｃ Ｋは原告に対し、上記ｂの５５５億５９５７万円を、現実の資金移動を伴う貸付けとし

て送金した（本件貸付けの一部）。 

（イ）８６６億６１３２万円のうち３００億円について 

ａ ＣはＬに対し、ＬはＫに対し、現実の資金移動を伴う短期関係会社勘定として、順に３

００億円を送金した。 

ｂ Ｋは、原告に対し、上記ａの３００億円を、現実の資金移動を伴う貸付けとして送金し

た（本件貸付けの一部）。 

（ウ）８６６億６１３２万円のうち１１億０１７５万円について 

ａ ＣはＬに対し、ＬはＫに対し、現実の資金移動を伴わない短期関係会社勘定として、順

に９２３万２０２６．１４ユーロを送金した。 

ｂ ＫとＣは、Ｋの上記ａの９２３万２０２６．１４ユーロと、Ｃの同額のユーロに相当す

る１１億０１７５万円を交換する、現実の資金移動を伴わない両替を実行した。 

ｃ Ｋは原告に対し、上記ｂの１１億０１７５万円を、現実の資金移動を伴う貸付けとして

送金した（本件貸付けの一部）。 

ウ 本件買収による代金支払後の資金の流れ 

 本件買収（前記（４）エ）により原告からＨに対して支払われた代金１１４４億１８００万

円について、その支払後の資金の流れは以下のとおりである。 

（ア）ＨとＣは、Ｈの１１４４億１８００万円と、Ｃの同額の円に相当する９億５８７５万６４

９４．０５ユーロを交換する、現実の資金移動を伴う両替を実行した。 

（イ）ａ Ｈは、Ｕに対して、上記（ア）の９億５８７５万６４９４．０５ユーロのうち４億８

２９２万３４６０．１０ユーロを、現実の資金移動を伴わない貸付けとして送金した。 

ｂ Ｕは、上記ａの４億８２９２万３４６０．１０ユーロを、Ｋに対して、現実の資金移

動を伴わない貸付けの返済として送金した。 

（ウ）ａ Ｈは、上記（ア）の９億５８７５万６４９４．０５ユーロのうち４億７５８３万３０

３３．９５ユーロを、Ｑに対して、現実の資金移動を伴わない貸付けとして送金した。 

ｂ Ｑは、上記ａの４億７５８３万３０３３．９５ユーロのうち４億０９３２万３４９８．

５８ユーロを、Ｋに対して、現実の資金移動を伴わない貸付けの返済として送金した。 

ｃ Ｑは、上記ａの４億７５８３万３０３３．９５ユーロのうち６６５０万９５３５．３

７ユーロを、Ｌに対して、現実の資金移動を伴わない短期関係会社勘定の返済として送

金した。 

（エ）Ｋは、上記（イ）ｂの４億８２９２万３４６０．１０ユーロ及び上記（ウ）ｂの４億０９

３２万３４９８．５８ユーロを合算した８億９２２４万６９５８．６８ユーロを、Ｌに対し

て現実の資金移動を伴わない短期関係会社勘定として送金した。 

（オ）Ｌは、上記（ウ）ｃの６６５０万９５３５．３７ユーロ及び上記（エ）の８億９２２４万

６９５８．６８ユーロを合算した９億５８７５万６４９４．０５ユーロを、Ｃに対して現実

の資金移動を伴わない短期関係会社勘定として送金した。 

エ 本件Ｗ買収による代金支払後の資金の流れ 

 本件Ｗ買収（前記（４）オ）により原告からＶに対して支払われた代金１４億６９００万円

について、その支払後の資金の流れは以下のとおりである。 
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（ア）ＶとＣは、Ｖの１４億６９００万円と、Ｃの同額の円に相当する１２３０万９３６８．１

９ユーロを交換する、現実の資金移動を伴わない両替を実行した。 

（イ）Ｖは、上記（ア）の１２３０万９３６８．１９ユーロを、Ｑに対して現実の資金移動を伴

わない貸付けとして送金した。 

（ウ）Ｑは、上記（イ）の１２３０万９３６８．１９ユーロを、Ｌに対して現実の資金移動を伴

わない短期関係会社勘定として送金した。 

（エ）Ｌは、上記（ウ）の１２３０万９３６８．１９ユーロを、Ｃに対して、現実の資金移動を

伴わない短期関係会社勘定として送金した。 

（６）本件資金決済 

ア 平成２０年（２００８年）１０月２２日、ｄ銀行渋谷明治通支店において、Ｃ、Ｖ、Ｈ、Ｂ、

Ｌ、Ｋ及び原告の名義の各預金口座（本件各口座）が開設された。本件各口座の開設は、全て

Ｄの従業員１名により、残高を０円として行われた。 

イ 平成２０年（２００８年）１０月２９日、本件財務関連取引の一環として、ｄ銀行渋谷明治

通支店における日中資金立替により、本件各口座間で、次表のとおり、Ｃグループ内の送金を

行う資金決済が行われた（本件資金決済）。なお、以下の表における「処理時間」とは送金が

実行された時間であり、「送金元口座名義人」欄の「Ｃ（ｅ）」とはｅ銀行に開設された既存

のＣ名義の預金口座であり、「送金先口座名義人」欄の「Ｘ」とは既存のＸ名義の預金口座で

ある。 

処理時間 
送金元口座 

名義人 

送金先口座 

名義人 
送金額 乙号証 

9時10分 Ｃ Ｋ 11億0175万円 52の1、2 

9時12分 Ｃ Ｂ 295億円 53の1、2 

9時13分 Ｃ Ｋ 555億5957万円 54の1、2 

9時15分 Ｃ Ｌ 300億円 55の1、2 

9時28分 Ｌ Ｋ 300億円 56の1、2 

9時30分 Ｂ 原告 295億円 16の1、2 

9時50分 Ｋ 原告 866億6132万円 18の1、2 

10時 1分 原告 Ｖ 14億6900万円 28の1、2 

10時42分 Ｖ Ｃ 14億6900万円 57の1、2 

10時48分 原告 Ｈ 1144億1800万円 21の1、2 

11時16分 Ｈ Ｃ 1144億1800万円 58の1、2 

13時17分 Ｃ（ｅ） Ｃ 2億7432万円 60 

時間不明 原告 Ｘ 32万円 30 
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ウ 本件各口座のうち、Ｋ名義及び原告名義の預金口座を除く５口座は、平成２１年（２００９

年）４月１６日から平成２２年（２０１０年）４月３０日までの間に解約された。 

エ 本件資金決済の結果、上記アの原告名義の預金口座には、２９５億円及び８６６億６１３２

万円の合計１１６１億６１３２万円が入金される一方、１４億６９００万円、１１４４億１８

００万円及び３２万円が出金されたため、その残高は２億７４００万円となった。 

（７）本件借入れに係る返済等 

ア 原告は、平成２１年（２００９年）３月３１日、Ｋに対して３０７億８０３０万円を送金し、

そのうち３００億円を本件借入れに係る元金の返済とし、７億８０３０万円を本件借入れに係

る利息の返済とする経理処理をした。 

イ 本件各事業年度において、原告が損金の額に算入した支払利息（本件利息）の額、原告が本

件借入れに基づき実際に支払った利息の額及び未払利息の残額は、次表のとおりである（乙１

０、１１、３２～３４、７１、７２、７９、８０）。 

 本件利息の額 実際支払額 未払利息残額 

平成20年12月期 10億4763万9069円 0円 10億4763万9069円

平成21年12月期 44億1081万6562円 47億7348万3229円 6億8497万2402円

平成22年12月期 39億0648万3229円 39億0648万3229円 6億8497万2402円

平成23年12月期 39億0648万3228円 39億2788万8616円 6億6356万7014円

平成24年12月期 38億1329万7033円 38億5233万6090円 6億2452万7957円

 

（８）本件訴えの提起に係る経緯 

ア 第１事件の提起に至る経緯 

（ア）原告は、平成２０年１２月期から平成２２年１２月期までの各事業年度の法人税について、

別表１記載１～３の「確定申告」欄のとおり、青色の確定申告書を法定申告期限（いずれも

法人税法７５条の２第１項の規定により１か月間延長されたもの。以下同じ。）までに提出

した。 

（イ）麻布税務署長は、原告に対し、平成２４年３月２７日付けで、別表１記載１～３の「更正

等」欄のとおり、平成２０年１２月期更正処分、平成２１年１２月期更正処分及び同賦課決

定処分、平成２２年１２月期更正処分及び同賦課決定処分をした。 

（ウ）原告は、平成２４年５月２２日、国税不服審判所長に対し、上記（イ）の更正処分等を不

服として審査請求をした。 

（エ）国税不服審判所長は、平成２７年２月２日、上記（ウ）の審査請求を棄却する旨の裁決を

した。 

（オ）原告は、平成２７年７月３１日、第１事件に係る訴えを提起した。 

イ 第２事件の提起に至る経緯等 

（ア）原告は、平成２３年１２月期の法人税について、別表３の「確定申告」欄のとおり、青色

の確定申告書を法定申告期限までに提出した。 
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（イ）麻布税務署長は、原告に対し、平成２９年２月２４日付けで、別表３の「更正等」欄のと

おり、更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分をした。 

（ウ）原告は、平成２９年４月１３日、国税不服審判所長に対し、上記（イ）の更正処分等を不

服として審査請求をした。 

（エ）原告は、平成２９年１０月３１日、上記（ウ）の日から３か月を経過しても裁決がない

（行政事件訴訟法８条２項１号）として、第２事件に係る訴えを提起した。原告は、同年１

１月２８日、上記（ウ）の審査請求を取り下げた。 

（オ）麻布税務署長は、前記（イ）の各処分における所得金額に誤りがあり（なお、本件の争点

とは関係しない誤りである。）、法人税及び過少申告加算税の各税額が過大であったことか

ら、平成３０年１月２９日付けで、別表３の「減額更正等」欄のとおり、平成２３年１２月

期の法人税に係る減額再更正及び過少申告加算税の変更決定をした。 

（カ）原告は、平成３０年３月２０日の第２事件第１回口頭弁論期日において、取消しを求める

更正処分につき同年１月２９日付け減額再更正後のもの（平成２３年１２月期更正処分）と

し、取消しを求める賦課決定処分につき同日付け変更決定による変更後のもの（平成２３年

１２月期賦課決定処分）とする旨の訴えの変更をした。 

ウ 第３事件の提起に至る経緯等 

（ア）原告は、平成２４年１２月期の法人税について、別表５の「確定申告」欄のとおり、青色

の確定申告書を法定申告期限までに提出した。 

（イ）麻布税務署長は、平成３０年２月２７日付けで、別表５の「更正等」欄のとおり、平成２

４年１２月期更正処分及び同賦課決定処分をした。 

（ウ）原告は、平成３０年４月１７日、国税不服審判所長に対し、上記（イ）の更正処分等を不

服として審査請求をした。 

（エ）原告は、平成３０年１０月１５日、上記（ウ）の日から３か月を経過しても裁決がない

（行政事件訴訟法８条２項１号）として、第３事件に係る訴えを提起した。原告は、同年１

１月２日、上記（ウ）の審査請求を取り下げた。 

４ 争点 

 本件の争点は本件各更正処分等の適法性であり、具体的には、法人税法１３２条１項の適用に関

し、次の点が争われている。 

（１）法人税法１３２条１項にいう「その法人の行為又は計算で、これを容認した場合には法人税の

負担を不当に減少させる結果となると認められるもの」の該当性 

（２）原告の本件各事業年度における所得金額及び納付すべき法人税額 

５ 争点に関する当事者の主張の要旨 

 争点に関する当事者の主張の要旨は、別紙８のとおりである。また、被告が本件に関して主張す

る課税の根拠及び計算は別紙９のとおりであるが、上記争点に関する点を除き、原告はこれを争う

ことを明らかにしていない。 

第３ 当裁判所の判断 

 当裁判所は、原告による本件借入れが行われる原因となった、Ｃグループが設定した本件８つの

目的及びこれを達成する手段としての本件組織再編取引等は、同グループ全体にとっても、また原

告にとっても、経済的合理性を欠くものと認めることはできないから、本件借入れは法人税法１３

２条１項にいう「その法人の行為又は計算で、これを容認した場合には法人税の負担を不当に減少
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させる結果となると認められるもの」に該当するとはいえず、これに該当することを前提としてさ

れた本件各更正処分等は違法であるので、原告の請求はいずれも理由があり認容すべきものと判断

する。その理由の詳細は、以下のとおりである。 

１ 認定事実 

（１）Ｃグループにおける企業買収の経緯等 

ア フランスに本社を置くＣは、タレント発掘からコンテンツの制作や配信に至るまでを手掛け

る総合メディア・コンテンツ企業であり、Ｃグループにおける究極の親会社であって、直接又

は間接の子会社は７０か国に所在する約１０００社に及ぶ。同グループの事業は、音楽事業の

ほか、メディア事業、テレビ事業、映画事業などである。 

イ Ｃグループにおける音楽事業は、平成１２年（２０００年）１２月に行われたＣとカナダ法

人であるｆとの合併により開始された。すなわち、ｆグループは、音楽事業を行うｇグループ

をその傘下に有していたところ、さらに、平成１０年（１９９８年）６月、オランダ法人であ

るｈ社から、Ｕグループにおける親会社であるｉ（ｉ）を買収し、同グループをｇグループに

統合した。Ｕグループは、ｊを有していたｍ社と、ｎを有していたｈ社が昭和３７年（１９６

２年）に立ち上げた合弁事業に起源を有する、当時世界最大の音楽会社グループであり、同グ

ループとの統合によって、ｇグループは世界最大の音楽会社グループとなった。 

こうして、Ｃグループは、Ｃとｆとの合併により、上記のＵグループとの統合後のｇグルー

プを取り込むこととなり、その音楽事業は、後のＭ（Ｍ）であるｑ（ｑ）を最上位とする子会

社群（Ｍ部門）が担うこととなった。日本法人であるＤ（Ｄ株式会社）は、ｇグループのレコ

ード音楽会社であり、Ｅ（株式会社Ｅ）はその子会社である音楽出版会社であって、いずれも

上記合併を機にＣグループに属することとなったものである。 

ウ Ｃグループは、その後、さらに次の企業買収を実施した。 

 平成１８年（２００６年）９月から平成１９年（２００７年）５月にかけて行われた米国法

人であるｒ（ｒ）の買収では、２０か国以上に所在する被買収会社及びその子会社をＭ部門の

子会社が取得した。これにより、被買収会社の子会社であった日本法人のＷ（株式会社Ｗ）は、

Ｕの完全子会社であるＶ（Ｖ）の完全子会社となった。 

 また、平成１９年（２００７年）９月に行われた英国法人であるＹ（Ｙ）の買収では、同社

をＵの完全子会社であるＩ（Ｉ）の完全子会社とした。これにより、Ｙの完全子会社であるＺ

（株式会社Ｚ）も、Ｉの間接的な完全子会社となった。 

 なお、上記イのようなＵグループとの統合の経緯から、ｇグループにおいては、オランダの

関連会社が、米国以外の全ての外国で設立された会社の株主となっており、企業買収等の資金

を借入れにより調達した結果、平成１７年（２００５年）及び平成１８年（２００６年）に金

融負債が急激に増加した。 

エ 以上を含む各買収の結果、ＣグループのＭ部門の子会社数は増加し、平成１８年（２００６

年）には３７４社であったのが平成１９年（２００７年）には５９５社となり、また、買収後

のグループ内の資本関係も複雑なものとなった。そのため、Ｃグループでは、法人数を減らす

とともに、複雑化した資本関係を整理するための組織再編が進められ、平成２４年（２０１２

年）にはＭ部門の子会社数は５０６社まで減少した。その後、同年におけるｔの買収により６

６９社に増加したものの、平成２７年（２０１５年）には再び５６８社まで減少している。 

 また、平成１６年（２００４年）には、ＣとＤとの間に持株会社が２１階層存在していたが、
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上記のような組織再編が進められた結果、平成１９年（２００７年）には１１階層となり、本

件組織再編取引が行われる前の平成２０年（２００８年）９月には９階層となっていた。その

後、平成２７年（２０１５年）には、４階層まで減少している。 

 ＣグループのＭ部門において以上のような組織再編を行う際に採られていた基本方針は、①

法人格を持つ組織の数を減らすこと、②１つの国に１つの持株会社（統括会社）を設置し、そ

の傘下に事業会社等を所属させること、③各国の会社に適切なレベルの負債を配分する（各国

のグループ内で資本と負債のバランスを適正にする）ことであった。 

オ ＣグループのＭ部門では、北米及び南米における音楽事業については米国の関連会社が業務

管理を統括しているのに対し、これらを除く地域における音楽事業については、英国法人であ

るａ（ａ）が業務管理を統括しており、したがって、本件各日本法人（Ｄ、Ｗ、Ｚ）に対する

事業遂行上の指揮監督も、ａが行っていた（なお、ａは同じく英国法人であるＩの間接的な完

全子会社であるが、Ｉは持株会社であり自ら業務管理を行わないため、資本関係では同社より

下位にあるａが業務管理の統括会社となっている。）。 

 （以上ア～オにつき、前提事実（１）、甲７３、７６、９６、乙１５、６１） 

（２）Ｃグループにおける資金管理 

ア Ｃグループでは、資金集中管理制度（ＣＭＳ）を採用しており、外部の金融機関からの借入

れ等の金融取引は一括してＣが実行し、Ｃグループ法人が資金調達等をする場合は、Ｃグルー

プにおけるＣＭＳの統括会社であるＬ（Ｌ）又はＫ（Ｋ）との間で金融取引を実行することと

されていた。これは、Ｃグループ法人が個別に外部の金融機関等と取引を行い、資金調達をし

ようとすれば、与信審査も法人ごとに行われることとなり、調達できる資金にも各法人の信用

に応じて限りがあるが、Ｃが一括して必要な資金を調達すれば、Ｃの信用力（その背景には、

Ｃグループ全体の信用力がある。）を利用して、大規模な資金調達をすることができるととも

に、資金調達をしようとする当該法人の与信審査を経ることなく機動的に必要な資金調達を行

うことができるなど、法人ごとに資金調達をするよりもメリットが大きいためであった。また、

ＣＭＳにより、グループ法人の余剰資金につき、Ｌ等を通じてＣに集中させることによって、

より有利な資金運用を行うというメリットもあった。（甲２２、７３、７６、乙５１、６１） 

イ 一般に、企業グループにおいて導入されるＣＭＳでは、プーリングサービス（グループ内の

統括会社の銀行口座とグループ法人の銀行口座の間で、資金移動を自動的に行うこと）、定期

性貸借（返済期限が定められた貸借について、グループ法人が申請して統括会社が承認する流

れを経て、グループ内で管理すること）、ネッティング（グループ法人間の支払を、銀行を通

さず統括会社・グループ法人間の貸借に付け替えて清算すること）などがあるとされている。

また、ＣＭＳを導入する効果としては、①所用資金量の低減に関する効果、②資金調達のコス

トの低減、資金運用の合理化、振込手数料の削減など、資金効率の向上に関する効果、③資金

関連の事務処理工数の軽減、連結決算業務の合理化など、財務・経理業務の合理化に関する効

果、④財務リスクの集中管理、運営の標準化による業務や品質の向上など、リスク管理の高度

化に関する効果があるとされている。 

 これらのうち、上記①に係る所用資金量の低減の効果とは、ＣＭＳを導入することで、グル

ープ法人間における資金余剰と資金不足とを相殺して、グループ全体の所用資金量を低減させ

る効果であるとされ、上記②に係る資金運用の合理化の効果とは、グループ法人の余剰資金を

集中させることで、より有利な資金運用を行うことが可能になる効果であるとされている。
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（以上につき、甲７７） 

ウ Ｄは、Ｌとの間で、平成１８年（２００６年）１月１３日、本件ＣＭＳ合意をし、Ｌが統括

会社として運営するＣグループのＣＭＳに参加した。本件ＣＭＳ合意で確認又は合意された主

な内容は、以下の（ア）～（エ）のとおりである。（甲７８） 

（ア）Ｌは、契約に基づくプーリングサービスを構築し、Ｃグループ法人にこれを提供している

ところ、Ｄは、これにより、その余剰資金をＬにおける当座勘定に預け入れ、又は事業活動

のために必要な資金を短期貸付けによりＬから借り入れることができる。 

（イ）Ｌは、Ｃとの間で与信協定を締結しており、これに基づきＣから借り入れた資金を、Ｄが

借り入れることができる。 

（ウ）上記の預入れや借入れには、Ｌが用いる指標金利にＣが定めるスプレッドを上乗せした率

の利息を付す。 

（エ）Ｍ部門の子会社間でネッティングを実行する。 

エ 本件組織再編取引等の前において、ＤはＬに対し、本件ＣＭＳ合意に基づいて余剰資金３６

３億３７００万円を預け入れ、ＬはＣに対し、同額を短期関係会社勘定（短期貸付け）により

貸し付け、Ｃは同額を外部の金融機関に預金していた。 

 Ｃは、ユーロ建てで連結計算書類を作成しており、外貨建ての金融資産及び負債は、ユーロ

に換算して連結貸借対照表に計上していたところ、為替レートの変動により、連結貸借対照表

に計上する外貨建ての金融資産の価値が目減りし、又は外貨建ての負債が増加するリスク（貸

借対照表リスク）をヘッジするため、為替ヘッジを行うポリシー（ヘッジポリシー）を有して

いた。そこで、Ｃは、上記３６３億３７００万円の預金についても、ヘッジポリシーに基づき、

これに相当する額のユーロと交換し、将来の一定の時点（取引の満期日）において反対の交換

をすることを約する通貨スワップ取引（本件ユーロ・円通貨スワップ取引）をしていた。 

 一般に、通貨スワップ取引においては、対象となる通貨の金利差を調整するために、利率の

高い通貨を受け取った当事者は、利率の低い通貨を受け取った相手方に発生した費用を支払わ

なければならないところ、本件ユーロ・円通貨スワップ取引においては、円の金利が年０．９

７％、ユーロの金利が年４．３３％と設定されていたことから、Ｃは、円とユーロの上記金利

差に基づく手数料（年間約８００万ユーロ）を当該金融機関に対して支払うべきこととなり、

余剰資金につきユーロの高い金利により得られる利益を享受することができなかった（甲２２、

７３、７６、１６５）。 

オ 原告は、本件設立後、Ｄに係る本件ＣＭＳ合意と同様の内容により、ＣグループのＣＭＳに

参加した（甲７３、７６）。 

カ なお、Ｃグループの英国法人であるＸ（Ｘ）についても、平成２０年（２００８年）当時、

約２億ポンドの余剰資金が生じており、同余剰資金は上記エと同様にＬを通じてＣに貸し付け

られ、外部の金融機関にポンド建てで預金されていたため、ヘッジポリシーに従い、本件ポン

ド・ユーロ通貨スワップ取引が行われていた。その当時、ポンドとユーロの金利差は僅かであ

ったため、上記エのような大きな手数料負担はなかったものの、将来、ユーロの金利が上昇す

るなどして、両通貨の金利差が生じる可能性はあった（甲７６）。 

（３）Ｄ及び原告の財務状況 

ア Ｄの財務状況 

 Ｄの各事業年度における財務状況の概要は、以下の（ア）～（ウ）のとおりである。 
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（ア）平成１８年１２月期 

 平成１８年１２月期の貸借対照表においては、純資産の部（株主資本）の残高が約２０９

億円、利益剰余金が約１４１億円計上されていた。また、同期の損益計算書においては、売

上高が約５７９億円、営業利益が約７４億円、支払利息が約１５０万円、経常利益が約７１

億円、税引前純利益が約７３億円計上されていた（乙１２）。 

（イ）平成１９年１２月期 

 平成１９年１２月期の貸借対照表においては、純資産の部（株主資本）の残高が約２５１

億円、利益剰余金が約１８３億円計上されていた。また、同期の損益計算書においては、売

上高が約６５０億円、営業利益が約７５億円、支払利息が約４６０万円、経常利益が約７３

億円、税引前純利益が約７３億円計上されていた（乙１３）。 

（ウ）平成２０年１２月期 

 平成２０年１２月期の貸借対照表においては、純資産の部（株主資本）の残高が約３１５

億円、利益剰余金が約２４７億円計上されていた。また、同期の損益計算書においては、売

上高が約６５６億円、営業利益が約１１１億円、支払利息が約１１０万円、経常利益が約１

１１億円、税引前純利益が約１１１億円計上されていた（乙１４）。 

イ 原告の財務状況 

 原告の各事業年度における財務状況の概要は、以下の（ア）～（エ）のとおりである。 

（ア）平成２０年１２月期 

 原告の平成２０年１２月期（本件設立の日である平成２０年１０月●日から同年１２月３

１日まで）の貸借対照表においては、純資産の部（株主資本）の残高が約２８４億円、利益

剰余金がマイナス約１１億円計上されていた（乙９）。 

（イ）平成２１年１２月期 

 原告の平成２１年１２月期の貸借対照表においては、純資産の部（株主資本）の残高がマ

イナス約５２３億円、利益剰余金がマイナス約８１８億円計上されていた。また、原告の同

期の損益計算書においては、売上高が約５６８億円、営業利益が約７８億円、支払利息が約

４４億円、経常利益が約３１億円、税引前純損失が約１０４４億円計上されていたが、仮に

本件合併に伴うＤ株式の消却による抱合い株式消滅損失約１０７６億円を除くとすると、約

３２億円の税引前純利益が計上されることとなる（乙１０）。 

（ウ）平成２２年１２月期 

 原告の平成２２年１２月期の貸借対照表においては、純資産の部（株主資本）の残高がマ

イナス約５１１億円、利益剰余金がマイナス約８０６億円計上されていた。また、原告の同

期の損益計算書においては、売上高が約５１８億円、営業利益が約６５億円、支払利息が約

３９億円、経常利益が約２２億円、税引前純利益が約２０億円計上されていた（乙１１）。 

（エ）平成２３年１２月期 

 原告の平成２３年１２月期の貸借対照表においては、純資産の部（株主資本）の残高がマ

イナス約５０５億円、利益剰余金がマイナス約８００億円計上されていた。また、原告の同

期の損益計算書においては、売上高が約５１４億円、営業利益が約５４億円、支払利息が約

３９億円、経常利益が約１３億円、税引前純利益が約１３億円計上されていた（乙７２）。 

（４）オランダ法人の財務状況 

 Ｃグループのオランダ法人であるＱ（Ｑ）及びＵ（Ｕ）の財務状況の概要は、以下のア及びイ
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のとおりである。 

ア Ｑの財務状況 

 Ｑの平成１９年（２００７年）１２月期から平成２１年（２００９年）１２月期までの貸借

対照表及び損益計算書から認められる財務状況は、以下の表のとおりである（甲１６８～１７

０）。なお、以下の表における「比較」とは、平成２０年１２月期と平成１９年１２月期との

比較である（後記イ、ウの各表においても同じ。）。 

（単位:１０００ユーロ） 

  19年12月期 20年12月期 21年12月期 比較 

長期負債 1,831,345 1,876,793 610,095 +45,448

流動負債 583,830 878,640 1,050,904 +294,810

売上高 315,312 363,389 274,971 +48,077

営業利益 10,383 14,700 -1,419 +4,317

受取配当金 0 53,848 0 +53,848

支払利息 90,938 144,655 87,934 +53,717

税引前損益 -74,650 -60,782 -17,355 +13,868

純損益 -80,509 -70,650 -17,355 +9,859

 

イ Ｕの財務状況 

 Ｕの平成１９年（２００７年）１２月期から平成２１年（２００９年）１２月期までの貸借

対照表及び損益計算書から認められる財務状況は、以下の表のとおりである（甲１７１～１７

３）。 

（単位:１０００ユーロ） 

  19年12月期 20年12月期 21年12月期 比較 

長期負債 1,246,313 1,092,857 750,501 -153,456

流動負債 1,796 1,796 1,798 0

売上高 0 0 0 0

受取配当金 1,237 99,487 11,430 +98,250

支払利息 79,558 67,148 47,028 -12,410

税引前損益 -141,228 39,501 -16,612 +180,729

純損益 -155,789 48,479 -16,612 +204,268

 

（５）Ｄ及び原告の本件合併に係る対外対応等 

ア Ｄが、本件合併を公表するに当たり平成２０年１１月１８日付けで作成した想定問答集には、
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要旨次のとおり記載されていた（乙２４）。 

（ア）本件合併は、ｇグループ内の組織再編に伴うもので、資本関係に一切変更はなく、従来ど

おり同グループ１００パーセント出資の日本法人であるという位置付けは変わらない。 

（イ）原告の事業内容や従業員数については、Ｄの全ての事業と従業員を引き継ぐ。事業内容も

Ｄと同じである。 

（ウ）本件合併後の新しい経営組織は、従来のＤと全く同じである。 

（エ）単に社名及び組織の変更を行うだけであり、事業運営においては全く変わらない。 

（オ）原告の意思決定機関としては、取締役会に相当する組織として「マネジメント・コミッテ

ィー」を置く。現在のＤの取締役は、原告の「マネジメント・コミッティー」のメンバーと

なる。 

（カ）Ｄの代表取締役であった者が原告の「会長兼ＣＥＯ」となり、合同会社の「職務執行者」

として株式会社の代表取締役に相当する職務の執行を行う。 

イ 原告が、平成２１年１月５日付けで作成した「合併、及び役員人事に関するお知らせ」と題

する文書には、要旨次のとおり記載されていた（乙２５）。 

（ア）原告は平成２１年１月●日付けでＤと合併し、Ｄの全ての権利義務を承継した。 

（イ）本件合併はｇグループ内の組織再編に伴うものであり、原告は同グループの１００パーセ

ント出資による日本法人である位置付けに変わりはなく、事業内容も従来どおりである。 

（ウ）本件合併に伴い、役員の役職名が変更になり、例えば、Ｄの「代表取締役会長兼ＣＥＯ」

が原告の「最高経営責任者兼会長」となった。 

（６）デット・プッシュ・ダウンについて 

 いわゆるデット・プッシュ・ダウン（ｄｅｂｔ ｐｕｓｈ ｄｏｗｎ）とは、一般に、親会社

が、借入金の返済に係る経済的負担を、企業グループの資本関係の下流にある子会社に負担させ

ることをいう。すなわち、企業グループは、事業に必要な資金を外部からの出資又は負債により

調達し、調達した資金を企業グループ内の各社の資金需要に応じて分配するところ、外部から資

金を借り入れた親会社がこれを子会社に出資する場合には子会社は負債の経済的負担を負わない

のに対し、親会社が外部から借り入れた資金を子会社に貸し付ける場合には、負債の経済的負担

が子会社に移転することになる。財務上の観点からは、規模が大きく多額の利益を計上している

事業会社に対してより多くの負債を負担させることが合理的であり、税務上の観点からは、税率

の高い国で多額の利益を計上し多額の税金を負担している会社に対してより多くの負債を負担さ

せることが合理的であるとされている。（乙６２） 

（７）米国税制との関係 

 米国税制上、米国法人の子会社が被支配外国法人（ＣＥＣ）とされた場合は、当該米国法人に

対していわゆるタックスヘイブン対策税制の適用があり、当該被支配外国法人の所得が当該米国

法人の課税対象所得に加算されることとされていた。他方、被支配外国法人の子会社が一定の要

件を満たした場合には、米国税制上のいわゆるチェック・ザ・ボックス規則により、法人課税

（当該法人に対して課税される。）と、構成員課税（当該法人の構成員〔社員等〕に対して課税

される。）を選択できることとされており、被支配外国法人の子会社が構成員課税を選択した場

合には、当該子会社（パス・スルー・エンティティ）間における売買や利息の支払等においては、

当該被支配外国法人には所得が生じていないものとみなされ、したがって、当該米国法人の課税

対象所得にも合算されないこととされていた。（甲１６２、１６３） 
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 Ｃグループにおいて、オランダ法人であるＱは米国法人であるＭの被支配外国法人とされてい

たところ、Ｑの子会社（オランダ法人、英国法人等）は、本件各日本法人を除き、いずれも構成

員課税を選択したことにより、当該子会社間での利息の支払等はＱの所得とみなされていなかっ

た。これに対し、日本の株式会社は、米国税制上、チェック・ザ・ボックス規則の適用対象外と

なっていたことから、構成員課税を選択することができなかった。（甲７６、乙６１） 

２ 本件８つの目的及び本件再編成等スキームについて 

（１）本件８つの目的の有無について 

ア Ｃグループにおいて平成２０年（２００８年）７月２３日付けで作成した「ｇグループ・イ

ンターナショナル ジャパン リストラクチャリング〔日本組織再編〕」と題する書面（乙１

５）には、「本件取引の目的」として、次のとおり記載されている。 

 ①「オランダの借入金のレベルを減少させるための資金を調達すること。」 

 ②「日本における会社関係を１つの会社の傘下にまとめること。」 

 ③「日本における音楽出版会社を１つの法人にまとめること。」 

 ④「日本から円余剰資金を移転させ、Ｃが為替リスクのヘッジをすることなく、ユーロ市場

での投資活動を可能ならしめること。」 

 ⑤「日本の資本構造に借入金を発生させること。」 

 ⑥「（配当制限のある英国から余剰資金を移転させ、また、その資本構造を英国の役員によ

る経営管理体制に適合させるため）日本のオペレーションを英国管轄下に置くこと。」 

 ⑦「米国税制の観点から柔軟性を有する日本の企業体を活用すること。」 

 ⑧「現在検討中で将来起こり得る可能性のある第三者の日本の音楽企業の買収と、ｇグルー

プの音楽企業との結合に対応すること（交渉の完了とデューディリジェンスが必要であ

る。）。」 

 これらは、原告の主張において、Ｃグループが本件再編等スキームを策定するに当たり設定

したとする本件８つの目的（目的①～⑧）にそれぞれ相当する。 

 そして、Ｃの税務部副部長である乙が作成した陳述書（甲７６、９６。乙陳述書）には、本

件再編成等スキームを策定するに当たり本件８つの目的が設定されており、同スキームに基づ

く本件組織再編取引等は本件８つの目的を同時に達成することを企図したものである旨の説明

が記載されている。また、東京国税局調査第一部の職員らにより平成２３年２月８日に行われ

た調査におけるＣ又はＣグループの財務担当者及び税務担当者（乙ほか２名）による供述（乙

６１）においても、同様の説明がされている。 

イ そこで、乙陳述書等の上記説明部分の信用性を検討するに当たり、本件８つの目的を基礎付

ける客観的事情が、本件組織再編取引等の前に存在していたか否かについて検討する。 

（ア）日本の関連会社に係る資本関係の整理の問題 

 Ｃグループは、平成１２年（２０００年）にｆと合併し、ｇグループ（Ｍ部門）を擁する

ことになって以降、次々に企業買収を繰り返して複数の音楽会社グループをその傘下に組み

入れ、その結果、Ｍ部門の子会社数は増加し、グループ内の資本関係も複雑化したため、法

人数を減らすとともに、資本関係を整理するための組織再編が進められてきた（認定事実

（１）イ～エ）。 

 本件各日本法人について見ると、①上記のｆとの合併より前からｇグループに属していた

Ｄは、オランダ法人であるＨの完全子会社であり、②ｒの買収によりＭ部門に属することと
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なったＷ、オランダ法人であるＶの完全子会社であり、③Ｙの買収によりＭ部門に属するこ

ととなったＺは、英国法人であるＹの完全子会社（英国法人の持株会社であるＩの間接的な

完全子会社）であったため、本件各日本法人はそれぞれ異なる親会社と資本関係を有するこ

ととなっていた。しかも、Ｄの下にも、音楽出版会社であるＥが存在していたため、上記の

とおりＷが加わったことによって、日本という１つの国に音楽出版会社が２つ存在する状態

となっていた。（認定事実（１）イ、ウ）。 

 また、ＣグループのＭ部門では、北米及び南米を除く地域における音楽事業については英

国法人であるａが業務管理を統括しており、本件各日本法人に対する事業遂行上の指揮監督

もａが行っていたところ（認定事実（１）オ）、上記のとおり、日本法人であるＤ及びＷは、

いずれもオランダ法人の子会社であり、英国法人と直接の資本関係を有していなかった。 

 以上のようなＣグループにおける企業買収の経緯や買収後の各社の資本関係等の状況に照

らせば、日本の関係会社について、異なる親会社の下にあった本件各日本法人の資本関係を

再編成するとともに、２つの音楽出版会社を１つの法人に統合し、さらに、オランダ法人の

子会社であった日本法人を英国法人の資本下に置くことによって事業遂行上の指揮監督関係

と資本関係を一致させることを目的としていたとする乙陳述書等における説明は、これを裏

付ける客観的事情を伴うものであったと認められる。 

 これらは、本件８つの目的のうち、目的②、目的③及び目的⑥（前半）に相当する。 

（イ）グループ内における負債の経済的負担の配分の問題 

 本件組織再編取引等の前におけるＣグループ法人の財務状況について見ると、ｇグループ

における企業買収等のための資金の借入れにより、オランダ法人の負債が平成１７年（２０

０５年）及び平成１８年（２００６年）に急激に増加し（認定事実（１）ウ）、平成１９年

（２００７年）におけるオランダ法人の企業間負債は３４億ユーロを超え、そのうち約３１

億ユーロはＱ又はＵのＬ又はＫに対する負債であった（甲７６の別紙３）。また、Ｑ及びＵ

においては、支払利息が営業利益を上回っている状況であった（認定事実（４））。 

 これに対し、日本法人であるＤは、平成１８年１２月期から平成２０年１２月期までの営

業利益が約７４～１１１億円であるのに対し、支払利息は約１１０～４６０万円にとどまり、

営業利益に対する支払利息の割合が極めて小さい状況であった（認定事実（３）ア） 

 このようなＣグループ法人の財務状況に照らせば、支払利息が営業利益を超え、負債の経

済的負担が過度に重くなっているオランダ法人の負債を減少させ、営業利益に対する支払利

息の割合が極めて小さい日本法人に負債を負わせることを目的としていたとする乙陳述書等

における説明は、これを裏付ける客観的事情を伴うものであったと認められる。 

 これらは、本件８つの目的のうち、目的①及び目的⑤に相当する。 

（ウ）為替リスクのヘッジに係るコストの問題 

 日本法人であるＤには、本件組織再編取引等の前において、余剰資金３６３億３７００万

円が生じており、同余剰資金はＬを通じてＣに貸し付けられ、外部の金融機関に円建てで預

金されていたところ、Ｃグループのヘッジポリシーに従い行われていた本件ユーロ・円通貨

スワップ取引では、円の低い金利（年０．９７％）とユーロの高い金利（年４．３３％）の

金利差によって生じる手数料として年間約８００万ユーロを当該金融機関に対して支払うべ

きこととなり、余剰資金につきユーロの高い金利により得られる利益を享受することができ

なかった（認定事実（２）エ）。 
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 また、英国法人であるＸについても、本件組織再編取引等の前において、約２億ポンドの

余剰資金が生じており、Ｃのポンド建ての預金について本件ポンド・ユーロ通貨スワップ取

引が行われていたところ、将来、ユーロの金利が上昇するなどして両通貨の金利差が生じた

場合には、上記のような手数料の負担が生じる可能性があった（認定事実（２）カ）。 

 以上のようなＣグループにおける外貨建ての余剰資金の取扱いの実情に照らせば、Ｄ及び

Ｘの余剰資金を解消し、本件ユーロ・円通貨スワップ取引及び本件ポンド・ユーロ通貨スワ

ップ取引を終了させることを目的としていたとする乙陳述書等における説明は、これを裏付

ける客観的事情を伴うものであったと認められる。 

 これらは、本件８つの目的のうち、目的④及び目的⑥（後半）に相当する。 

（エ）資本関係の整理に関する統括会社の問題 

 上記（ア）のとおり、日本の関連会社については資本関係を整理する必要があったところ、

Ｃグループにおいては、世界各国のグループ法人に係る組織再編を行うに当たり、１つの国

に１つの持株会社（統括会社）を設置し、その傘下に事業会社等を所属させるという基本的

方針を採っていた（認定事実（１）エ）。 

 そして、日本に設置する統括会社の組織形態を株式会社でなく合同会社とすることによっ

て、Ｑの他の子会社と同様に米国税制上のチェック・ザ・ボックス規則が適用され、構成員

課税を選択できることとなり、子会社間における売買や利息の支払等についてＱには所得が

生じていないとみなされ、その親会社である米国法人Ｍの課税対象所得に合算されないこと

となる（認定事実（７））。 

 また、上記統括会社を合同会社とした場合には、合同会社に株主総会等の設置義務がなく、

社員間の合意で業務執行を行い得るなど、より機動的な事業運営が可能となることから、企

業買収等の意思決定やその執行に当たってもより機動的に行うことができることとなる。 

 以上のような米国税制における取扱いや合同会社の特性等に照らせば、米国税制上構成員

課税を選択できるようにするとともに、将来の企業買収に備えて機動的な事業運営ができる

ようにすることを目的として原告を合同会社とした旨の乙陳述書等における説明は、これを

裏付ける客観的事情を伴うものであったと認められる。 

 これらは、本件８つの目的のうち、目的⑦及び目的⑧に相当する。 

ウ 本件８つの目的の有無に関する小括 

 以上によれば、本件組織再編取引等の前において、Ｃグループでは、本件８つの目的のいず

れについても、これを裏付ける客観的事情が存在していたと認めることができ、これらに照ら

せば、本件再編成等スキームを策定するに当たり本件８つの目的が設定されており、同スキー

ムに基づく本件組織再編取引等は本件８つの目的を同時に達成することを企図したものである

旨の乙の陳述書等の説明部分は、信用することができる。 

 したがって、本件組織再編取引等の当時、その目的として本件８つの目的が存在していたと

認めるのが相当である。 

（２）本件再編成等スキームについて 

 そこで、次に、本件８つの目的を達成するための手段として計画されたとされる本件再編成等

スキーム及びこれに基づく本件組織再編取引等が、上記の目的とどのような関係にあるかについ

て検討する。 

ア 本件再編成等スキーム及びこれに基づく本件組織再編取引等の概要は、次のとおりである
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（前提事実（４）、（５）、甲７６、乙１５）。 

（ア）英国法人であるＩの完全子会社としてオランダ法人であるＢを設立し、Ｂの完全子会社と

して、日本法人（合同会社）である原告を設立した（本件設立）。本件設立後、原告はＢか

ら２９５億円の追加出資を受けた（本件増資）が、その原資は、Ｃが外部の金融機関に預金

していたＸの余剰資金につき、本件ポンド・ユーロ通貨スワップ取引を終了させて得た約１

億９９９５万ポンドを、Ｌを介してＸに戻した上、ＸからＩに出資し、Ｉがこれをユーロに

両替した上でＢに出資し、Ｂがこれを円に両替した上で原告に出資した（前提事実（５）

ア）。 

 原告は、その子会社であるｂ（ｂ合同会社）を設立した（本件ｂ設立）。 

（イ）Ｋは、Ｃから借り入れた８６６億６１３２万円を原告に対して貸し付け（本件貸付け）、

これにより、原告は、Ｋに対して８６６億６１３２万円の借入金債務を負う状態となった。 

 本件貸付けは、原告による本件各日本法人の株式購入の資金とすることを目的としたもの

であり、原告は、この貸付金と本件増資による出資金を原資として、１１４４億１８００万

円でＤの全株式を取得し（本件買収）、１４億６９００万円でＷの全株式を取得した（本件

Ｗ買収）。そのほか、原告は、３２万円でＺの全株式を取得した（本件Ｚ買収）。 

 本件貸付けのうち貸付金３００億円に係る原資は、Ｃが外部の金融機関に預金していたＤ

の余剰資金につき、本件ユーロ・円通貨スワップ取引を終了させて得た３００億円を、Ｌを

介して本件貸付けに係る貸主であるＫに送金したものである（前提事実（５）イ（イ））。 

（ウ）本件買収の代金は、買主である原告から売主であるＨに支払われた後、ユーロに両替され

た上で、Ｈからオランダ法人であるＱ及びＵに貸し付けられ、これらの法人はこれを原資と

してＬ又はＫに対する借入金の返済をし、Ｌ及びＫは返済を受けた資金を（ＫについてはＬ

を介して）Ｃに送金した（前提事実（５）ウ）。 

 本件Ｗ買収の代金は、買主である原告から売主であるＶに支払われた後、ユーロに両替さ

れた上で、オランダ法人であるＱに貸し付けられ、Ｑはこれを原資としてＬに対する借入金

の返済をし、Ｌは返済を受けた資金をＣに送金した（前提事実（５）エ）。 

 以上によりＬ又はＫが返済を受けてＣに送金した金額は、合計約９億５８７５万ユーロで

あり、Ｑ及びＵがＬ又はＫに対して負っていた借入金債務の約３割に相当する。 

（エ）原告は、Ｄを吸収合併し、Ｄはこれにより消滅した（本件合併）。 

 原告は、Ｄが保有していた３０７億８０３０万円をもって、本件借入れに係る債務の一部

（元金３００億円及び利息）を返済し、Ｋは、その返済を受けた資金をもってＣに対する債

務を返済した。これにより、原告のＫに対する債務は５６６億６１３２万円（元金）となっ

た。（前提事実（７）） 

（オ）ｂは、Ｅ及びＷを吸収合併し、これら２社は消滅した（本件ｂ合併）。 

イ 以上を本件８つの目的と対比してみると、次のとおりである。 

（ア）日本の関連会社に係る資本関係の整理に関し 

 本件設立によって原告を設立し、次いで、本件買収、本件Ｗ買収及び本件Ｚ買収によって

本件各日本法人を全て原告の完全子会社とすることで、日本の関連会社を１つの統括会社

（原告）の下にまとめることができた（目的②）。また、原告がＤを吸収合併し、原告の子

会社として設立されたｂがＥ及びＷを吸収合併したことにより、日本の関連会社の数を本件

組織再編取引等の前よりも減少させることができ（法人数を減少させることも目的②に含ま
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れるものと解される。）、かつ、日本において２社存在していた音楽出版会社を１つの法人

に統合することができた（目的③）。さらに、原告の親会社であるＢを、英国法人の持株会

社であるＩの完全子会社として設立したことにより、原告をはじめとする全ての日本法人が

英国法人の資本下に置かれるととなり、日本の関連会社について事業遂行上の指揮監督関係

と資本関係を一致させることができた（目的⑥〔前半〕）。 

（イ）グループ内における負債の経済的負担の配分に関し 

 本件買収及び本件Ｗ買収の代金として原告からＨ又はＶに支払われた資金がオランダ法人

であるＵ又はＱに貸し付けられたことにより、これらのオランダ法人がＬ又はＫに対し負っ

ていた借入金債務の約３割に相当する合計約９億５８７５万ユーロが返済された（目的①）。

また、原告が本件買収等のため本件借入れをしたことにより、日本法人の資本構造に負債が

導入された（目的⑤）。 

（ウ）為替リスクのヘッジに係るコストに関し 

 Ｃが外部の金融機関に預金していたＸの余剰資金につき、本件ポンド・ユーロ通貨スワッ

プ取引を終了して本件増資の原資に充て、また、Ｄの余剰資金につき、本件ユーロ・円通貨

スワップ取引を終了して、本件貸付けのうち貸付金３００億円に係る原資に充てたことによ

り、これらのポンド建て及び円建ての余剰資金が解消され、Ｃが外貨建ての余剰資金に係る

為替リスクのヘッジをすることなくユーロ市場での投資活動をすることが可能となった（目

的④、目的⑥〔後半〕）。 

（エ）資本関係の整理に関する統括会社に関し 

 原告を合同会社として設立したことにより、米国税制上のチェック・ボックス規則が適用

され、構成員課税を選択できることとなった。また、合同会社における事業経営の機動性を

将来の事業買収等にも活かせることとなった。（目的⑦及び目的⑧） 

ウ 本件再編成等スキームに関する小括 

 以上によれば、本件再編成等スキームに基づく本件組織再編取引等は、本件８つの目的を全

て達成することができるものであったことが認められる（なお、本件８つの目的及びこれを達

成するための本件組織再編取引等が法人税法１３２条１項の適用との関係で経済的合理性を有

するものと評価されるか否かについては、さらに以下において検討する。）。 

３ 争点（１）（法人税法１３２条１項にいう「その法人の行為又は計算で、これを容認した場合に

は法人税の負担を不当に減少させる結果となると認められるもの」の該当性）について 

（１）判断枠組み 

ア 「これを容認した場合には法人税の負担を不当に減少させる結果となると認められるもの」

の意義 

（ア）法人税法１３２条１項１号は、税務署長は、内国法人である同族会社に係る法人税につき

更正又は決定をする場合において、その法人の行為又は計算で、これを容認した場合には法

人税の負担を不当に減少させる結果となると認められるものがあるときは、その行為又は計

算にかかわらず、税務署長の認めるところにより、その法人に係る法人税の課税標準若しく

は欠損金額又は法人税の額を計算することができる旨を定めている。これは、同族会社が少

数の株主又は社員によって支配されているため、同族会社の法人税の税負担を減少させる行

為や計算を行うことが容易であることに鑑み、同族会社と非同族会社との間の税負担の公平

を維持するため、同族会社の法人税の負担を不当に減少させる結果となると認められる行為
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又は計算が行われた場合に、これを正常な行為又は計算に引き直して当該同族会社に係る法

人税の更正又は決定を行う権限を税務署長に認めたものと解される。このような同号の趣旨

に照らせば、当該同族会社の行為又は計算が、同項柱書にいう「これを容認した場合には法

人税の負担を不当に減少させる結果となると認められるもの」に該当するか否かは、専ら経

済的、実質的見地において、当該行為又は計算が純粋経済人として不自然、不合理なものと

認められるか否か、すなわち経済的合理性を欠くか否かという客観的、合理的基準に従って

判断すべきものと解される。 

（イ）利益を産み出し、これを出資者である株主や社員に対して還元することを究極の目的とす

る会社にあっては、事業の目的に沿った種々の経済活動を遂行するに当たり、業務の管理・

遂行上、財務上又は税務上などの様々な観点から、利益を最大化し得る方法を法令の許容す

る範囲内で自由に選択することができるところ、仮に、税務署長が法人税法１３２条１項の

適用に当たり、会社の経営判断の当否や、当該行為又は計算に係る経済的合理性の高低をも

って「不当」か否かを判断することができるとすれば、課税要件の明確性や予測可能性を害

し、会社による適法な経済活動を萎縮させるおそれが生じるといわざるを得ない。したがっ

て、当該行為又は計算が当該会社にとって相応の経済的合理性を有する方法であると認めら

れる限りは、他にこれと同等か、より経済的合理性が高いといえる方法が想定される場合で

あっても、同項の適用上「不当」と評価されるべきものではない。 

 そして、同族会社にあっては、自らが同族会社であることの特性を活かして経済活動を行

うことは、ごく自然な事柄であって、それ自体が不合理であるとはいえないから、同族会社

が、自らが同族会社でなければなし得ないような行為や計算を行ったとしても、そのことを

もって直ちに、同族会社と非同族会社との間の税負担の公平が害されることとはならない。 

 以上を踏まえると、同族会社の行為又は計算が経済的合理性を欠くか否かを判断するに当

たっては、当該行為又は計算に係る諸事情や当該同族会社に係る諸事情等を総合的に考慮し

た上で、法人税の負担が減少するという利益を除けば当該行為又は計算によって得られる経

済的利益がおよそないといえるか、あるいは、当該行為又は計算を行う必要性を全く欠いて

いるといえるかなどの観点から検討すべきものである。 

イ 経済的合理性の有無を判断する対象 

（ア）対象となる法人 

 法人税法１３２条１項は、「次に掲げる法人に係る法人税につき更正又は決定をする場

合」において、「その法人」の行為又は計算で、これを容認した場合には法人税の負担を不

当に減少させる結果となると認められるものがあるときは、その行為又は計算にかかわらず、

「その法人に係る」法人税の課税標準等を計算することができる旨規定している。このよう

な同項の文言によれば、「その法人」とは、法人税につき更正又は決定を受ける法人（更正

対象法人）をいうものであると解される。 

 本件においては、本件各更正処分を受けた法人である原告がこれに該当する。 

（イ）対象となる行為又は計算 

 法人税法１３２条１項は、税務署長は、同項各号が定める法人に係る法人税につき更正又

は決定をする場合において、「その法人の行為又は計算」で、「これを容認した場合には法

人税の負担を不当に減少させる結果となると認められるもの」があるときは、その行為又は

計算にかかわらず、その法人に係る法人税の課税標準等を計算することができる旨定めてい
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る。このような同項の文言によれば、経済的合理性の有無を判断する対象となる行為又は計

算は、法人税の負担を減少させる結果を直接生じさせる行為又は計算（直接起因行為）であ

ると解するのが相当である。 

 これを本件についてみると、本件各事業年度における原告の法人税額を減少させる結果を

直接生じさせた行為（直接起因行為）は、本件借入れであり、原告は、本件借入れに基づき

Ｋに対して支払った本件利息の額を本件各事業年度における損金の額に算入したために、課

税対象所得が減少し、その結果法人税の額が減少したものである（前提事実（７））。 

（ウ）以上によれば、本件において、法人税法１３２条１項にいう「その法人の行為又は計算で、

これを容認した場合には法人税の負担を不当に減少させる結果となると認められるもの」の

該当性を判断するに当たっては、原告による本件借入れを対象として、その経済的合理性の

有無を判断するのが相当である。 

（エ）被告の主張について 

 この点、被告は、①経済的合理性の有無を判断する対象となる法人は、更正対象法人に限

られるものではなく、更正対象法人と経済的、実質的に一体といえる法人も含まれ、本件で

はＤがこれに該当する、②直接起因行為を含む複数の取引が積み重ねられることにより法人

税の負担を不当に減少させる結果を生じさせている場合には、そのような複数の行為を一体

として否認することができ、本件では、本件一連の行為（本件設立、本件増資、本件借入れ、

本件買収及び本件合併）又はそのうち本件設立を除いた行為について否認することができる

旨主張する。被告のこれらの主張は、本件一連の行為の前にはＤは借入金債務を負担してい

なかったのに、本件一連の行為の後にはＤと実質的に一体である原告が本件借入れに係る債

務を負担することとなったから、「原告ないしＤ」に係る本件一連の行為（又はそのうち本

件設立を除いた行為）を否認することができるという趣旨をいうものと解される。 

 しかしながら、被告の上記主張における解釈は、法人税法１３２条１項の明文に反するも

のであって、採用することができない。また、本件借入れが本件一連の行為の一環としてさ

れたものであることを考慮しても、法人税の負担を減少させたのは本件借入れによるもので

あり、本件設立、本件増資、本件買収及び本件合併の各行為は法人税の負担の減少とは無関

係であるから、これらの行為について同項による否認の対象とする必要性もないというべき

である。なお、仮に被告主張のように本件一連の行為（又はそのうち本件設立を除いた行

為）を否認することとなれば、本件増資、本件借入れ、本件買収及び本件合併の各行為がな

かったものとして法人税の課税標準等が計算されるはずであるが、他方において、被告は、

法人税の課税標準等の計算については、これらの行為が存在しないことを前提として計算す

ることが困難あるいは不合理であるとして、結局、本件借入れをなかったものとみて本件利

息の額を損金の額に算入せずに課税標準等の計算をすれば足りるものと主張しており（別紙

８の２〔被告の主張の要旨〕（２））、本件において否認の対象となる行為について更正対

象法人以外の者による直接起因行為以外の行為も含めるものと解した場合の法的帰結との関

係は不明であるといわざるを得ない。 

 ところで、本件において否認の対象となる行為（経済合理性の有無を判断する対象となる

行為）が原告による本件借入れのみであると解した場合でも、その経済的合理性の有無を判

断するに当たっては、上記ア（イ）において説示したとおり、当該行為又は計算に係る諸事

情や当該同族会社に係る諸事情等を総合的に考慮すべきであるから、本件借入れがその一部
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に組み込まれている本件一連の行為に係る事情や、グループ法人として原告と密接な関係に

あったＤに係る事情も考慮すべきことは当然である。つまるところ、被告の主張は、本件借

入れに係る経済的合理性の有無の判断について、Ｃグループ全体からみて経済的合理性があ

るか否かではなく、原告ないしＤからみて経済的合理性があるか否かという観点から判断さ

れるべきであるという趣旨をいうに帰するものといわざるを得ない。 

（２）本件借入れに係る経済的合理性の有無について 

ア 以下においては、前記前提事実及び認定事実に基づき、上記（１）の観点に照らして、①原

告による本件借入れが行われる原因となった、Ｃグループが設定した本件８つの目的（及びこ

れらの目的を同時に達成しようとしたこと）が合理性を有するものか、②本件８つの目的を達

成する手段として、本件組織再編等スキームに基づく本件組織再編取引等を行ったことが相当

であるか、③上記の目的及び手段が、Ｃグループ全体にとってだけでなく、原告にとっても経

済的合理性を有するものといえるかについて、順次検討する。 

イ 本件８つの目的に係る合理性の有無について 

（ア）日本の関連会社に係る資本関係の整理に関し 

 前記２（１）イ（ア）のとおり、Ｃグループは、平成１２年（２０００年）以降、次々に

企業買収を繰り返し、その結果、Ｍ部門の子会社数が増加し、グループ内の資本関係も複雑

化したことから、法人数を減らすとともに、資本関係を整理するための組織再編が進められ

てきたところ、本件各日本法人について見ると、①Ｄはオランダ法人であるＨの完全子会社

であり、Ｗはオランダ法人であるＶの完全子会社であり、Ｚは英国法人であるＹの完全子会

社（Ｉの間接的な完全子会社）であったため、本件各日本法人がそれぞれ異なる親会社と資

本関係を有する状態となっていたこと、②日本という１つの国にＥとＷという２つの音楽出

版会社が存在する状態となっていたこと、③ＣグループのＭ部門では、北米及び南米を除く

地域における音楽事業については英国法人であるａが業務管理を統括しており、本件各日本

法人に対する事業遂行上の指揮監督もａが行っていたところ、日本法人であるＤ及びＷはい

ずれもオランダ法人の子会社であったため、英国法人と直接の資本関係を有していなかった

ことが認められる。 

 一般に、資本関係は親会社が子会社に対して事業遂行上の指揮監督を及ぼす根拠となるも

のであるから、企業グループにおける親子会社間の重層的な資本関係が簡素化されれば、重

要な意思決定に係る手続の短縮などのメリットがあるといえ、あえて複雑な資本関係のまま

とする経済的理由は通常考え難い。また、同種の事業を行う複数の会社を統合して１つの会

社とすることや、企業グループにおける資本関係と事業遂行上の指揮監督関係との間に齟齬

がみられる場合に両者を一致させることも、経営の効率化や管理コストの低減の観点から、

経済的合理性を有するものといえる（なお、音楽出版会社は音楽著作物の著作権を扱ってい

るため、著作権の一元的な管理という観点からも、複数の音楽出版会社を統合する必要性は

高いといえる。）。 

 そうすると、本件においても、異なる親会社の下にあった本件各日本法人につき資本関係

を再編成するとともに、２つの音楽出版会社を１つの法人に統合し、さらに、オランダ法人

の子会社であったＤ及びＷを英国法人の資本下に置くことによって事業遂行上の指揮監督関

係と資本関係を一致させること（本件８つの目的のうち、目的②、目的③及び目的⑥〔前

半〕）は、資本関係の簡素化や経営の効率化等の観点から、いずれも経済的合理性を有する
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ものであると認められる。 

（イ）グループ内における負債の経済的負担の配分の問題に関し 

 前記２（１）イ（イ）のとおり、ｇグループにおける企業買収等のための資金の借入れに

より多額の負債を抱えていたオランダ法人のＱ及びＵは、平成１９年（２００７年）におい

て、Ｌ又はＫに対する負債が約３１億ユーロに上り、支払利息が営業利益を上回っている状

況であったのに対し、日本法人であるＤは、平成１８年１２月期から平成２０年１２月期ま

での営業利益が約７４～１１１億円と多額である一方、支払利息は約１１０～４６０万円と

極めて少ない状況であった。 

 Ｌ及びＫはＣグループのＣＭＳ（資金集中管理制度）の統括会社であり、Ｃが外部の金融

機関から借り入れて調達した資金はＬ又はＫを通じてＣグループ法人に貸し付けられる（認

定事実（２）ア）ことからすれば、Ｌ又はＫから貸付けを受ける各法人の財務状況は、外部

の金融機関から借入れを行うＣ（又はＣグループ全体）の信用に少なからず影響があるもの

と推認される。 

 そして、一般に、企業グループにおいて借入金の返済に係る経済的負担を資本関係の下流

にある子会社に負担させる場合（いわゆるデット・プッシュ・ダウン）において、その経済

的負担をグループ内のどの子会社に負わせるのかについては、財務上の観点からは、規模が

大きく多額の利益を計上している事業会社に対してより多くの負債を負担させることが合理

的であるとされている（認定事実（６））。 

 このような財務上の観点からすると、支払利息が営業利益を超え、負債の経済的負担が過

度に重くなっているオランダ法人（Ｑ及びＵ）のＬ又はＫに対する負債を減少させ、これに

代えて、多額の営業利益を計上し支払利息が極めて少ない日本法人に負債を負わせること

（本件８つの目的のうち、目的①及び目的⑤）は、Ｃグループの財務戦略として不合理なも

のではないということができる。 

 なお、多額の営業利益を計上している日本法人に負債を負わせれば、これにより日本法人

の法人税の負担も減少することとなるが、税務上の目的と財務上の目的とは別個のものであ

り、上記のとおり財務上の観点から日本法人に負債を負わせることが不合理といえない以上、

法人税の負担の減少という税務上の効果が併せて得られることをもって、かかる財務上の目

的による行為の経済的合理性が否定されるものではないというべきである。 

（ウ）為替リスクのヘッジに係るコストに関し 

 前記２（１）イ（ウ）のとおり、日本法人であるＤに生じていた余剰資金約３６３億円は、

Ｌを通じてＣに貸し付けられ、外部の金融機関に円建てで預金されていたところ、Ｃグルー

プのヘッジポリシーに従い行われていた本件ユーロ・円通貨スワップ取引では、円の低い金

利（年０．９７％）とユーロの高い金利（年４．３３％）の金利差によって生じる手数料と

して年間約８００万ユーロを当該金融機関に対して支払うべきこととなっていた。また、英

国法人であるＸに生じていた約２億ポンドの余剰資金についても、Ｃのポンド建ての預金に

ついて本件ポンド・ユーロ通貨スワップ取引が行われていたところ、将来、ユーロの金利が

上昇するなどして両通貨の金利差が生じた場合には、上記のような手数料負担が生じる可能

性があった。 

 以上のようなＣグループにおける外貨建ての余剰資金の取扱いの実情に照らせば、Ｄ及び

Ｘの余剰資金を解消し、本件ユーロ・円通貨スワップ取引及び本件ポンド・ユーロ通貨スワ
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ップ取引を終了させること（本件８つの目的のうち、目的④及び目的⑥〔後半〕）は、上記

各取引による手数料負担を免れ、資産管理のコストを軽減するものとして、経済的合理性を

有するということができる。 

（エ）資本関係の整理に関する統括会社の問題 

前記２（１）イ（エ）のとおり、Ｃグループにおいては、世界各国のグループ法人に係る

組織再編を行うに当たり、１つの国に１つの統括会社を設置し、その傘下に事業会社等を所

属させるという基本的方針を採っていた。一般に、世界の各地域経済圏の拠点として統括会

社を設置することは、当該地域経済圏における商流の一本化や間接部門（経理、人事、シス

テム、事業管理等）の合理化を通じて、グループ法人の収益の向上に寄与するものとされて

おり（甲７１）、Ｃグループにおける上記の方針も合理的なものであったといえる。 

 そして、前記２（１）イ（エ）のとおり、日本の関連会社に係る資本関係の整理に際し、

日本に設置する統括会社の組織形態を株式会社でなく合同会社とすることによって、米国税

制上のチェック・ザ・ボックス規則が適用され、構成員課税を選択できることとなり、子会

社間における売買や利息の支払等について米国法人Ｍの課税対象所得に合算されないという

税務上のメリットがあったと認められる。また、合同会社においては株主総会等の設置義務

がなく、社員間の合意で業務執行を行い得るなど、より機動的な事業運営が可能となるとい

うメリットもあったと認められる。 

 以上のような米国税制における取扱いや合同会社の特性等に照らせば、米国税制上構成員

課税を選択できるようにするとともに、将来の企業買収に備えて機動的な事業運営ができる

ようにすること（本件８つの目的のうち、目的⑦及び目的⑧）は、経済的合理性を有するも

のといえる。 

（オ）本件８つの目的を同時に達成しようとすることの合理性 

 以上のとおり、本件８つの目的は、それぞれ個別的にみて経済的合理性を有するものとい

えるところ、Ｃグループがこれらを同時に達成しようとしたこと、特に、日本の関連会社に

係る資本関係の整理の目的（上記（ア））のみならず、日本法人への負債の導入を含む財務

上の目的（上記（イ）、（ウ））についても同時に達成するものとして本件８つの目的を設

定したことが経済的合理性を有するものといえるかという点が、次に問題となる。 

 この点、本件組織再編取引等の前のＣグループの状況からすると、オランダ法人（Ｑ及び

Ｕ）のＬ又はＫに対する負債を減少させ、これに代えて日本法人に負債を負わせるという目

的（グループ内における負債の経済的負担の配分に関する、目的①及び目的⑤）を達成する

ためには、日本法人が多額の資金需要によりその資金を借り入れ、かつ、かかる借入れによ

り得た資金が日本法人からオランダ法人に渡ってＬ又はＫに対する借入金の返済に用いるこ

とができる状態となることが必要であったといえるところ、かかる資金需要は日本に設置さ

れる統括会社（原告）による本件各日本法人の買収（特に企業価値の高いＤ及びＷの買収）

を行うことにより発生させることができ、また、これらの買収における売主（Ｈ及びＶ）は

いずれもオランダ法人であって、同国法人同士の取引（貸付け等）によってＱ及びＵに対し

借入金の返済資金を交付することができたから、上記の目的を達成しようとするＣグループ

にとっては、日本の関連会社に係る資本関係の整理の目的と併せて、同時に両目的を達成す

ることに合理性があったということができる。 

 また、これに加えて、原告がＤ及びＷを買収する資金を調達するために、ＤやＸの余剰資
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金を活用すれば、本件ユーロ・円通貨スワップ取引等を終了させ、これらの取引に係る手数

料の負担を免れることができる（為替リスクのヘッジに係るコストに関する、目的④及び目

的⑥〔後半〕）から、この目的についても併せて達成することに合理性があったといえる。 

 そうすると、上記（イ）及び（ウ）のとおりグループ内における負債の経済的負担の配分

や為替リスクのヘッジに係るコストに関する上記各目的に経済的合理性が認められる以上、

これらを実現するために本件８つの目的を同時に達成しようとしたこともまた、経済的合理

性を有するものというべきである。 

ウ 本件８つの目的を達成する手段の相当性について 

（ア）前記２（２）ウのとおり、本件再編成等スキームに基づく本件組織再編取引等は、本件８

つの目的を全て達成することができるものであり、本件８つの目的を達成する手段として相

当であったと認められる。 

 なお、目的①に関し、オランダ法人であるＱ及びＵがＬ又はＫに対する借入金債務を返済

しても、その返済資金（本件買収又は本件Ｗ買収の代金）を貸し付けたＨ又はＶに対する債

務は残存することになるが、オランダ法人の子会社間の債務と、ＣグループのＣＭＳの統括

会社であるＬ又はＫに対する債務とでは、Ｑ及びＵの財務状況がＣ（又はＣグループ全体）

の対外的な信用に及ぼす影響に差異があることは否定できないから、これらのオランダ法人

がＬ又はＫに対する借入金債務の約３割を返済したことにより、Ｃ（又はＣグループ）の信

用力は相応に向上したものということができる。 

 また、目的④及び目的⑥（後半）に関し、原告のＫに対する本件借入れに係る返済は円で

支払われる（前提事実（７））ため、本件組織再編取引等の後も、為替リスクのヘッジの必

要性自体は残存しているものの、３００億円を超える余剰資金に係る通貨スワップ取引が解

消されたことで、Ｃは、円とユーロの金利差によって生じる年間約８００万ユーロもの手数

料を支払う必要がなくなった上、上記の円資金の代わりに、本件財務関連取引によって得ら

れたユーロ資金を保有することができることとなったものであり（乙６１）、Ｃグループに

おける資金調達のコストが軽減され、財務状況が改善されたということができる。 

（イ）被告の主張について 

 被告は、①日本の関連会社に係る資本関係を整理するためには、Ｄを統括会社としてＷ及

びＺの買収をさせるなどすれば足りるから、あえて原告を設立する必要はなかった、②原告

を設立するとしても、本件買収を経ずに本件合併をすれば足り、本件合併に先立って本件買

収をするのは迂遠であるなどと主張する。 

 しかし、オランダ法人の子会社であった日本法人を英国法人の資本下に置く（目的⑥〔前

半〕）ために、Ｂによる原告の設立に代えて、ＤをＩ又はその子会社に買収させようとする

と、英国法人において多額の株式購入資金を準備しなければならないという不都合が生じる

上、オランダ法人のＬ又はＫに対する負債を減少させ、これに代えて日本法人に負債を負わ

せるという目的（目的①及び目的⑤）も達成することができなくなる。また、仮に原告を設

立した上で本件買収を経ずに原告がＤを吸収合併する場合には、Ｄの完全親会社であったＨ

に対し原告の持分を割り当てるか金銭等を交付することを要する（会社法７５１条１項２号

～４号参照）こととなるところ、これらに代えてあらかじめ原告がＤの全株式を買収した

（本件買収）上で同社を吸収合併することが、経済的にみて不合理であるとは認められない。 

 したがって、被告の上記主張は、本件組織再編取引等が本件８つの目的を達成する手段と
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して不相当であることを基礎付けるものではない。 

エ 原告からみた経済的合理性の有無について 

（ア）原告が本件８つの目的の達成により得た経済的利益 

 本件８つの目的のうち日本の関連会社に係る資本関係の整理は、資本関係の簡素化のほか、

経営の効率化や管理コストの低減が期待できるものであって（上記イ（ア））、日本におけ

る統括会社である原告にとって経済的合理性を有することは明らかである。また、原告の組

織形態を合同会社としたことについても、将来における企業買収等の際に意思決定や執行を

より機動的に行うことができるというメリットが認められる（上記イ（エ））。 

 また、グループ内における負債の経済的負担の配分や、為替リスクのヘッジに係るコスト

などの課題への対応は、Ｃの対外的な信用を高め、資金調達のコストを軽減することとなる

など、Ｃグループ全体の財務態勢を強化するものである（上記イ（イ）、（ウ））ところ、

原告を含むＣグループ法人は、Ｌ又はＫを統括会社とするＣＭＳ（資本集中管理制度）に参

加することにより、外部との金融取引を一括して行うＣの信用力（又はその背景にあるＣグ

ループ全体の信用力）を利用して、個別に資金調達をする場合と比べて大規模かつ円滑な資

金調達を行い得るメリットを享受していた（認定事実（２）ア～オ）のであるから、Ｃグル

ープ全体の財務態勢が強化されることは、同グループ法人である原告にとっても、このよう

なメリットをより確実に享受することができることを意味するものであったといえる。 

（イ）原告に生じた経済的不利益の検討 

 他方、本件組織再編取引等の結果、原告は本件借入れに係る約８６６億円の債務を負担す

ることとなったことから、同債務の負担が原告に不当な経済的不利益を負わせるものである

かについて検討する。 

 まず、本件借入れに係る借入金額（約８６６億円）は、本件買収及び本件Ｗ買収に係る株

式購入資金のうち本件増資では足りない分を賄うためのものであるところ、その購入価格の

大部分を占めるＤ株の価格（約１１４４億円）は、Ⓐによる株式価値算定分析（乙１９）に

基づき決定されたものであり、その価格が不当に高額であるとは認められない。 

 次に、本件借入れに係る返済条件について見ると、①利息の利率は、借入れ後６年間は年

６．８％、それ以降は年５．９％であり、②借入金の一部返済も、借入れ後１年までは３０

０億円まで可能であり、借入れ後６年以降はいつでも借入金の全部又は一部の返済ができる

旨が定められており（前提事実（４）ウ（ア））、これらの定めは原告にとって不当に不利

益となるものとは認められない。また、Ｄは、原告に吸収合併される前の３事業年度におい

て、営業利益を約７４～１１１億円計上していたのである（認定事実（３）ア）から、本件

借入れにより生ずる支払利息（年約４０億円）は、同社の事業をそのまま承継する原告が営

業利益によって賄うことができる範囲内のものであって、本件借入れに当たり、利息の支払

をすることが困難になるおそれがあったとは認められないし、現に、原告による利息の支払

が困難になったなどの事情はうかがわれない（認定事実（３）イ）。 

 さらに、本件借入れが原告の対外的信用に及ぼす影響について見ると、①上記（ア）のと

おり原告に必要な資金調達は、もっぱらＣＭＳに基づきＣの信用によって行われるから、本

件借入れにより原告の資金調達への影響が生ずるおそれはない。原告の貸借対照表上、純資

産がマイナスであり、債務超過の状態になっているとしても、原告の債権者はＣグループ法

人のみであることから、上記の財務状態による外部の金融機関に対する信用の低下や倒産リ
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スクはそもそも原告固有の不利益として生じる余地がないというべきである。また、②音楽

事業の関係者や社会一般に対しても、本件合併前のＤと比べて事業内容等が異なるものでは

ないとの説明がされており（認定事実（５））、本件合併後の原告に対する社会的信用が従

前と比べて損なわれたとの事情はうかがわれない。 

（ウ）以上によれば、本件８つの目的を本件組織再編取引等により達成したことは、Ｃグループ

全体にとってだけでなく原告にとっても経済的利益をもたらすものであったといえる一方、

本件借入れは原告に不当な不利益をもたらすものとはいえないから、これらが原告にとって

経済的合理性を欠くものであったと認めることはできない（なお、上記の判断は、被告主張

のように原告とＤを経済的、実質的に一体のものとみて、本件組織再編取引等の前のＤの状

況から同取引等の後の原告の状況への変化を捉えたとしても、左右されるものではない。）。 

（エ）被告の主張について 

 被告は、①Ｃグループの財務態勢が強化されることによって得られる原告の経済的利益は、

一般的・抽象的なものにすぎず、②日本の関連会社に係る資本関係の整理によって得られる

利益も、本件借入れに基づく約８６６億円の負債に見合うものではなく、本件一連の行為を

通じて、原告は事実上、Ｄと事業主体に実質的な変更がないにもかかわらず、利益の減少だ

けが見込まれることになった旨主張する。 

 しかしながら、一般に、企業グループに導入されるＣＭＳには、所用資金量の低減、資金

効率の向上、財務・経理業務の合理化、リスク管理の高度化等のメリットがあるとされてい

る（認定事実（２））ところ、これらが企業グループ全体にとって利益となるのみならず、

ＣＭＳに参加する各グループ法人にとっても利益となることは明らかである。したがって、

企業グループ全体の財務態勢の強化は、各グループ法人がＣＭＳを通じて得る利益を増強す

ることにつながるから、本件においても、Ｃグループの財務態勢が強化されることによって

得られる原告の経済的利益を一般的・抽象的なものにすぎないということはできない。 

 原告は、本件借入れに係る支払利息を経費として計上することにより税引前純利益が従前

（Ｄ）と比べて減少することになる（認定事実（３））が、これは、オランダ法人のＬ又は

Ｋに対する負債を減少させ、これに代えて日本法人に負債を負わせるという、グループ内に

おける負債の経済的負担の配分に関する目的が達成されたことによるものであって、このこ

とがＣグループ全体の財務態勢の強化につながり、同グループ法人である原告にも利益をも

たらすものであることは、上記（ア）に説示したとおりである。 

 また、原告は、本件借入れにより調達した資金をもってＤ株式等を購入しているところ、

上記（イ）によれば、その購入価格は上記株式の価値に見合うものであったといえるから、

支払利息の負担も含めて本件借入れに係る負債の経済的負担に見合う財産を取得したという

ことができる（なお、Ｄ株式は本件合併により消滅したため、原告はこれを抱合い株式消滅

損失として消却処理している〔前提事実（４）ク（ウ）〕が、原告は本件買収により、これ

がなかったとすれば本件合併の際に要するものとされていたＨに対する原告の持分の割当て

又は金銭等の交付を免れたものである。）。 

 したがって、被告の上記主張は採用することができない。 

オ 小括 

 以上のとおり、①原告による本件借入れが行われる原因となった、Ｃグループが設定した本

件８つの目的は、日本の関連会社に係る資本関係の整理や、同グループの財務態勢の強化（グ



30 

ループ内における負債の経済的負担の配分、為替リスクのヘッジに係るコストの軽減）等の観

点からいずれも経済的合理性を有するものであり、かつ、これらの目的を同時に達成しようと

したことも経済的合理性を有するものであったと認められ、②本件再編成等スキームに基づく

本件組織再編取引等は、これらの目的を達成する手段として相当であったと認められる。そし

て、③本件組織再編取引等によるこれらの目的の達成は原告にとっても経済的利益をもたらす

ものであったといえる一方、本件借入れが原告に不当な経済的不利益をもたらすものであった

とはいえない。 

 そうすると、原告による本件借入れについては、法人税の負担が減少するという利益を除け

ばこれによって得られる経済的利益がおよそないとか、あるいは、これを行う必要性を全く欠

いているなどということはできないから、専ら経済的、実質的見地において、純粋経済人とし

て不自然、不合理なものとはいえず、したがって、経済的合理性を欠くものと認めることはで

きない。 

（３）よって、本件においては、法人税法１３２条１項にいう「その法人の行為又は計算で、これを

容認した場合には法人税の負担を不当に減少させる結果となると認められるもの」に該当すると

いうことはできないから、これに該当することを前提としてされた本件各更正処分等はいずれも

違法である。 

第４ 結論 

 以上によれば、その余の争点について判断するまでもなく、原告の請求にはいずれも理由がある

から、これらを認容することとし、主文のとおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第５１部 

裁判長裁判官 清水 知恵子 

裁判官 村松 悠史 

裁判官松長一太は、転補のため、署名押印することができない。 

裁判長裁判官 清水 知恵子 
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 （別紙１） 

代理人等目録 

 

１ 原告訴訟代理人弁護士 

（１）第１～第３事件原告訴訟代理人弁護士 

中野 憲一、仲谷 栄一郎、田中 良、平川 雄士、鳥羽 衛、石原 和史、小川 浩賢、 

遠藤 努 

（２）第１事件及び第３事件原告訴訟代理人弁護士 

川添 文彬 

（３）第２事件及び第３事件原告訴訟代理人弁護士 

梶原 康平 

（４）第３事件原告訴訟代理人弁護士 

赤塚 洋信 

２ 原告訴訟復代理人弁護士 

（１）第１事件及び第２事件原告訴訟復代理人弁護士 

赤塚 洋信 

（２）第１事件原告訴訟復代理人弁護士 

梶原 康平 

（３）第２事件原告訴訟復代理人弁護士 

川添 文彬 

３ 補佐人税理士（第１～第３事件） 

川上 英樹 

４ 指定代理人（第１～第３事件） 

早田 祐介、伊藤 健太郎、高木 美満子、松隈 日出海、横田 美代子、小澤 信彦、 

渋川 佐紀子、木田 勝也、武内 大介、平 雄一 以上 
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（別紙２） 

略称一覧表 

 

略称 内容 

通則法 国税通則法のこと 

Ｃグループ Ｃが直接的又は間接的な完全親子会社関係を有する会社

から成る会社群のこと 

Ｍ部門 Ｃグループのうち、Ｍを最上位とする子会社群であり、

音楽事業を担当する部門のこと 

Ｃグループ法人 ＣグループのＭ部門を構成する法人のこと 

間接的な完全子会社 複数の子会社を介して、その資本の１００％を親会社が

保有しているといえる場合の当該子会社のこと（当該親

会社を「間接的な完全親会社」という。） 

更正対象法人 法人税法１３２条１項に基づき、法人税につき更正又は

決定を受ける法人のこと 

税負担減少結果 同族会社の行為又は計算により生じる法人税の負担の減

少結果のこと 

直接起因行為 同族会社の税負担減少結果を直接生じさせる行為のこと

独立当事者間の通常の取引 独立、対等で相互に特殊な関係のない当事者 

間で通常行われる取引のこと 

貸借対照表リスク 貸借対照表に計上する外貨建ての金融資産についての自

国通貨に換算した価値が、為替レートの変動により変化

するリスクのこと 

ヘッジポリシー 貸借対照表リスクをヘッジするポリシーのこと（なお、

ヘッジとは、外国為替等の取引で、買い方の値下がり損

や売り方の値上がり損を防ぐため、逆の空売り・空買い

をする操作のことである。） 

本件ポンド・ユーロ通貨スワップ取引 Ｃが、金融資産約２億ポンドを交換してユーロ建ての預

金をした際に付した、将来の一定の時点で反対の交換を

する旨の通貨スワップ取引のこと（争点（１）に関する

原告の主張（４）ウ（ウ）〔別紙８〕） 

本件ユーロ・円通貨スワップ取引 Ｃが、金融資産約３００億円を交換してユーロ建ての預

金をした際に付した、将来の一定の時点で反対の交換を

する旨の通貨スワップ取引のこと（争点（１）に関する

原告の主張（４）エ（イ）〔別紙８〕） 
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平成２０年１２月期 一般には、平成２０年１月１日から同年１２月３１日ま

での事業年度のこと。原告においては、設立された平成

２０年１０月●日から同年１２月３１日までの事業年度

のこと。 

平成２１年１２月期 平成２１年１月１日から同年１２月３１日までの事業年

度のこと（平成２０年１２月期を除く他の事業年度以降

も同様） 

本件各事業年度 平成２０年１２月期から平成２４年１２月期までの各事

業年度の総称 

平成２０年１２月期更正処分 麻布税務署長が平成２４年３月２７日付けで原告に対し

てした平成２０年１２月期に係る法人税の更正処分のこ

と 

平成２１年１２月期更正処分 麻布税務署長が平成２４年３月２７日付けで原告に対し

てした平成２１年１２月期と係る法人税の更正処分のこ

と 

平成２２年１２月期更正処分 麻布税務署長が平成２４年３月２７日付けで原告に対し

てした平成２２年１２月期に係る法人税の更正処分のこ

と 

平成２３年１２月期更正処分 麻布税務署長が平成２９年２月２４日付けで原告に対し

てした平成２３年１２月期に係る法人税の更正処分（た

だし、平成３０年１月２９日付け減額再更正後もの。）

のこと 

平成２４年１２月期更正処分 麻布税務署長が平成３０年２月２７日付けで原告に対し

てした平成２４年１２月期に係る法人税の更正処分のこ

と 

平成２１年１２月期賦課決定処分 麻布税務署長が平成２４年３月２７日付けで原告に対し

てした平成２１年１２月期に係る過少申告加算税の賦課

決定処分のこと 

平成２２年１２月期賦課決定処分 麻布税務署長が平成２４年３月２７日付けで原告に対し

てした平成２２年１２月期に係る過少申告加算税の賦課

決定処分のこと 

平成２３年１２月期賦課決定処分 麻布税務署長が平成２９年２月２４日付けで原告に対し

てした平成２２年１２月期に係る過少申告加算税の賦課

決定処分（ただし、平成３０年１月２９日付け変更決定

による変更後のもの。）のこと 
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平成２４年１２月期賦課決定処分 麻布税務署長が平成３０年２月２７日付けで原告に対して

した平成２４年１２月期に係る過少申告加算税の賦課決定

処分のこと 

本件各更正処分 平成２０年１２月期更正処分から平成２４年１２月期更正

処分までの総称 

本件各賦課決定処分 平成２１年１２月期賦課決定処分から平成２４年１２月期

賦課決定処分までの総称 

本件各更正処分等 本件各更正処分及び本件各賦課決定処分の総称 

ＣＭＳ 資金集中管理制度（キャッシュ・マネジメント・システ

ム）のこと 

本件ＣＭＳ合意 ＤとＬが、平成１８年（２００６年）１月１３日に合意し

た、ＣＭＳに係る合意（キャッシュ・マネージメント・ア

グリーメント）のこと（認定事実（２）ウ） 

本件各日本法人 Ｄ、Ｗ及びＺの総称 

日本の関連会社 日本に所在するＣグループ法人の総称（本件各日本法人を

含む。） 

本件再編成等スキーム Ｃが作成した、日本の関連会社の組織再編等を行うための

計画のこと（前提事実（３）） 

本件８つの目的 本件再編成等スキームにおいて定められていたとする目的

の総称（以下の目的①～⑧） 

目的① オランダ法人の負債を軽減するための弁済資金を取得する

こと 

目的② 日本法人を１つの統括会社の傘下にまとめること 

目的③ 日本における音楽出版会社を合併により１社とすること 

目的④ 日本法人の円余剰資金を解消し、Ｃが為替リスクをヘッジ

することなく、ユーロ市場での投資活動を行うことを可能

にすること 

目的⑤ 日本法人の資本構成に負債を導入し、日本の関連会社が保

有する円建ての資産及び日本の関連会社が生み出す円建て

のキャッシュフローに係る為替リスクを軽減すること 

目的⑥ 業務系統と資本系統の統一を図ることにより経営を合理

化・効率化すること、及びＸの余剰資金を減少させること

目的⑦ 日本法人を合同会社にすることにより、米国税制上のメリ
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ットを受け、又はデメリットを回避するとともに、原告を

含む日本の関連会社の柔軟かつ機動的な事業運営を行うこ

と 

目的⑧ 当時検討されていた日本におけるＣグループ外の音楽会社

の買収に備えること 

本件設立 原告が、平成２０年１０月●日、Ｂを親会社として、２０

０万円の資本金により設立されたこと（前提事実（４）

ア） 

本件増資 原告が、平成２０年１０月２９日、Ｂによる２９５億円の

追加出資を受けたこと（前提事実（４）イ） 

本件貸付け・本件借入れ 原告を借主、Ｋを貸主として、平成２０年（２００８年）

１０月２９日に締結された８６６億６１３２万円の金銭消

費貸借契約のこと（前提事実（４）ウ） 

本件借入契約書 本件借入れに係る契約書のこと 

本件買収 原告がＨから、平成２０年（２００８年）１０月２９日、

Ｄ株式を１１４４億１８００万円を支払って取得したこと

（前提事実（４）エ） 

本件Ｗ買収 原告がＶから、平成２０年（２００８年）１０月２９日、

Ｗ株式を１４億６９００万円を支払って取得したこと（前

提事実（４）オ） 

本件Ｚ買収 原告がＹから、平成２０年（２００８年）１０月２９日、

Ｚ株式を２０００ポンド（３２万円）を支払って取得した

こと（前提事実（４）カ） 

本件ｂ設立 原告が、平成２０年１１月●日にｂを設立したこと（前提

事実（４）キ） 

本件合併 原告とＤとの平成２０年１１月１０日付け契約に基づき、

平成２１年１月●日、原告を存続会社とし、Ｄを消滅会社

としてされた吸収合併のこと（前提事（４）ク） 

本件ｂ合併 ｂ、Ｗ及びＥの契約に基づき、平成２１年７月●日、ｂを

存続会社とし、Ｗ及びＥを消滅会社としてされた吸収合併

のこと（前提事実（４）ケ） 

本件一連の行為 本件設立、本件増資、本件借入れ、本件買収及び本件合併

の総称 

本件組織再編取引 本件一連の行為に、Ｂの設立、本件増資、本件Ｗ買収、本
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件Ｚ買収、本件ｂ設立及び本件ｂ合併を加えた行為の総称

本件組織再編取引等 本件組織再編取引及び後記の本件財務関連取引の総称 

ｄ銀行 株式会社ｄ銀行のこと 

本件各口座 平成２０年１０月２２日に、ｄ銀行渋谷明治通支店におい

て、Ｃグループ法人の各名義で開設された預金口座（前提

事実（６）ア） 

本件Ｃ口座 本件各口座のうちＣの名義による口座 

本件資金決済 平成２０年１０月２９日に、ｄ銀行渋谷明治通支店におい

て、本件各口座間でされた資金決済の総称（前提事実

（６）イ） 

本件財務関連取引 本件組織再編取引に当たってＣグループ法人が行った本件

資金決済を含む貸金等の取引のこと（前提事実（５）） 

本件利息 本件借入れ基づき支払った利息のうち、本件各事業年度に

おける損金の額に算入されたもののこと 

乙陳述書 Ｃの税務部副部長である乙が作成した陳述書（甲７６、９

６） 

乙陳述書等 乙陳述書のほか、東京国税局職員の調査におけるＣ等の財

務担当者及び税務担当者による供述（乙６１）の総称 
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（別紙３） 

 

○ 法人税法 

 

（同族会社等の行為又は計算の否認） 

第百三十二条 税務署長は、次に掲げる法人に係る法人税につき更正又は決定をする場合において、そ

の法人の行為又は計算で、これを容認した場合には法人税の負担を不当に減少させる結果となると認

められるものがあるときは、その行為又は計算にかかわらず、税務署長の認めるところにより、その

法人に係る法人税の課税標準若しくは欠損金額又は法人税の額を計算することができる。 

一 内国法人である同族会社 

二 イからハまでのいずれにも該当する内国法人 

イ 三以上の支店、工場その他の事業所を有すること。 

ロ その事業所の二分の一以上に当たる事業所につき、その事業所の所長、主任その他のその事業所に

係る事業の主宰者又は当該主宰者の親族その他の当該主宰者と政令で定める特殊の関係のある個人

（以下この号において「所長等」という。）が前に当該事業所において個人として事業を営んでいた

事実があること。 

ハ ロに規定する事実がある事業所の所長等の有するその内国法人の株式又は出資の数又は金額の合計

額がその内国法人の発行済株式又は出資（その内国法人が有する自己の株式又は出資を除く。）の総

数又は総額の三分の二以上に相当すること。 

２ 前項の場合において、内国法人が同項各号に掲げる法人に該当するかどうかの判定は、同項に規定

する行為又は計算の事実のあつた時の現況によるものとする。 

３（略） 
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（別紙４） 

 

 

法人略称一覧表 

 

略称 法人名 設立国 

Ｉ 

Ｉ（Ｉ） 

なお、平成２２年（２０１０年）に登録名を「Ⓑ」に変更し

ている。 

英国 

ａ ａ（ａ） 英国 

Ｘ Ｘ（Ｘ） 英国 

Ｙ Ｙ（Ｙ） 英国 

Ｂ Ｂ（Ｂ） オランダ 

Ｖ Ｖ（Ｖ） オランダ 

Ｑ Ｑ（Ｑ） オランダ 

Ｊ Ｊ（Ｊ） オランダ 

Ｈ Ｈ（Ｈ） オランダ 

Ｕ Ｕ（Ｕ） オランダ 

Ｗ 株式会社Ｗ 日本 

Ｄ Ｄ株式会社 日本 

ｂ ｂ合同会社 日本 

Ｅ 株式会社Ｅ 日本 

Ｚ 株式会社Ｚ 日本 

Ｌ Ｌ（Ｌ） フランス 

Ｋ Ｋ（Ｋ） フランス 

Ｃ Ｃ（Ｃ） フランス 

Ｍ Ｍ（Ｍ） 米国 
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（別紙５） 

 

本件組織再編取引前の資本関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資本関係 

 

持ち株比率（合同会社においては出資比率） 

 

※ 法人所在国を括弧書きで示す。 

 

100

100

100100 

95.4 
4.6

100 

100

70 30 

6

65

29100

100

100 
100 100 100 

100

100

100 

100 

100 

100 

100 

Ｃ（仏） 

Ｎ（米） 

Ｏ（米） 

Ｑ（蘭） 

Ｓ（蘭） 

Ｔ（蘭） 

Ｕ（蘭） 

Ｊ（蘭） 

Ｈ（蘭） 

Ｄ（日） 

Ｅほか（日） 

Ｋ（仏） 

Ｘ（英） 

Ｙ（英） 

Ｚ（日） 

ａ（英） 

Ｒ（独） 

Ｌ（仏） 

Ｖ（蘭） 

Ｗ（日） 

Ｐ（蘭） 

Ｍ（米） 

Ｉ（英） 
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（別紙６） 

本件組織再編取引直後の資本関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資本関係 

 

持ち株比率（合同会社においては出資比率） 

 

※ 法人所在国を括弧書きで示す。

Ｃ（仏） 

Ｎ（米） 

Ｏ（米） 

Ｑ（蘭） 

Ｓ（蘭） 

Ｔ（蘭） 

Ｕ（蘭） 

Ｊ（蘭） 

Ｙ（英） 原告（日） 

ｂ（日） 

Ｋ（仏） 

Ｘ（英） Ｂ（英） 

Ｚ（日） 

ａ（英） 

Ｒ（独） 

Ｌ（仏） 

Ｖ（蘭） 

Ｈ（日） 

Ｐ（蘭） 

Ｍ（米） 

Ｉ（英） 

100

100100 

95.4 

4.6

100 

100

70 30 

6

65

29

100

100

100 

100

100 100 
100 

100
100100 

100 100

100 

100

100
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（別紙７） 
Ｃ(仏) Ｌ（仏） Ｋ（仏） Ｑ（蘭） Ｕ（蘭） Ｈ社（蘭） Ｖ（蘭） Ｂ社（蘭） Ｘ（英） Ｉ社（英） 原告（日） 摘要 

(￡199,954,332.16)  ￡199,954,332.16       

  (￡199,954,332.16)    (￡199,954,332.16)    

       (￡199,954,332.16) (￡199,954,332.16)    

￡199,954,332.16       (￡199,954,332.16)    

(€247,192,894.25)       €247,192,894.25    

       €247,192,894.25 (€247,192,894.25)    

€247,192,894.25       (€247,192,894.25)    

(\29,500,000,000)       \29,500,000,000    

       (\29,500,000,000) \29,500,000,000 本件増資 

(€465,556,980.06)  €465,556,980.06       

  (€465,556,980.06)  €465,556,980.06      

€465,556,980.06   (€465,556,980.06)      

(\55,559,570,000)     \55,559,570,000      

     (\55,559,570,000)   (\55,559,570,000) 本件借入れ 

(\30,000,000,000)  \30,000,000,000       

  (\30,000,000,000)  \30,000,000,000      

     (\30,000,000,000)   (\30,000,000,000) 本件借入れ 

(€9,232,026.14)  €9,232,026.14       

  (€9,232,026.14)  €9,232,026.14      

€9,232,026.14   (€9,232,026.14)      

 
(\1,101,750,000)     \1,101,750,000      

     (\1,101,750,000)   \1,101,750,000 本件借入れ 

     \114,418,000,000   (\114,418,000,000) Ｄ株購入代金 

\114,418,000,000     (\114,418,000,000)      

(€958,756,494.05)     €958,756,494.05      

     €482,923,460.10 (€482,923,460.10)    貸付け 

     €475,833,033.95 (€475,833,033.95)    貸付け 

    €482,923,460.10   (€482,923,460.10)    借入返済 

     €409,323,498.58   (€409,323,498.58)    借入返済 

  €66,509,535.37  (€66,509,535.37)    借入返済 

  €892,246,958.68  (€892,246,958.68)      

€958,756,494.05  €958,756,494.05       

     \1,469,000,000 (\1,469,000,000) Ｗ株購入代金 

\1,469,000,000     \1,469,000,000    

(€12,309,368.19)     €12,309,368.19    

     €12,309,368.19 (€12,309,368.19)  貸付け 

  €12,309,368.19 
 

(€12,309,368.19)      

€12,309,368.19  (€12,309,368.19)       

       \320,000 (\320,000) Ｚ株購入代金 

(\274,320,000)  0  0 0 0 0 0 0 \320,000 0 \274,000,000   

 

※ □ は本件資金決済にあたる取引である。 

※ 正の数字は、資金の増加を示す。また、負(括弧書き)の数値は、資金の減少を表す。 

本件増資

本件借入れ

本件借入れ

本件借入れ

本件買収

ＦＸ１

ＦＸ２

ＦＸ３

ＦＸ５

ＦＸ４

ＦＸ６ 
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（別紙８） 

争点に関する当事者の主張の要旨 

 

１ 争点（１）（法人税法１３２条１項にいう「その法人の行為又は計算で、これを容認した場合に

は法人税の負担を不当に減少させる結果となると認められるもの」の該当性）について 

 （被告の主張の要旨） 

（１）判断枠組み 

ア 租税回避の意図、目的等が要件とはならないこと 

（ア）いわゆる同族会社の行為又は計算の否認規定である法人税法１３２条１項は、同族会社の

行為又は計算を容認した場合に生じる法人税の負担の減少結果（税負担減少結果）が「不

当」と認められるときに、税務署長に同族会社の行為又は計算を否認する権限を与えている。

同項は、その行為又は計算にかかわらず税務署長の認めるところにより課税標準等を計算す

ることができると規定されているとおり、同族会社の私法上の行為を否認するのではなく、

当該私法上の行為が実在し、それが私法上有効なものであっても、課税負担公平の原則の見

地からそれを租税法上否認する、いわば当該私法上の行為から生ずる租税法上の効果を否認

する規定である。 

（イ）法人税法１３２条１項の文言解釈からすれば、「法人税の負担を不当に減少させる結果と

なる」と認められるか否かの判断に当たって、同族会社に租税回避の意図、目的等があるこ

とは要件とされていない。主観的な意図、目的等が要件とはならないことは、立法当初は主

観的要件が明文化されていたにもかかわらず、その後の改正によって主観的要件が削除され

たという同項の改正の経緯に照らしても明らかである。 

 したがって、法人税法１３２条１項の適用に当たり、同族会社の租税回避の意図、目的と

いった主観的要件は不要であり、同族会社の行為が租税回避の意図、目的に基づいて行われ

たものでなくとも、客観的に見て、同族会社の行為又は計算により法人税の負担を不当に減

少させる結果を生じさせたと認められる場合には、同項の適用により、その税負担減少結果

を「不当」なものとして否認することができるというべきである。 

イ 不当性要件該当性は経済的合理性を欠くものか否かにより判断すべきであること 

 法人税法１３２条１項の趣旨は、元来、多数の株主又は社員により所有されている一般の会

社にあっては、多数の株主等は必ずしも利害が一致しないため、意思決定過程においても反対

者の意思が反映し、一部の者のみによって意思決定がされることが比較的少ないのに対し、同

族会社は、少数の株主等が多数の議決権を有する会社であるから、比較的利害を同一にしてい

るこれらの者の意思によって会社の行為又は計算を自由に支配することができ、株主等と同族

会社を通じて課税負担を不当に軽減することが比較的容易であるため、同族会社と非同族会社

との課税負担の公平を期するために、税務署長に対し同族会社の行為又は計算を否認する権限

を与えたものである。このように同項が、同族会社と非同族会社との税負担の公平を維持する

趣旨で設けられ、その否認の対象を同族会社等の行為又は計算に限定していることに照らせば、

非同族会社（独立当事者間）であっても容易になし得る行為又は計算が同項の対象になるとは

考え難い。そこで、同族会社の行為又は計算を容認することにより生じる税負担減少結果が同

項にいう「不当」に該当するためには、当該行為又は計算が、同族会社でなければ通常なし得

ない行為又は計算で、かつ、経済的合理性を欠くものに限られると解される。 
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 以上のとおり、法人税法１３２条１項の「法人税の負担を不当に減少させる結果となる」と

認められるか否かは、同項の趣旨に照らせば、経済的、実質的見地から、純粋経済人の行為と

して不合理、不自然な行為と認められるか否かという客観的、合理的基準により判断されるべ

きである。そして、同項の趣旨が、同族会社と非同族会社との課税負担の公平を維持すること

にあることに鑑みれば、同族会社の行為又は計算が、純粋経済人として不合理、不自然なもの、

すなわち、経済的合理性を欠く場合には、同族会社の行為又は計算が異常ないし変則的で租税

回避以外に正当な理由ないし事業上の目的が存在しないと認められる場合のみならず、独立、

対等で相互に特殊な関係のない当事者間で通常行われる取引と異なっている場合なども含まれ

得ると解するのが相当である。 

（２）本件における「その法人の行為又は計算」とは何か 

ア 主位的主張 

（ア）法人税法１３２条１項の文理からすれば、「その法人の行為又は計算」が一つの行為又は

計算でなければならないとは解されない。 

 同族会社の税負担減少結果を生じさせる行為又は計算の中には、一つの行為又は計算によ

り直接当該結果を生じさせる場合もあれば、同族会社の税負担減少結果を直接生じさせる直

接起因行為のみならず、当該行為計算の前提となっている複数の行為又は計算が存在し、こ

れら一連の行為又は計算が積み重なり全体として税負担減少結果をもたらす場合も当然に想

定される。すなわち、同族会社の行為としては、同族会社間の行為、同族会社と株主との間

の行為などがあるが、これらの中には、同族会社間又は同族会社と株主との間で複数の取引

が積み重ねられたり、２以上の同族会社や株主による複数の取引が行われる場合も当然に想

定されるところ、これら同族会社らの複数の取引により不当に税負担減少結果が生ずる場合

も当然に法人税法１３２条１項の趣旨が妥当する。このように経済的合理性のない行為を含

む複数の取引が積み重ねられることなどにより税負担減少結果をもたらしたにもかかわらず、

直接起因行為のみが同項の「その法人の行為又は計算」に該当し、直接起因行為は直ちに経

済的合理性を欠くとはいい難いため否認できないということであれば、同項の趣旨が没却さ

れることは明らかである。 

 したがって、法人税法１３２条１項の趣旨からしても、同族会社間等による複数の行為又

は計算が積み重なることによって税負担減少結果が生じている場合には、当該複数の行為又

は計算を一体として「その法人の行為又は計算」に該当すると解し得るというべきである。 

（イ）本件一連の行為を構成する各行為（本件設立、本件増資、本件借入れ、本件買収及び本件

合併）のうち、直接起因行為は本件各事業年度の原告の損金の額を増加させた本件借入れで

ある。 

 しかしながら、本件一連の行為を構成する各行為間の関係を見ると、①Ｂを１００パーセ

ント親会社とする同族会社である原告を設立し（本件設立）、②原告がＢから２９５億円の

追加出資を受ける（本件増資）とともに、③原告がＫから８６６億６１３２万円の借入れを

し（本件借入れ）、④原告が上記②及び③により調達した資金を用いてＨからＤ株式を購入

した上（本件買収）、⑤原告がＤを吸収合併すること（本件合併）により、Ｄが行っていた

音楽事業やＤの資産、負債等を合併後の原告に全て引き継ぎつつ、上記③で負担した本件利

息を損金算入することにより、Ｄないし原告の欠損金額を増加させ、又は課税対象所得や法

人税の額を減少させたものである。 
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 このように、本件一連の行為は、原告を中心とするＣグループ法人の行為として、それぞ

れ先行する行為を前提として積み重ねられた行為であり、その結果、Ｄないし原告の欠損金

額が増加し、又は課税対象所得や法人税額が減少したのであるから、本件一連の行為が一体

として税負担減少結果を生じさせたものというべきである。加えて、本件一連の行為は、原

告の属するＣグループが策定した本件再編成等スキームに基づき、そのスキームどおりに実

行されたものであるから、なおさら本件一連の行為は一体として「その法人の行為」に当た

るというべきである。 

イ 予備的主張１ 

 仮に、Ｄないし原告の行為ではない本件設立は「その法人の行為又は計算」に当たらないと

しても、本件一連の行為のうち、本件設立を除く各行為が「その法人の行為又は計算」に当た

るというべきである。 

ウ 予備的主張２ 

 仮に複数の行為が「その法人の行為又は計算」に該当することはないとしても、本件借入れ

は「その法人の行為又は計算」に該当するというべきである。 

（３）経済的合理性の有無の判断対象となる法人 

ア 経済的、実質的に同一の法人を一体として判断することができること 

（ア）法人税法１３２条１項の規定が、少数株主等の意思によって同族会社の税負担が不当にゆ

がめられることを防止する趣旨のものであることからすれば、同族会社の行為又は計算が経

済的合理性を欠き、法人税の負担を不当に減少させる結果となると認められるか否かは、税

負担減少結果が生じる内国法人である同族会社からみて経済的合理性が認められるか否かに

よって判断されるべきである。 

 もっとも、単に、形式的に、税負担減少結果が生ずる内国法人である同族会社の見地から

検討しただけでは、経済的合理性の有無について適切な判断ができない場合があることは明

らかである。税負担減少結果が生ずる内国法人である同族会社と経済的、実質的に同一視さ

れる法人があり、両法人が一体となってした行為又は計算については、内国法人である同族

会社の行為又は計算として、その経済的合理性の有無を判断するべきである。 

（イ）また、法人税法１３２条１項の「不当」性の有無、すなわち経済的合理性の有無を判断す

るに当たっては、私法上の行為の形式面にとらわれず、経済的、実質的に観察することが許

容されるというべきであり、したがって、形式的にみる限りは別個の法人格を有するとして

も実質的には同一視されるべき両法人を一体として「不当」性を検討することは、当然に同

項の解釈として許容されているというべきであるし、同項の文言からしても、経済的合理性

の有無について、税負担減少効果が生ずる内国法人の側から見る際に、これを形式的に単体

の法人に限定しなければならない文理上の理由はないというべきである。 

イ 主位的主張及び予備的主張１を前提とした本件における当てはめ 

 同族会社の行為又は計算が経済的合理性を欠く行為か否かは、その株主である親会社等から

みて判断すべきではなく、あくまでも法人税の負担が減少する主体である内国法人である同族

会社から見て判断すべきである。このことは法人税法１３２条１項の趣旨からして明らかであ

る。すなわち、同項の趣旨は、同族会社の場合、比較的利害を同一にしている少数の株主等の

意思によって、会社の行為又は計算を自由に支配して同社の課税負担を不当に軽減させること

が比較的容易であることに鑑み、非同族会社との課税負担の公平を期するため、同項の要件を
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充足した行為又は計算を否認する権限を認めたものであって、少数株主等の意思によって当該

内国法人である同族会社の税負担が不当にゆがめられることを防止するものであるから、行為

又は計算が経済的合理性を欠くか否かを、当該少数株主等の観点で判断することは相当ではな

く、あくまでも法人税の負担が減少する当該内国法人である同族会社の観点に立ってこれを判

断すべきことは当然である。 

 Ｃグループの日本国内での音楽事業の実態についてみると、これを行う内国法人として、原

告が設立される以前からＤが存在しており、Ｄとは別個に原告が独立して存在し続ける固有の

理由があったとは認められない。すなわち、原告とＤは、平成２０年１１月●日付けで吸収合

併（本件合併）に関する契約を締結したところ、これは、法人税法２条１２号の８（平成２２

年法律第６号による改正前のもの。）の適格合併に該当するものであった。本件設立から本件

合併までの各行為は約３か月間という短期間で行われたところ、原告は、この約３か月間に、

固有の事業や従業員を有しておらず、事業活動も行っていなかった。そして、本件合併後の原

告においては、Ｄと比較したところで、社名と組織形態を変更したのみで、役員、従業員、事

業内容に変わりはなく、Ｄの有していた資産・負債をそのまま引き継ぎ、Ｄが行っていた日本

国内のＣグループの音楽事業を引き続き行うこととなったが、登記上の目的、部署名、意思決

定機関、得意先や在庫商品について特段の違いは生じておらず、日本国内におけるＣグループ

の支配関係や資本関係につき実質的な変更もなされていない。そうすると、Ｃグループの日本

国内での音楽事業の活動実態を客観的に観察すれば、原告は、「Ｄを内容はそのままに形式的

には別の合同会社に置き換えるために作られた会社」であり、実質的には、本件一連の行為に

より、Ｄが合同会社に組織変更しただけのものであるといえる。 

 したがって、事業活動の実態を客観的に見れば、原告とＤは、本件合併前から、各々が別個

に独立して存在し続ける固有の理由があるものとして存在していたわけではなく、経済的、実

質的に同一視される一体のものであったというべきである。 

ウ 予備的主張２を前提とした本件における当てはめ 

 本件借入れは、Ｋ（貸主）と原告（借主）との間で締結された金銭消費貸借契約に基づき、

その借入金額は８６６億６１３２万円、平成２６年（２０１４年）１０月２９日までの利息は

年６．８％とするものである。本件借入れに係る返済は平成４０年（２０２８年）１０月２９

日に終了し、原告は当該契約終了日に本件借入れの残高全額を、経過利息等とともに返済する

こととされ、また、原告は平成２１年（２００９年）１０月２９日までであれば、３００億円

を限度として、借入れの一部返済を行うことができ、平成２６年（２０１４年）１０月２９日

以降においては、いつでも借入れの全部又は一部の返済をすることができるとされている。な

お、本件借入れには、担保は付されていない。 

 このように、原告は、本件設立から本件合併までの約３か月の間に、Ｋから、８６６億６１

３２万円もの本件借入れをしたところ、その返済や利払いについては、本件借入れの後に本件

合併を行うことを前提に、Ｄが有していた資産やＤが行っていた音楽事業による収益力を当て

にしたものであった。すなわち、このような本件借入れにおける返済や利払いの予定について

は、本件再編成等スキームにおいて、当初から計画されていたものであり、原告は、平成２１

年３月３１日、本件借入れの元本の一部である３００億円及びこれに対する利息である８億６

７００万円（源泉徴収後は７億８０３０万円）をＫに支払い、同年１０月２９日には、本件借

入れの元本の残額に対する利息４７億７３４８万３２２９円を支払い、平成２２年１０月２９
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日には、同残額に対する利息３９億０６４８万３２２９円を支払ったところ、いずれの支払に

ついても、原告が本件合併により得たＤの資産又はＤの音楽事業による収益力から返済したも

のである。 

 以上のとおり、Ｋから本件借入れを行い、本件借入れに係る債務を負ったのは原告であるも

のの、本件借入れをすることで負う債務の返済や利払いは、原告固有の資産や収益力ではなく、

Ｄが有していた余剰資金等の資産又はＤが行っていた音楽事業による収益力によって支払うこ

とが予定され（そうでなければ原告固有の資産や収益力をもって返済や利払いをすることはお

よそ不可能であった。）、実際にもＤが有していた資産や収益力をもって支払われたものであ

る。 

 このように、本件借入れは、実質的にみれば、Ｄの存在を抜きにしてはあり得ない行為であ

ったものであり、原告とＤが一体となってした行為であったというほかないものであるから、

原告とＤは、経済的、実質的に同一視される一体のものであったというべきである。 

（４）本件における原告の行為は経済的合理性がないこと（主位的主張及び予備的主張１に係る当て

はめ） 

ア 本件一連の行為は同族会社でなければ通常なし得ない行為であること 

（ア）Ｃグループ内で資金還流があったこと 

 Ｃグループにおいては、本件一連の行為を含む日本国内の組織再編に伴う取引等について、

平成２０年（２００８年）１０月２９日に行われた資金の会計処理（本件財務関連取引）を

全体としてみると、原告がＤ株式を取得した原資である本件増資及び本件借入れに係る資金

は、ＣからＣグループ法人を経由して原告に提供されたものであり（Ｃから原告への資金提

供）、また、原告からＨに支払われたＤ株式の取得代金は、Ｃグループ法人を経由して再度

Ｃに還流された（原告からＣへの資金回収）という会計処理がされているといえる。すなわ

ち、Ｃを起点として拠出された本件借入れに係る８６６億６１３２万円と本件増資に係る２

９５億円の原資となる合計１１６１億６１３２万円の資金のうち、Ｄ株式の取得代金である

１１４４億１８００万円は、原告を含むＣグループ法人を経由して、最終的には、再びＣに

戻っているのであり、上記資金が還流されている。このことを原告の視点から見れば、Ｄ株

式の取得代金の原資となった本件増資及び本件借入れに係る資金は、原告自身がＨに対して

支払ったＤ株式代金がＣグループ法人間を経由して還流されたものといえ、本件一連の行為

は、上記のようなＣグループ内の資金還流によって初めて実行可能なものであるといえる。 

 また、上記一連の資金の流れにおいては、原告がＣグループ外部に対して支払うべき費用

相当額及び原告がＹに支払うべきＺ株式の代金相当額以外の金員については、実際の資金を

必要としないものであった。すなわち、Ｃ、Ｘ及び原告以外のＣグループ法人は、会計処理

上、入金額と出金額が同額であったため、平成２０年１０月２９日の一連の取引（本件財務

関連取引）による資金の増減はなく、上記一連の資金の流れの中で実際の資金を要しなかっ

たものである。他方、会計処理上資金の増減があったＣ、Ｘ及び原告の３法人については、

それぞれ、①Ｃにおいて２億７４３２万円の減少、②原告において２億７４００万円の増加、

③Ｘにおいて３２万円の増加があった。まず、上記①のうちの２億７４００万円及び②につ

いては、原告がＤ株式の取得に係る付随費用及び本件増資に伴う登録免許税等の諸費用とし

て支出することが見込まれる資金２億７４００万円を、Ｃが本件増資及び本件借入れを通じ

て原告に提供したものである。また、上記①のうちの３２万円及び③については、原告が、
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Ｃから本件増資及び本件借入れを通じて提供された資金の中から、Ｚ株式の取得代金として

支払うべき資金３２万円をＸに支払ったものである。 

 このように、Ｃグループ内で平成２０年１０月２９日に行われた一連の資金の流れのうち、

実質的な資金の移動があったのは、原告がＣグループ外部に支払う見込みの費用相当額２億

７４００万円及びＺ株式の代金相当額３２万円のみであって、それ以外の部分については実

際の資金を必要とすることなく、Ｃグループ内の資金還流（循環取引）によって実行された

ものである。このようなＣグループ法人間の資金還流を行わなければ、原告がＤ株式を取得

するための約１１４４億円もの資金を調達することはできなかったのであるから、本件一連

の行為は、上記資金還流によって初めて実現可能なものということができる。そして、本件

においては、原告を含む全ての取引当事者がＣグループ法人であり、親法人が子法人の意思

決定を自由に支配することができる同族会社であるからこそ、上記のような複雑かつ多額の

資金還流（循環取引）を実質的な資金を要さずに実行することができたのであり、本件一連

の行為は、全ての取引当事者がＣグループ法人であるという同族会社でなければ通常なし得

ない行為であるといえる。 

（イ）現実に行われた決済の状況について 

 Ｃグループ内で平成２０年１０月２９日に行われた一連の資金の流れ（本件財務関連取

引）のうち、本件資金決済として実際に行われた入出金はその一部のみであるが、残高のな

い本件Ｃ口座から立替資金を出金するなどした資金を、本件各口座を経由させた上で最終的

に本件Ｃ口座に還流したものといえる。このように、本件資金決済は、Ｃを起点として、Ｃ

グループ法人の本件各口座を経由して本件Ｃ口座に再び資金を還流するというものであると

ころ、本件資金決済に係る送金は、それぞれ多額であり、かつ、それぞれ複数のＣグループ

法人名義の口座を経由するという複雑なものであるにもかかわらず、午前９時１０分から午

前１１時１６分までの２時間余りの短時間で処理されており、全ての取引当事者がＣグルー

プ法人という同族会社であるからこそ実行可能なものということができることから、同族会

社でなければ通常なし得ない行為というべきである。 

 また、一つの取引に一つの決済が伴うというのは、独立当事者間の通常の取引における原

則的な決済方法と考えられるところ、上記のように、本件一連の行為に伴って行われた複数

の当事者間の複数の取引に係る会計処理について、大半の資金移動を帳簿上の処理により省

略した形で資金決済が行われているのは、本件各口座間で行われた本件資金決済の当事者が

全てＣグループ法人という同族会社であればこそ可能であったというべきである。 

 この点、独立当事者間の通常の取引においても、事務の省力化や決済手数料の節減という

観点から中間的な決済を省略したり、また、当事者間に従前の取引に基づく債権債務関係が

存在する場合等には、それらの債権債務を精算した上で必要最低限の資金移動のみを行うよ

う取り決めたりして、資金決済を省略することもあり得ることといえる。しかしながら、本

件資金決済において必要最小限の資金移動を行うのであれば、ｅ銀行のＣ名義口座からｄ銀

行渋谷明治通支店の原告名義の口座に対して直接２億７４３２万円の送金を行うだけで足り

たはずである。このように、仮に、Ｃグループが決済手数料等の節減のために必要最低限の

資金移動による決済のみを行い、会計処理に対応した決済を省略したのだとしても、Ｃ名義

の上記口座及び原告名義の上記口座以外の預金口座に資金を通過させる合理的な理由は見当

たらず、これらの資金移動を行う必要性は認められないというべきである。 
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（ウ）原告が無担保で本件借入れをしていること 

 原告は、本件借入れ当時いわゆるペーパーカンパニーであり、見るべき資産や近い将来相

当の収益が得られる見込みのある事業も有していなかったにもかかわらず、同じくＣグルー

プに属する同族会社であるＫから、無担保で約８６６億円もの多額の融資を受けたというの

であって、このような融資はＣグループ法人という同族関係を前提としなければ到底あり得

ないものであった。したがって、本件借入れ自体に着目しても、本件借入れは原告がＣグル

ープ法人という同族会社でなければ通常なし得ないものであったことは明らかである。 

（エ）原告の意思決定の経緯について 

 本件一連の行為に係る原告の意思決定の経緯についてみると、Ｂから原告に対する２９５

億円の本件増資は、平成２０年１０月２９日午前９時３０分に決済がされているが、原告が、

その意思決定機関であるマネジメント・コミッティーにおいて、本件増資について承認した

のは、同日午前１１時から午前１１時２分までのことである。同様に、原告のＫからの本件

借入れについては、同日午前９時５０分に決済がされているところ、原告がマネジメント・

コミッティーにおいて本件借入れを承認したのは、同日午前１１時２分から午前１１時４分

までのことであり、原告からＨに対するＤ株式代金の支払についても、午前１０時４８分に

行われているにもかかわらず、原告がマネジメント・コミッティーにおいて本件買収を承認

したのは、同日午前１１時４分から午前１１時６分の間のことである。原告の業務執行規程

上、原告の意思決定機関はマネジメント・コミッティーであるところ、本件一連の行為のう

ち本件増資、本件借入れ及び本件買収については、原告の意思決定機関であるマネジメン

ト・コミッティーによる承認が行われる前に、資金の決済が実行されており、原告の意思決

定とその実行との前後関係が逆転している。このように、原告の意思決定がされる前に、意

思決定に基づかない資金決済が先行して実行されているのは、原告がＣグループ法人という

同族会社であり、その意思決定が親会社によって自由に支配されているためである。上記の

ような原告の意思決定の経緯からしても、本件一連の行為は、原告がＣグループ法人という

同族会社であればこそ実現可能であったものであり、同族会社でなければ通常なし得ない取

引というべきである。 

（オ）小括 

 以上のとおり、本件一連の行為は、会計処理上も実際の資金決済の上でも、Ｃグループ内

の資金還流（循環取引）を前提として初めて実行可能なものである上、原告の意思決定機関

であるマネジメント・コミッティーによる承認前に資金決済の一部が行われており、このよ

うな取引は、全ての取引当事者がＣグループ法人であって、Ｃが原告の意思決定を自由に支

配し得るという同族会社であればこそ実現可能なものである。したがって、本件一連の行為

は、同族会社でなければ通常なし得ないものであることが明らかである。なお、このことは、

仮に予備的主張１又は予備的主張２を前提としても同様である。 

イ 本件一連の行為が、Ｃグループ内の支配関係、事業運営等に与えた実質的な経済的影響はな

く、経済的合理性がないこと 

（ア）法人格と組織形態の変更による経済的な影響はないこと 

 本件一連の行為の前において、Ｃグループ法人で日本国内の音楽事業を行っていたのは株

式会社であるＤであったが、本件一連の行為の後においては、合同会社である原告に変更さ

れた。 
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 しかしながら、平成２０年１２月３１日現在の原告は、事業拠点となる固定的施設や従業

員を有しておらず、売上高等の事業活動を示す収益計上もなかった。このように、原告は、

本件設立（平成２０年１０月●日）から本件合併（平成２１年１月●日）までの約３か月間、

固有の事業所や従業員を有しておらず、事業活動も行っていないいわゆるペーパーカンパニ

ーというべき状態にあった。 

 他方、①Ｄが作成した想定問答集には、原告がＤの全ての事業と従業員を引き継ぎ、事業

内容も同じであって、単に社名と組織を変更するのみで事務運営は全く変わらないことが記

載されていたほか、②原告が報道関係者向けに作成した「合併、及び役員人事に関するお知

らせ」と題する文書には、原告は、Ｄと合併してＤの全ての権利義務を承継したところ、Ｃ

グループに属する法人の１００％出資による日本法人であるという位置付けに変わりはなく、

事業内容も従来どおりであり、Ｄの役員が引き続き原告の役員であることが記載されていた。

さらに、③原告の登記簿上の目的の内容は、Ｄのそれと同一であり、Ｄと原告の事業部の部

署名もその多くがそのまま引き継がれていたほか、④Ｄにおいて一定の議事を審議するため

に行われていた取締役会と同様に、原告においても、一定の議事を審議するためにマネジメ

ント・コミッティーが置かれており、本件合併直後の平成２１年１月５日に開催されたマネ

ジメント・コミッティーにおいては、Ｄによる平成２０年の音楽事業の売上げと利益に係る

報告が行われるとともに、原告による平成２１年の音楽事業に係る目標設定をも併せて審議

していた。加えて、⑤本件合併直前のＤの売掛金の相手先と本件合併後の原告の売掛金の相

手先に変わりはなく、在庫製品の種類や金額規模を比較しても、その事業内容が変化したと

認めるに足りる違いはない。このように、本件一連の行為の前後で、日本国内の音楽事業を

行う主体が株式会社であるＤから合同会社である原告に変わったことは、単なる社名と組織

形態の変更にすぎず、事業内容等の実質的な変更をもたらすものではなかった。 

 したがって、本件一連の行為により日本国内で音楽事業を行うＣグループ法人（Ｄないし

原告）の法人格や組織形態に違いを生じたことにつき、事業運営上実質的な意味があったと

認めることはできない。むしろ、本件において組織形態を合同会社とするための方法として

は、株式会社であるＤを合同会社に組織変更するのが通常であり、組織形態の変更のために

あえて合同会社を新規設立した上でこれと合併させるというのは、経済的合理性のない迂遠

な方法といわざるを得ないのであって、経済的、実質的見地から客観的に見て不合理、不自

然というべきである。 

（イ）日本国内で音楽事業を行うＣグループ法人（Ｄないし原告）における支配関係に実質的な

変更はないこと 

 本件一連の行為の前において、日本国内で音楽事業を行うＤの直接の親会社はＨであった

が、本件一連の行為の後において日本国内の音楽事業を行うこととなった原告の直接の親会

社はＢであるから、日本国内の音楽事業の主体となるＣグループ法人の直接の親会社はＨか

らＢに変更されている。 

 しかしながら、日本国内で音楽事業を行うＣグループ法人（Ｄないし原告）の資本関係を

遡った場合、本件一連の行為の前後いずれにおいても、Ｕに行きつくことに変わりはない。

そして、Ｂ及びＨ並びにそれぞれこれらの直接の親会社であるＩ及びＪは、いずれも従業員

を有しておらず、事業拠点となるような固定的施設もないほか、中間持株会社としての投資

収益以外に収益の計上がない。すなわち、これらの各社は、いずれも固有の事業所も従業員
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も有しないいわゆるペーパーカンパニーであり、日本国内で音楽事業を行うＣグループ法人

（Ｄないし原告）に対して事業上何らかのコントロールを及ぼすことができるような機能を

有しているものとはいえない。 

 また、税務調査の際、フランスからＣの税務・財務担当者が来日し、調査担当者に対して

本件再編成等スキームについて説明したことや、その目的や計画を記載した文書の作成者や

本件再編成等スキームに係るメールの送信者がＣに所属する者であったことからすれば、少

なくとも税務・財務面におけるプランニングや対外的対応は、組織再編の前後を問わず、究

極の親会社であるＣが主体となって行っていたものと認められる。 

 したがって、日本国内で音楽事業を行うＣグループ法人（Ｄないし原告）の親会社がＨか

らＢに変更されたとしても、両者ともペーパーカンパニーであったことからすれば、Ｃグル

ープ内の支配関係に実質的な変更はなく、日本国内の事業運営に具体的な影響を及ぼしたも

のとは認め難い。 

 以上のことからすれば、本件一連の行為の前後で、日本国内で音楽事業を行うＣグループ

法人（Ｄないし原告）に対する実質的な支配関係及び事業運営には何ら変更がないものと認

められる。 

（ウ）資本金の額が増額されたことは実質的な経済的影響を生じさせていないこと 

 本件一連の行為の前において、日本国内の音楽事業を行っていたＤの資本金は３５億６１

００万円であったのに対し、本件一連の行為の後において、原告の資本金は２９５億０２０

０万円となり、日本国内の音楽事業を行う主体の資本金が形式的には約２６０億円増加した。 

 しかし、Ｄの平成２０年１２月期末において、Ｄは、資本準備金として３２億５０００万

円、利益準備金、固定資産圧縮積立金及び繰越利益剰余金の合計額として約２４７億円の利

益剰余金を計上しており、純資産の部（株主資本）の残高としては、資本金額３５億６１０

０万円に上記資本準備金及び利益剰余金の合計約２７９億円を加えた合計約３１５億円を計

上していた。他方、原告は、平成２０年１２月期末において、純資産の部（株主資本）の残

高として約２８４億円を計上していた。 

 そうすると、本件合併直前のＤと本件合併後の原告とを比較して、資本金額が約２６０億

円増加したというのは、本件合併直前のＤにおいて、株主資本のうち資本準備金及び利益剰

余金として計上していた金額を資本金に振り替えて組み入れたのと同視することができる。

すなわち、日本国内で音楽事業を行うＣグループ法人（Ｄないし原告）の株主資本の規模

（金額）という実質的な観点から見れば、本件合併直前のＤの株主資本は約３１５億円であ

り、本件合併後の原告の株主資本は約２８４億円であるから、株主資本の規模に大きな変更

があったとはいえない。したがって、資本金額の増加といっても、株主資本の内訳（組み入

れた科目）が変更されたにすぎないということができ、実質的に意味のある変更とはいえな

い。 

（エ）本件一連の行為により資産や収益の増加をもたらしていないこと 

 本件一連の行為の前において、Ｄは、実質的に固定的な負債を有していなかったのに対し、

本件一連の行為の後においては、原告に固定的な負債８６６億６１３２万円が新たに生じた。 

 原告は、本件借入れ及び本件増資により得た資金を用いて、Ｄ株式という資産を取得した

が、原告が取得したＤ株式は、本件合併に伴い、抱合い株式消滅損失の計上により消却処理

されて消滅した結果、原告は経済的に何ら得るものはなく、財務上５４４億６３３６万７５
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３２円の債務超過となった。 

 他方、原告は、本件合併により、Ｄの有していた資産・負債をそのまま引き継ぎ、日本国

内でＣグループの音楽事業を行うこととなったものの、かかる変更は実質的なものとは認め

難い。また、Ｄないし原告において、本件一連の行為を通じて、新たな資産を取得したり、

新たな収益が生じるなど、何らかの経済的価値の流入があったとは認められず、かつ、将来

的に収益の増加が見込まれることとなったなどの事情も認められない。そればかりか、原告

においては、本件借入れに基づいて利息が発生することにより、年間数十億円の利益が減少

することが見込まれることとなった。 

 このように、日本国内の音楽事業を行うＣグループ法人（Ｄないし原告）においては、本

件一連の行為を通じて、本件借入れにより多額の負債が発生したにもかかわらず、それに見

合うだけの資産や収益等が生ずることはなく、事業上実質的な変更がないにもかかわらず、

利益の減少だけが見込まれることとなった。したがって、本件一連の行為は、原告において、

資産や収益の増加をもたらすことなく、本件借入れによる負債のみを生じさせるものである

から、経済的、実質的見地から客観的に見て経済的合理性を欠くことは明らかである。 

ウ Ｃグループの組織再編としても経済的合理性を欠くこと 

原告の少数株主等であるＣグループ全体ないしその究極の親会社であるＣから見ても、本件

一連の行為は、同グループの組織再編として経済的合理性を欠くものである。 

（ア）日本国内において音楽事業を行うＣグループ法人（Ｄないし原告）の組織形態が株式会社

から合同会社に変わっても、当該音楽事業の実態に何ら変化がなかったことからすれば、Ｄ

の組織形態を合同会社とするために、あえて合同会社を新規設立した上でＤを吸収合併する

という迂遠な方法をとる必要はなく、株式会社であるＤを合同会社に組織変更すれば足りる

のであるから、本件一連の行為を日本におけるＣグループの組織再編として見たとしても、

経済的、実質的見地から客観的に見て不合理、不自然というべきである。 

（イ）また、原告は、平成２０年１０月２９日、Ｄ株式を取得（本件買収）した上で、平成２１

年１月●日にＤを消滅会社として本件合併を行っている。通常、合併に先だって合併法人が

被合併法人の株式を全て取得するのは、被合併法人の買収により親法人となった合併法人が、

その後の合併に当たって被合併法人の意思決定を自ら行うことができるからである。しかし

ながら、原告及びＤは、従来から、資本的にいずれもＣグループの完全支配下にあった法人

であり、被合併法人であるＤの意思決定はもともとＣにより自由に行うことができたのであ

るから、原告が本件合併をする上で、その合併に先立ってＤ株式を取得（本件買収）してお

くことは必要ではなかった。そうすると、本件一連の行為は、原告がＤの吸収合併を実現す

るために必要でない本件買収をあえて行ったという点で迂遠であり、日本におけるＣグルー

プの組織再編としても、経済的、実質的見地から客観的に見て不合理、不自然というべきで

ある。 

（ウ）さらに、本件一連の行為の前において、原告は、２００万円の出資で設立され、事業拠点

となる固定的施設や従業員もなく、特に事業活動を行っていない状態にあり、２９５億円と

いう本件増資や約８６６億円という本件借入れの規模に比して僅少な資本金額のいわばペー

パーカンパニーであって、本件合併直前の平成２０年１２月期において、何ら営業利益を計

上していない一方で、本件借入れに係る利息により１０億円を超える損失を計上していた。

これに対し、Ｄは、平成１８年１２月期及び平成１９年１２月期には約７４億円、平成２０
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年１２月期には約１１１億円の営業利益をそれぞれ計上しており、日本国内の音楽事業を行

う法人として優良な事業実績を達成していた。そうすると、上記のとおり、原告は、後に本

件合併に伴って消滅することとなるＤ株式以外にこれといった保有資産もなく、実体的な事

業を行ってもいないいわゆるペーパーカンパニーであるにもかかわらず、本件合併により、

優良な営業実績を達成していたＤを吸収合併したということになり、原告とＤとの経済的実

態からすれば、本件一連の行為は、組織再編としても、経済的、実質的見地から客観的に見

て不合理、不自然であるというべきである。 

（５）本件における原告の行為は経済的合理性がないこと（予備的主張２に係る当てはめ） 

 仮に予備的主張２を前提としても、本件借入れは同族会社でなければ通常なし得ない行為であ

ること、本件再編成等スキームを実行するため本件借入れにより本件一連の行為を成し遂げたこ

とが、Ｃグループ内の支配関係、事業運営等に実質的な経済的影響を与えていないこと、Ｃグル

ープの組織再編としても経済的合理性を欠くことは、上記（４）で主張したところと同様である。 

（６）原告の主張に対する反論 

ア オランダ法人の負債軽減との主張について 

（ア）Ｃグループにとってオランダ法人の負債軽減を図ることが適切であったとしても、Ｄない

し原告にとって経済的合理性があることとは直接結びつくものではない。すなわち、オラン

ダ法人の財務が健全化されたとしても、それによって原告に生じる利益は、抽象的なもので

あり個別具体的な経済的利益といえるものではない。仮に何らかの具体的な経済的利益が原

告に生ずるとしても、原告は、約５６６億円の残元本を、その後に獲得する資金から返済し

ていかなければならないとともに、その負債に対する利息の支払は、年間数十億円という巨

額に上るものであり、Ｄの営業利益の額の過半にもなり得る規模のものであって、得られる

経済的利益はかかる負債の規模を上回るものとはいえない。 

（イ）そもそも、原告がいうオランダ法人の負債の額や内訳等も明らかではない。したがって、

原告の主張するオランダ法人の負債に係る事実関係自体を認めるに足りる証拠はないといわ

ざるを得ない。 

（ウ）更にいえば、Ｃグループがオランダ法人の負債を軽減するために、Ｄ株式の売却代金を原

資とした理由が明らかではなく、その必然性、合理性は何ら明らかとはなっていない。 

イ 日本の関連会社の経営の合理化、資本関係の整理について 

 原告の主張によっても、その主張に係る本件８つの目的のうち、目的②、目的③、目的⑥、

目的⑦及び目的⑧がどのような関係があるのかが具体的に明らかとなっておらず、単に「日本

の関連会社の経営の合理化」という項目によってまとめることができそうな目的を寄せ集めた

だけで、「柱」と呼べるような実体はないものといわざるを得ない。また、結局のところ、Ｃ

グループにとっての「日本の関連会社の経営の合理化」が目的であったというものにすぎず、

Ｄないし原告にとっての経済的合理性の有無と直接結びつくものではない。これらの達成によ

り、Ｃグループにとって「日本の関連会社の経営の合理化」が図られ、Ｃグループに何らかの

メリットが生じるとしても、そこから日本法人にもたらされるメリットは間接的かつ将来的に

得られる可能性のある一般的、抽象的なものにすぎない。仮に、そのような「利益」が生じる

のだとしても、原告ないしＤにとっては、約８６６億円の負債のみが増加し、約３００億円の

余剰資金が失われるだけでなく、この資金の額を大きく上回る額の元金の返済が更に必要にな

るとともに、その負債に対する年数十億円もの利息を支払わなければならなくなるという犠牲
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を払うこととなるのであり、上記のような抽象的なメリットが上記の犠牲を上回るとは到底い

えない。 

ウ Ｃグループの財務の合理化（目的④及び⑤）について 

（ア）Ｃがユーロ建ての高い金利を享受できていなかったことやＣグループにとって為替リスク

が生じており、このような状況を解消する必要があったとしても、それは親会社であるＣあ

るいはＣグループ全体にとっての事業目的であって、Ｄないし原告にとっての事業目的では

ないから、無関係であるというほかない。 

（イ）原告の主張によっても、日本法人の財務が合理化されることによってもたらされる原告の

経済的利益とは、ＣあるいはＣグループにもたらされるメリットを通じてＣグループ全体の

財務力が高まることによってもたらされる利益であり、かつ、経済的利益ないしメリットの

多くは必ずしも定量化することができない定性的なものだというのであるから、Ｃグループ

に属する者であれば間接的に享受することができる抽象的なものにすぎないし、現実には、

実際に享受するかどうかも分からないものである。 

 仮に、そのような利益が生じたとしても、原告にとっては、約８６６億円の負債のみが増

加し、約３００億円の余剰資金が失われるだけでなく、この資金の額を大きく上回る額の元

金の返済が更に必要になるとともに、その負債に対する年数十億円もの巨額の利息を支払わ

なければならなくなるという犠牲を払うこととなるのであるから、原告の主張するような上

記の間接的かつ抽象的な利益が原告の犠牲を上回るとは到底いえない。 

（ウ）本件財務関連取引をするに当たりＣが用いた資金は、もともとＤが有していた余剰資金３

００億円であった。そして、当該資金が流用されて原資の一部となって原告に対する本件貸

付けが行われた上で、本件買収及び本件合併が行われたのであるから、Ｄないし原告からす

れば、本件借入れは、いわば、自身の有する余剰資金を自らが借りて負債を生じさせたもの

であるということができる。つまり、本件借入れは、その原資の点からみても、「日本の関

連会社」であるＤないし原告に、新たな資産や収益の流入を生じさせることなく、負債のみ

を生じさせるものであったというべきである。 

 その結果、Ｄないし原告は、余剰資金３００億円を失うのみならず、約５４４億円の債務

超過の状態となり、失った余剰資金の額を大幅に上回る金額の負債を引き続き返済する義務

を負うとともに、本件借入れに係る利息を支払わされることにより、「業績が堅調であり十

分な収益力を有するＤ」であった状態から年間数十億円の利益が減少することが見込まれる

こととなってしまったのである。 

 このように、本件借入れをその原資から検討しても、およそ経済的合理性は認められない

ものであったことが明らかである。 

（７）小括 

 以上に述べたところによれば、Ｃグループは、本件一連の行為によって、原告を設立し（本件

設立）、いわゆるペーパーカンパニーである直接の親会社が入れ替わるだけで日本国内の音楽事

業の実態やＣグループ内の支配関係等に実質的な変更を来すことなく、また、新たにＤないし原

告に収益や資産の増加をもたらすこともなく、多額の負債を負担させることにより、利益の減少

だけが見込まれることとなったのであるから、本件一連の行為（又は少なくとも本件借入れ）は、

Ｄないし原告にとって、それ自体、経済的、実質的見地から客観的に見て不合理、不自然といえ

る（なお、日本におけるＣグループの組織再編として見ても、本件一連の行為は、経済的、実質
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的見地から客観的に見て、不合理、不自然というべきである。）。また、本件一連の行為は、こ

のような現実の資金を要しないＣグループ内の資金還流によって初めて全体として実行可能であ

り、全ての取引当事者がＣグループ法人という同族会社であるからこそ実現可能なものであって、

同族会社でなければ通常なし得ない行為である。したがって、本件一連の行為は、同族会社でな

ければ通常なし得ない経済的合理性を欠く行為であるから、それにより生じた税負担減少結果は

法１３２条１項にいう「不当］と評価できる。 

（原告の主張の要旨） 

（１）租税回避の意図、目的（主観的要件） 

 不当性要件の該当性については、当該行為の経済的合理性の有無によって判断するべきである

が、同族会社の行為又は計算に、租税回避以外に正当な理由ないし事業目的があったと認められ

る場合には、その事実は、不当性要件の評価障害事実として、同要件の認定判断において考慮す

る必要があり、正当な理由ないし事業目的があれば「不当」ということは困難であり、否認は許

されないと解するべきである。 

（２）経済的合理性の有無の判断対象となる法人 

 法人税法１３２条１項は、「次に掲げる法人に係る法人税につき更正又は決定をする場合にお

いて、その法人の行為又は計算で、これを容認した場合には法人税の負担を不当に減少させる結

果となると認められるものがあるとき」と規定しており、「次に掲げる法人」として、「内国法

人である同族会社」（同項１号）等、その属性によって、適用対象の法人を列挙している。この

ように、同項は、行為又は計算の主体の属性が同項各号のいずれかに該当する場合にのみ適用さ

れるという構造の規定であることから、文理上、「その法人」（同項柱書の「その法人」）は、

法人税につき更正又は決定を受けた法人（更正対象法人）を指すとしか解しようがない。このよ

うな解釈は、同項はあくまでも同項が定める法人という単体の法人の法人税の負担の不当な減少

に対処するための規定であり、複数の法人から成る企業グループ全体での法人税の負担を問題と

する規定ではないという同項の位置付けとも整合するものである。 

 したがって、「その法人の行為又は計算」とは、更正対象法人の行為又は計算を意味するもの

であり、それ以外の法人の行為又は計算は、たとえ株主、グループ法人等「その法人」と密接な

関係のある法人の行為又は計算であっても、これに含まれないと解すべきであり、本件において

は、原告のみが「その法人」に該当し得るというべきである。 

（３）「行為又は計算」の解釈 

ア 法人税法１３２条１項は、「その法人の行為又は計算」のうち、「これを容認した場合には

法人税の負担を不当に減少させる結果となると認められるもの」について、これを否認して正

常な行為又は計算に引き直して所得等を計算する権限を税務署長に与えているものである。そ

うすると、「その法人の行為又は計算」を容認するか否認するかにかかわらず、およそ法人税

の負担に影響がない行為又は計算は、そもそも「その法人の行為又は計算」に該当しない。ま

た、およそ租税法上の効果は、個々の私法上の行為を基礎として、当該私法上の行為について

租税法が課税要件を定めているために発生するものであるところ、同項は、「その法人の行

為」に対して、その行為に基づいて生じた事実をなかったものとして租税法上の効果を計算す

る権限を税務署長に与えた規定であることからすれば、否認の対象となる「その法人の行為」

は、引き直しを行うことにより課税要件を満たし得る私法上の行為をいい、引き直しを行った

としても、およそ課税要件を満たし得ない行為、つまり法人税の負担に影響がない行為はこれ
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に含まれない。同項の文言上も、「その法人の行為又は計算」を「容認した場合」には「法人

税の負担を不当に減少させる結果」が生じるという、「行為又は計算」と法人税の負担の減少

との結びつきが要求されている。かかる同項の趣旨及び文言からすれば、更正対象法人のある

行為又は計算を容認したとしても、更正対象法人の法人税の負担の減少に結びつかない行為又

は計算は、同項の適用対象である「その法人の行為又は計算」に含まれないと解するべきであ

る。 

 加えて、法人税法１３２条１項には、「その法人の行為」が複数の行為を含むという解釈の

手がかりとなるような文言は一切なく、むしろ、同条２項は、同族会社の判定時期について

「同項に規定する行為又は計算の事実のあった時の現況によるものとする。」と規定している。

このような同項の文理と、課税要件である私法上の行為は私法上の規律に従い各々の単一の私

法上の行為（借入れや合併等）を意味することを併せ考慮すると、同項の「その法人の行為」

は、単一の時点における一個の行為であることを前提としているものと解される。 

 したがって、更正対象法人の法人税の負担の減少に結びつかない行為又は計算は、その法人

の「行為又は計算」には含まれず、また、一連の行為のような私法上の複数の行為をまとめて

その法人の「行為又は計算」に該当するとして法人税法１３２条１項を適用するということは

同項の想定するところではないというべきである。 

イ 本件における「その法人の行為又は計算」に該当し得る行為 

（ア）本件設立 

 設立とは会社を成立させる行為のことであるところ、合同会社においては、設立はその合

同会社の社員になろうとする者による、定款の作成（会社法５７６条）、出資の履行（同法

５７８条）、設立登記申請等の行為であり、設立される合同会社の行為ではない。すなわち、

本件設立は、原告の社員になろうとしていたＢによる行為であり、原告の行為ではないため、

「その法人の行為又は計算」とはなり得ない。また、本件設立によって法人税を負担する主

体である原告が成立したのであるから、本件設立によって原告の法人税の負担が減少するこ

とはおよそなく、本件設立は原告の法人税の負担の減少とはおよそ結びつかない行為である。 

 したがって、本件設立は、法人税法１３２条１項の「その法人の行為又は計算」とはなり

得ない。 

（イ）本件増資、本件買収及び本件合併 

 本件増資は、原告の税務上の資本金等の額の増加を生ずる行為であるにすぎず、本件増資

によって原告の法人税の負担が減少することはなく、本件増資は原告の法人税の負担の減少

とはおよそ結びつかない行為である。 

 本件買収は、原告の行為であるが、本件増資及び本件借入れにより調達した資金により、

それに見合う資産であるＤ株式を購入したものであり、原告の収益若しくは時価ベースの資

産を減少させ又は原告の損失を増加させたものではない。 

 本件合併は、原告がその完全子会社となったＤを吸収合併したものであり、原告の行為で

はあるが、原告は合併法人（存続法人）であるから、本件合併は原告の税務上の資本金等の

額の減少を生ずる行為であるにすぎない。したがって、本件合併によって原告の法人税の負

担が減少することはおよそなく、本件合併は原告の法人税の負担の減少とはおよそ結びつか

ない行為である。 

（ウ）本件一連の行為の全体 
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 本件一連の行為については、原告が本件設立により設立され、本件増資及び本件借入れに

より原告が調達した資金により本件買収を行い、これに関連してＣグループ法人間の資金の

流れが生じ、また本件買収の結果原告の完全子会社となったＤを原告が本件合併により吸収

したという事実上の関連性があることは認めるが、本件一連の行為の全体を法人税法１３２

条１項に定める「その法人の行為又は計算」に該当すると捉えることはできない。一連の行

為のような私法上の複数の行為をまとめ、否認対象としない行為まで含めて「その法人の行

為又は計算」に該当するとして法人税法１３２条１項を適用するということは同項の想定す

るところではない。被告は、本件一連の行為全体を否認すべきであるとしつつ、課税標準等

の計算においては、本件借入れのみをなかったこととして計算しているが、このように否認

すべき行為と課税標準等の計算の方法が齟齬するのは、被告の「その法人の行為又は計算」

の解釈適用が誤っていることを示すものである。 

（４）本件借入れは経済的合理性があること 

ア 本件組織再編取引をする経営上の必要性 

 本件組織再編取引は、Ｃグループが全世界で買収を重ねた結果錯綜したグループ内の関連会

社の関係を整理して事業を効率化するとともに財務上の利益を図るために実施されたものであ

り、次のようなオランダ法人の負債軽減（目的①）、日本法人の経営の合理化（目的②、③、

⑥、⑦及び⑧）及び日本法人の財務の合理化（目的④及び⑤）の３つの柱（本件８つの目的）

を同時に達成するために行われたものである。 

目的① オランダ法人全体の負債を軽減するための弁済資金を取得すること 

目的② 日本法人を１つの統括会社の傘下にまとめること 

目的③ 日本における音楽出版事業会社を合併により１社とすること 

目的④ 日本法人の円余剰資金を解消し、Ｃが為替リスクをヘッジすることなく、ユーロ市場

での投資活動を行うことを可能にすること 

目的⑤ 日本法人の資本構成に負債を導入し、日本の関連会社が保有する円建ての資産及び日

本の関連会社が生み出す円建てのキャッシュフローに係る為替リスクを軽減すること 

目的⑥ 業務系統と資本系統の統一を図ることにより経営を合理化・効率化すること及びＸの

余剰資金を減少させること 

目的⑦ 日本法人を合同会社にすることにより、米国税制上のメリットを受け、又はデメリッ

トを回避するとともに、原告を含む日本の関連会社の柔軟かつ機動的な事業運営を行う

こと 

目的⑧ 当時検討されていた日本におけるＣグループ外の音楽会社の買収に備えること 

イ オランダ法人の負債軽減（目的①）について 

（ア）Ｃグループとしては、オランダ法人において、負債の支払利息が営業利益を大幅に上回る

状況であり、営業利益に比して過大な負債を抱えていたため、財務戦略の観点から、かかる

過大な負債を軽減する必要があった。つまり、営業利益に比して過大な負債を抱えたオラン

ダ法人は、その営業利益を原資として過大な負債の利息を支払うことができないため、過大

な負債の利息の支払のために、更なる負債等による資金調達を行う必要に迫られるという悪

循環に陥りかねず、債務不履行のリスクを生じさせ、第三者からの信用や評判を失墜するお

それがあった。そのようなおそれを生じさせないことはＣグループの財務戦略上、極めて重

要であるため、オランダ法人の負債の弁済資金を調達することにしたのである。そして、実
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際の結果としても、オランダ法人全体の負債が軽減され、Ｃグループ全体の財務状況がより

適正化された。 

 Ｈがその株式の１００％を有していたＤは、堅調な業績を反映して、純資産額を大幅に超

える１１４４億１９００万円もの企業価値（株式時価総額）を有していた。したがって、Ｈ

によるＤ株式の譲渡（本件組織再編取引の一部）は、まさにオランダ法人の負債軽減のため

の資金調達に適した取引であった。本件組織再編取引によりオランダ法人であるＨ及びＶは、

Ｄ及びＷの株式売却代金をそれぞれ受け取り、この資金をオランダ法人であるＵ及びＱに対

して貸し付けた。そして、Ｕは、Ｋに対する既存の負債である４億８２９２万３４６０ユー

ロを弁済し、Ｑは、Ｋに対する既存の負債である４億０９３２万３４９９ユーロ及びＣグル

ープの資金管理を行うフランス法人であるＬに対する既存の負債である６６５０万９５３５

ユーロをそれぞれ弁済した。これにより、オランダ法人全体のＫ及びＬに対する負債が軽減

された。なお、オランダ法人間での貸借関係は発生するが、オランダ法人内において、連結

親子会社間の貸借関係は相殺され消去されることになる。このように、結局のところ、本件

組織再編取引とこれに伴う本件財務関連取引によって、オランダ法人全体の負債は、９億５

８７５万６４９４ユーロ減少した。 

（イ）Ｃグループでは、本件組織再編取引当時から現在に至るまでＣＭＳ（資金集中管理制度）

を採用している。Ｃグループが採用しているＣＭＳは、大企業が一般的に活用しているもの

と同じ制度である。ＣＭＳを導入する経済的なメリットとして、親会社が一括して資金調達

をすることで、グループ各社が直接行うよりも有利な条件で、機動的にかつ安定して借入れ

を行うことができることが挙げられる。 

 Ｃグループにおいては、グループ外部の銀行等から借入れを行うのはＣのみであるところ、

Ｃは、Ｃグループ法人（関連会社）全体の資産状況に基づくその信用力を活かして、有利な

条件で、機動的にかつ安定して借入れや社債発行による資金調達を行うことができる。そし

て、Ｃグループの財務力が高まれば、Ｃの信用力もより高まる（信用リスクがより低くな

る。）ため、いわゆるリスクプレミアム（利息の利率が上がること）を抑えることができ、

Ｃの負債による資金調達力がより高まることになる。 

 他方で、Ｃグループの財務力が高まることにより資金調達力が高まることは、Ｃグループ

のＣＭＳに参加している原告を含むＣグループ法人が、市場の状況等にかかわらず、機動的

にかつ安定して何らのリスクを負担することもなく自国の通貨でＣＭＳに基づき資金を調達

できることになるということを意味する。すなわち、原告にとっては、銀行等の日本の金融

機関から借入れをする場合に比べて、市場の状況や個別金融機関の状況に応じた個別の与信

審査や交渉、実務手続等の手間を一切かけることなく、機動的にかつ安定して何らのリスク

を負担することもなく自国の通貨で資金を調達できるようになるということである。このこ

とは、原告において、経営の３要素であるヒト・モノ・カネのうちカネの心配をしなくて済

むということであって、原告にとっては多大な経済的利益である。この意味で、Ｃグループ

の経済的利益は、最終的には原告の経済的利益と連動している。 

ウ 日本法人の経営の合理化、資本関係の整理（目的②、③、⑥、⑦及び⑧）について 

（ア）本件組織再編取引等の前、日本法人にはＤ（Ｅ等のその子会社を含む。）、Ｗ及びＺの３

つの会社群があった。主要なレコード音楽会社であるＤの親会社がオランダ法人であるＨで

あったのに対し、Ｗは親会社がオランダ法人であるＶである。またＺの親会社は英国法人で



58 

あるＹであって、各社の親会社は異なっていた。このように本件各日本法人の間に直接の資

本関係がなく、持株会社も存在しなかったため、日本における事業を統一的に管理すること

が困難な状況であった。そのため、日本における事業を統一的に管理し、将来買収する会社

の株式を統一的に保有するために、持株会社を設けてその傘下に他の日本の関連会社を子会

社として帰属させることが必要であった。 

 また、本件各日本法人は、業務遂行の指揮監督を英国法人であるａから受けていたが、上

記のとおりＤ及びＷの親会社はオランダ法人であるＨ及びＶであり、オランダ法人と資本関

係があったものの、英国法人とは資本関係がなく、資本関係と指揮監督関係に齟齬が生じて

いた。そのため、資本関係と指揮監督関係を一致させて日本法人を合理的・効率的に管理す

るために、ＤとＷについて、英国法人と資本関係を持たせる必要があった。 

 さらに、Ｃグループは、買収により日本の音楽出版事業会社であるＷを傘下に収めたが、

Ｃグループは既にＥという音楽出版事業会社を有していたため、これらを合併により１つの

法人とすることで、音楽出版事業会社として経営効率を高めることが必要であった。 

（イ）本件組織再編取引の後、英国法人の最上位にあり、英国法人の持分会社であるＩの傘下に

日本法人を置くことにより、日本法人と英国法人との間の事業遂行上の指揮監督関係と資本

関係の統一化を図ることができた。 

 その結果として、Ｃグループは、事業遂行上の指揮監督関係と資本関係が複雑に入り組ん

だ従前の体制に比して、経営の合理化・効率化を図ることができた。このように、事業遂行

上の指揮監督関係と資本関係の統一を図ることにより、経営を合理化・効率化する（販売チ

ャネルの獲得、営業ノウハウの共有、商品・サービス・価格支配力の向上、規模の拡大等に

よる仕入、販売、物流、製造等に係るコストの削減）という経済的利益を生じさせたのであ

る。 

（ウ）本件組織再編取引等の前、Ｘには約２億ポンドの余剰資金があった。Ｘは、この余剰資金

約２億ポンドをＣグループのＣＭＳによってＬに預金していた。Ｌは、Ｘから預かった余剰

資金約２億ポンドを、Ｃに貸し付け、Ｃは、当該余剰資金約２億ポンドという貸借対照表リ

スク（貸借対照表に計上する外貨建ての金融資産に関する為替レート変動によるリスク）を

有する外貨建ての金融資産を保有していた。Ｃは、ヘッジポリシーに従い、約２億ポンドの

ポンド資金に係る貸借対照表リスクを為替ヘッジする（リスクを避けるため、ある通貨と逆

の動きを示す通貨の取引をする）ため、ポンドとユーロを交換し、将来の一定の時点で反対

の交換をする通貨スワップ取引（本件ポンド・ユーロ通貨スワップ取引）の付随するユーロ

建て預金を行った。ところで、その当時、ポンドの金利（４．４１％）とユーロの金利（４．

３３％）の差は０．０８％と極めて小さかったが、将来、ユーロ及びポンドの金利が変動す

ることによって、為替ヘッジのための費用が発生するリスクは残っており、Ｃは、余剰資金

約２億ポンドのポンド資金に係る貸借対照表リスクを消滅させることにより本件ポンド・ユ

ーロ通貨スワップ取引を打ち切る必要に迫られていた。 

 もっとも、Ｘの当該余剰資金は、英国法上の１事業年度における配当額の上限を大幅に上

回るものであったため、約２億ポンドの余剰資金を単純に配当によりＣに還流させて、ユー

ロに両替することで貸借対照表リスクを消滅させるには、一定の年月を要する状況であった。

そのため、本件組織再編取引を実行するに当たり、Ｃは、Ｃグループ外に預金していたＸの

余剰資金に由来するユーロ建ての預金を引き出し、本件ポンド・ユーロ通貨スワップ取引に
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基づき、ユーロ資金を渡し、ポンド資金を受け取った。Ｃは、その結果入手した当該約２億

ポンドのポンド資金を、Ｂの原告に対する２９５億円（約２億ポンド相当額）の出資の原資

として使用した。これにより、Ｃが本件ポンド・ユーロ通貨スワップ取引により為替ヘッジ

していた分の約２億ポンドのポンド資金に係る貸借対照表リスクは消滅し、Ｃは、本件ポン

ド・ユーロ通貨スワップ取引を行う必要がなくなった。一方で、本件財務関連取引の実行に

必要であったポンドとユーロの両替により、Ｃは、ユーロ資金と引き換えに、１億９９９５

万４３３２ポンドのポンド資金を入手した。Ｃは、入手した約２億ポンド（１億９９９５万

４３３２ポンド）のポンド資金を、ユーロに両替して、ユーロ建ての負債を弁済した。 

 このような取引により、Ｃグループ全体において資金調達費用の節約による財務上の利益

がもたらされることが見込まれることとなった。 

（エ）原告の間接的な完全親会社には米国法人であるＭがあるところ、本件組織再編取引により、

原告を含む日本の関連会社を合同会社とすることで、米国税制上、構成員課税（事業体が稼

得した所得を、当該事業体ではなく当該事業体の構成員に帰属させて課税する、米国法上の

制度である。）を選択でき、その場合、原告は、Ｍと法人格を同一とするＭの支店として取

り扱われることになる。これにより、Ｍに対し、たとえば米国税制上のいわゆるＣＦＣ税制

が適用される等のデメリットを回避することができる。 

 また、本件組織再編取引により、原告を含む日本の関連会社を合同会社にすることで、柔

軟かつ機動的な事業運営を行うことが可能となる。具体的には、合同会社には、機関設計に

関する規制がないため、株式会社と異なり、社員間の合意で業務執行を行い（会社法５９０

条１項）、必要に応じて業務執行社員（法人又は自然人）を選任することができ（同法５９

１条、５９８条１項）、株式会社におけるような株主総会及び取締役の設置義務（同法３２

６条１項）はなく、また、大会社（同法２条６号）に相当する規模の会社であっても会計監

査人及び監査役の設置義務（同法３２８条、３２７条３項）がない点で、不要な機関設計に

係る費用を削減しつつ、柔軟な事業運営を行うことが可能になる。そして、上記のとおり株

主総会及び取締役の設置義務がなく、社員間の合意で業務執行を行い、必要に応じて業務執

行社員を設置することができる点で、機動的な事業運営が可能となる。実際にも、Ｄは、本

件組織再編取引等の前の最終事業年度（平成１９年１２月期）において優に５億円以上の資

本金を有しており、大会社として、法律上の義務に基づき、監査役及び会計監査人を選任し

ていたが、原告は、会社法上の大会社に相当する規模の会社であるにもかかわらず、会計監

査人及び監査役を設置しないことで監査費用を削減できた。また、原告においては、法人で

あるＢを業務執行社員とすることにより、機動的な事業運営を可能にしたものである。 

（オ）本件組織再編取引当時、日本において、当時のＣグループ外の音楽会社の買収が検討され

ていた。このため、本件組織再編取引により、任意の時期にＣグループ外の日本の音楽会社

を買収し、必要に応じて適切な時期に適切なＣグループの関連会社と合併させることを可能

にする、受皿の機能を果たす統括会社（すなわち本件組織再編取引後の原告）を設ける必要

があった。実際に、このような買収に必要な体制を整えた後、平成２５年４月●日に、原告

は日本における株式会社Ⓒを吸収合併し、事業を拡大した。 

エ Ｃグループの財務の合理化（目的④及び⑤）について 

（ア）Ｃグループが全世界で買収を繰り返して被買収企業の余剰資金を取り込んだことや、Ｄの

堅調な業績を反映して、日本の関連会社には円余剰資金約３００億円が生じていた。円余剰
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資金は、ＣＭＳに基づきＬを介してＣが保有しており、Ｃは当該外貨建て金融資産の貸借対

照表リスクをヘッジするために通貨スワップ取引を行っていたため、ユーロ建ての高い金利

を享受できない状況にあった。また、オランダ関連会社は営業利益の水準に比して過大な負

債を抱えていた一方、日本の関連会社は、やはりＤの堅調な業績を反映して営業利益の水準

に比して負債が小さく、Ｃグループ内部の負債純額もマイナス（純額で債権を持つ）という

状態となっており、Ｃグループからユーロ建てでみると、円建ての資産の存在により為替リ

スクが生じていた。そのため、円余剰資金を解消するとともに、日本の関連会社に負債を導

入して、為替リスクをヘッジする必要があった。 

 円余剰資金の解消及び日本の関連会社への負債の導入を達成すれば、Ｃグループ全体の財

務力が高まり、また原告が本件買収を行うための資金を調達することができるため、日本の

関連会社の利益につながるものであった。 

（イ）Ｃにおいては、ユーロ建てで貸借対照表を作成しているところ、原則として、貸借対照表

リスクの全てについて、為替ヘッジを行うヘッジポリシーを有していた。そして、Ｄは、Ｃ

グループのＣＭＳに基づき、余剰資金約３００億円をＬに円建てで預金していた。Ｌは、Ｄ

から預かった余剰資金約３００億円を、Ｃに対して貸し付け、Ｃは、約３００億円の円資金

という貸借対照表リスクを有する外貨建ての金融資産を保有していた。Ｃは、Ｃグループ外

の銀行にこの約３００億円の円資金を預金するに当たり、貸借対照表リスクを為替ヘッジす

る必要があった。そのため、上記約３００億円の円資金につき、円をユーロと交換し、将来

の一定の時点で反対の交換をする通貨スワップ取引（本件ユーロ・円通貨スワップ取引）の

付随するユーロ建て預金をした。通貨スワップ取引では、異なる通貨の金利差が生じるため、

これを調整するために、金利の高い通貨の元本を受け取った当事者は、低い金利の通貨を受

け取った相手方にこれを調整するための支払をしなければならないから、本件ユーロ・円通

貨スワップ取引の付随するユーロ建ての預金は、経済的には円建ての預金と同様の運用効果

を有していた。すなわち、Ｃにおいては、平成２１年（２００９年）における日本円の運用

利率を年０．９７％（運用期間６ヶ月の場合）、ユーロの資金調達費用を年４．３３％（調

達期間６ヶ月の場合）と見積もっており、円及びユーロの金利に差異が存したため本件ユー

ロ・円通貨スワップ取引による為替ヘッジを継続すると、同取引の対象となる元本にユーロ

と円との金利差（３．３６％）を乗じた額を基準とした費用を負担することとなり、ユーロ

建ての預金の高い金利（年４．３３％に近似する利率）をそのまま享受することができなか

った。もし為替ヘッジが不要となり、本件ユーロ・円通貨スワップ取引の付随しないユーロ

建ての預金を行うことができれば、同取引に係る費用は不要となることが見込まれた。 

 そのためＣは、上記のユーロ建ての預金を引き出し、本件ユーロ・円通貨スワップ取引に

基づき、ユーロ資金を渡すことと引き換えに約３００億円の円資金を受け取った。そして、

Ｃは、３００億円の円資金を、原告に対する貸付け（本件借入れの一部）の原資として使用

した。これにより、Ｃが通貨スワップ取引により為替ヘッジしていた分の３００億円の円資

金に係る貸借対照表リスクは消滅し、Ｃは、本件ユーロ・円通貨スワップ取引を継続する必

要がなくなり、その費用を節約することができた。一方で、本件組織再編取引の実行に必要

であったグループ内の外国為替取引（円とユーロの両替）を行った結果、Ｃは、２９７億２

５６８万円の円資金を入手した。Ｃは、入手した２９７億２５６８万円の円資金を、ユーロ

に両替して、ユーロ建ての負債を弁済した。 
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 以上のとおり、Ｃが、本件ユーロ・円通貨スワップ取引を終了させ、同取引に係る費用を

節約した上で、ユーロ建ての負債を弁済することによって、Ｘのポンドの余剰資金について

の本件ポンド・ユーロ通貨スワップ取引を終了させ、ユーロ建ての負債を弁済した効果（上

記ウ（ウ））と併せて、Ｃグループ全体において平成２１年（２００９年）には８２０万ユ

ーロ、平成２２年（２０１０年）には８１０万ユーロの資金調達費用の節約による財務上の

利益がもたらされることが見込まれることとなった。これにより、Ｃの財務が強化され、そ

の信用が大きく増したのであり、ＣＭＳに参加していた原告は、これによる経済的利益を享

受することができたものである。 

オ 本件借入れは独立当事者間の取引と同じ経済条件でされた行為であること 

 原告がＣグループに属さない独立した当事者である法人であると仮定した場合にそのような

原告が本件借入れを行うことがおよそあり得ないか否かを検討するに、被告自身も本件借入れ

が独立当事者間の経済条件で行われたことを争っていないように、原告が独立した第三者であ

る法人であると仮定した場合であっても、そのような原告が本件借入れを行うことがおよそあ

り得ないとはいえない。 

 そもそも、本件組織再編取引の後の、本件利息を損金の額に算入したＣグループの日本にお

ける法人税の負担は、原告が独立当事者であるとした場合における法人税の負担と同額である。

すなわち、被告が主張するとおり、経済的合理性の有無を内国法人についてのみ判断するとし

ても、原告は本件借入れと同様の利率、条件により借り入れて本件買収等を行うことができる

から、その場合に利息を損金の額に算入することができるし、本件借入れの利率や条件が独立

当事者間のそれと異ならない以上、本件借入れをするか否かは経営判断であって、法人税法１

３２条１項の適否に際し、その経営判断の当不当に立ち入った判断をすることはできない。 

カ 独立当事者間の取引と比較しても原告は経済的利益を得ていること 

（ア）原告は、オランダ法人の債務の債務引受けをしたのではないし、本件買収によりＤの企業

価値相当額の株式を取得したうえで、本件合併により同社を吸収合併して、その企業価値全

体を承継したのであり、原告の純資産全体を時価ベースでみれば、原告の企業価値は何ら損

なわれていない。本件買収時に、Ｄは多額の「のれん」を有していたことから、原告は、

「のれん」を含むＤの企業価値全体を把握することのできる鑑定評価を行った上でＤ株式を

取得している。「のれん」は、定量的には、ある企業の取得原価（すなわち、買収価額）と

当該企業の貸借対照表に計上されている純資産の時価との差額として把握される。かかる

「のれん」を計上した貸借対照表を作成して資産の実態を把握しようとすると、原告のＤ株

式取得対価は１１４４億１８００万円（取得に要した付随費用を含めると１１４４億３１９

６万２３９６円）であり、またＤの平成２０年１２月３１日時点での貸借対照表に計上され

ている純資産の価額は３１５億３７７９万８１６６円であるから、これらの差額である８２

８億９４１６万４２３０円がＤの「のれん」を構成することになる。このように、原告は本

件借入れにより増加した負債に対応する資産を有しているのであり、負債だけが増えたわけ

ではない。さらに、当該「のれん」の譲渡は、通常の資産譲渡と同様に課税の対象取引とな

り得るのであり、本件合併が適格合併に該当するため原告については課税が繰り延べられた

ものの、将来、原告が事業譲渡をした場合には、当該「のれん」は譲渡益として実現して課

税対象になるのであるから、原告は、本件一連の行為によって不当に法人税を免れたもので

はない。仮に被告が主張するとおり本件一連の行為を否認しつつ本件において課税し、将来、
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原告が事業譲渡した際には本件一連の行為により原告が「のれん」を取得したことを前提と

して課税するのは一貫しない。 

（イ）いわゆるデット・プッシュ・ダウンの方式（第三者間で行われるデット・プッシュ・ダウ

ンの方式による買収においては、買収のためのビークル〔受皿会社〕としての法人を実質的

買収者が設立し、同ビークルが負債により調達した資金を対象会社の買収資金に充て、その

後対象会社を吸収合併するという取引形式も一般的に取られる。）による買収について、被

告は経済的合理性があることを認めている。本件借入れ及び本件買収は独立当事者間の経済

条件で行われたものである以上、本件買収及び本件借入れは、原告からみた場合、第三者間

で通常行われるデット・プッシュ・ダウンの方式による買収と何ら変わりがない。被告の主

張どおり不当性要件該当性の判断を内国法人のみを対象として行うのであれば、外国法人で

あるＣグループ法人は、原告からすれば別個独立の別法人なのであるから、買収のための借

入れを、Ｃグループからしたことをもって、経済的合理性を否定するのは一貫しない。 

２ 争点（２）（原告の本件各事業年度における欠損金額又は法人税額）について 

（被告の主張の要旨） 

（１）法人税法１３２条１項に規定する「税務署長の認めるところ」による課税標準等の計算方法 

ア 法人税法１３２条１項は、内国法人である同族会社等の行為又は計算で、これを容認した場

合には法人税の負担を不当に減少させる結果となると認められるものがあるときは、「その行

為又は計算にかかわらず、税務署長の認めるところにより」法人税の課税標準等を計算するこ

とができる旨規定しており、同項の適用が認められる場合には、その法的効果として、税務署

長は、自らの認めるところにより、法人税の課税標準等を計算して更正等の処分を行うことが

できる。すなわち、内国法人（同族会社）の行為又は計算を容認した場合に、法人税の負担を

不当に減少させる結果となると認められるものがあるときは、税務署長は、その不当な税負担

減少結果を排除するよう課税標準等を計算する必要がある。 

 そして、不当な税負担減少結果を排除する方法については、法人税法１３２条１項の文理上、

「その行為又は計算にかかわらず、税務署長の認めるところにより」、「計算することができ

る」と規定されていることからすれば、同族会社の行為又は計算が私法上有効であるとしても、

租税法上はなかったものとして、その課税標準や税額等を計算し直すことをいうものと解され

る。ここで、同族会社の行為又は計算を租税法上なかったものとして計算し直すというのは、

正常な行為又は計算に引き直すことであって、必ずしも、実際に行われた行為又は計算とは異

なる行為又は計算（例えば、実際に行われた行為とは取引の経済条件を異にする行為）を新た

に設定した上でその新たに設定した行為又は計算を前提に課税標準等を計算し直す場合に限ら

れず、経済的合理性を欠く行為又は計算が租税法上存在しないものとして、すなわち、当該行

為又は計算がなかったことを正常な行為又は計算として、課税標準等を計算し直す場合も含ま

れるというべきである。 

イ 独立当事者間の通常の取引に引き直すことが著しく困難か又は不可能な場合について 

 一連の取引を組み合わせた複雑な行為により不当な税負担減少結果が生じた場合において、

通常あるべき行為若しくは計算を観念できないものであったり、又は通常あるべき行為若しく

は計算として、比較の対象とすべき一連の取引を観念し得るものであっても、法人税法１３２

条１項の法的効果として、常に、一連の取引に含まれる個々の取引全てを独立当事者間の通常

の取引に引き直した上で課税標準等を計算しなければならないということになれば、その複雑
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さから、現実の行為形式とのかい離が余りにも大きくなるなどして、極度に複雑な計算を要す

ることとなったり、合理的な課税標準等の計算が困難ないし不可能になったり、その法人の後

続事業年度の納税義務の適正な履行に支障が生じるような不合理が生じたりする場合も想定さ

れる。 

 上記のような場合、独立当事者間の通常の取引に引き直して課税標準等の計算ができないか

らといって、不当な税負担減少結果を放置せざるを得ないとすれば、法人税法１３２条１項を

設けた趣旨が著しく損なわれることとなる。同項は「税務署長の認めるところにより」とのみ

規定しているところ、同項の趣旨に鑑みると、全てにおいて独立当事者間の通常の取引に全面

的に引き直して課税標準等の計算をしなければならないのではなく、そのようなことが著しく

困難又は不合理を生じさせる場合には、「法人税の負担を不当に減少させる結果」を排除する

ために必要な限度で合理的な方法によって課税標準等の計算を行うことにより、法人税の負担

を不当に減少させる結果を排除することも許容されるというべきである。すなわち、法人税法

１３２条１項の適用において、「これを容認した場合には法人税の負担を不当に減少させる結

果となる」行為又は計算と、引き直し計算において否認される行為又は計算が異なる場合も認

められるというべきである。 

ウ 以上のとおり、法人税法１３２条１項の適用が認められる場合に、不当な税負担減少結果を

排除する方法として、独立当事者間の通常の取引に全面的に引き直して課税標準等を計算する

ことが著しく困難ないし不可能である場合や、現実の行為形式とのかい離が余りにも大きくな

って支障が生じる場合などには、税負担を不当に減少させる結果を排除する上で必要な限度に

おいて、合理的と認められる行為又は計算に引き直して計算することも、同項の「税務署長の

認めるところ」による計算として許容されていると解される。 

（２）原告の本件各事業年度における課税標準等の計算 

ア 独立当事者間の通常の取引に引き直すことが困難な事情があること 

 複数の行為から成る本件一連の行為全体が経済的合理性を欠くのであるから、本件一連の行

為全体につき独立当事者間の通常の取引として具体的な取引を想定することはできない。そう

すると、本件一連の行為に含まれる各取引全てを引き直す場合には、本件一連の行為全体がな

かったものとして課税標準等を計算し直さざるを得ないため、本件においては、原告が設立さ

れた事実（本件設立）、原告が本件増資及び本件借入れによる融資を受けた事実、原告がＨか

らＤ株式を購入したという事実（本件買収）及び原告がＤと合併したという事実（本件合併）

のいずれの事実もなかったものとして否認し、課税標準等を計算することになる。 

 この場合、本件一連の行為が存在しないことを前提として厳密に計算を行うとすれば、原告

が設立された事実やＤが吸収合併された事実を否定した形で課税標準等を計算することともな

りかねず、実際に行われた行為形式とのかい離が余りにも大きい結果となり、かつ、本件各事

業年度以降において、私法上有効に存在する行為形式を前提として行われる原告の納税義務の

適正な履行に支障が生じるおそれがある。 

 したがって、本件においては、本件一連の行為に含まれる行為全てについて通常あるべき行

為に全面的に引き直すことが困難な事情ないし不合理が生じる事情があるといえる。 

イ 本件利息の額の損金の額への算入を否認することに合理性があること 

 本件一連の行為を容認した場合、本件借入れにより生じる本件利息を損金の額に算入するこ

とにより原告の法人税の負担が減少することが法人税法１３２条１項にいう「不当」と認めら
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れるところ、かかる「不当」な税負担減少結果を排除する上では、本件借入れをなかったもの

とみて本件利息の額を損金の額に算入せずに原告の本件各事業年度の法人税の額を計算するこ

とが必要であり、かつ、それで足りるというべきである。すなわち、かかる計算を行うことは、

「不当」な税負担減少結果を排除する上で必要な限度において行うものであり、原告が実際に

行った本件買収等の私法上の取引の結果生じた法的効果や経済状態には変更を生じさせず、本

件一連の行為のうち「不当」な税負担減少結果に結び付く部分を必要な限度で引き直し、税負

担を不当に減少させる結果を排除し得るものとして合理的なものというべきである。 

 したがって、本件各事業年度において原告が納付すべき法人税の額を算定する上では、本件

利息の額を損金の額に算入せずに原告の本件各事業年度の法人税の額を計算することを、法人

税法１３２条１項による「税務署長の認めるところ」による課税標準等の計算とすることには

合理性があるというべきである。 

（原告の主張の要旨） 

（１）計算方法に関する一般論 

 法人税法１３２条１項の適用に際して正常な行為又は計算への引き直しが要求されるのは、納

税者が実際に選択した行為を、純経済人の合理的な行為に置き換えた場合において、前者の行為

によれば生じていた法人税の負担の減少が後者の行為によれば生じなくなるときに適用されるも

のであるからであり、また、引き直し後の純経済人の合理的な行為が想定できない場合には、納

税者が実際に選択した行為と引き直し後の純経済人の合理的な行為を比較対照して法人税の負担

の減少が生じているか否かを判断することはできないからである。 

 そして、引き直し後の純経済人の合理的な行為としては、納税者が実際に選択した行為とは別

の私法上の法形式を特定して示したうえで、この法形式のとおりに引き直す必要がある。およそ

租税法は私法上の法形式を前提に課税要件を定めており、租税は私法上の法形式に従って生ずる

ものであるから、引き直し後の純経済人の合理的な行為が私法上の法形式を特定して示されてい

なければ、その行為を課税要件に当てはめることができないからである。講学上の租税回避行為

の定義は、私法上の選択可能性を利用し、私的経済取引プロパーの見地からは合理的理由がない

のに、通常用いられない法形式を選択することによって、結果的には意図した経済的目的ないし

経済的成果を実現しながら、通常用いられる法形式に対応する課税要件の充足を免れ、もって税

負担を減少させあるいは排除する行為であると解されているが、ここにいう通常用いられる法形

式に対応する課税要件が何かは、やはり引き直し後の純経済人の合理的な行為が私法上の法形式

を特定して示されていなければ判断できないのである。 

（２）被告の当てはめの誤り 

 本件借入れによる借入金は、原告に入金されており、現実の資金移動がある以上、本件借入れ

をなかったものとする場合には、当該資金移動について純経済人が選択したであろう法形式に引

き直さなければ引き直し計算は完結しない。本件利息は法人税法２２条３項２号の費用として損

金の額に算入されているが、被告は、これを損金の額に算入しないとする根拠として本件借入れ

をなかったものとみるとしか述べていない。しかしながら、本件借入れをなかったものとして否

認するとしても、実際に資金移動がある以上、この現実に存在する資金移動はいかなる法形式に

よるものであるのか、それは損金の額に算入される支払利息が生じない有利子負債以外の法形式

であるのか、そして、それは純経済人が選択したであろう法形式であるのかを明らかにしなけれ

ば、法人税法１３２条１項の適用要件を満たすことにはならない。 



65 

 更にいえば、本件利息についても、被告が本件借入れを否認した結果として、借入金の利息以

外の何に引き直されているのか、被告の主張からは全く不明である。仮に、本件利息の支払を否

認するため、無利息貸付けとして引き直して計算するのであれば、同族会社間で無利息貸付けが

行われたこととなり、独立当事者間の通常の取引とむしろかい離することとなるのは明らかであ

る。被告の主張する引き直し計算は、法人税法１３２条１項の引き直し計算の要件を満たしてお

らず違法であるから、本件各更正処分等には同項の解釈適用を誤った違法がある。 

以上 
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（別紙９） 

 

本件各更正処分等の根拠及び適法性 

 

１ 平成２０年１２月期更正処分の根拠 

（１）所得金額（別表２⑥欄） △２２６２万５７９３円 

 上記金額は、次のアの金額にイの金額を加算した金額である。 

ア 確定申告における所得金額（別表２①欄） △１０億７０２６万４８６２円 

 上記金額は、原告が処分行政庁に対して提出した平成２０年１２月期の法人税の確定申告書

に記載された所得金額と同額である。 

イ 法人税法１３２条による所得金額の加算額（別表２②欄） １０億４７６３万９０６９円 

 上記金額は、原告が平成２０年１２月期の法人税の確定申告における所得金額の計算上、本

件借入れに係る利息として損金の額に算入した本件利息の金額であるが、法人税法１３２条に

より損金の額に算入されないことから、原告の所得金額に加算すべき金額である。 

（２）翌期へ繰り越す欠損金（別表２⑩欄） ２２６２万５７９３円 

 上記金額は、原告が処分行政庁に対して提出した平成２０年１２月期の法人税の確定申告書に

記載された翌期へ繰り越す欠損金額１０億７０２６万４８６２円（前記（１）ア）から、前記

（１）イの金額を控除した金額である。 

２ 平成２１年１２月期更正処分の根拠 

（１）所得金額（別表２⑥欄） ５７億５０６７万６０２０円 

 上記金額は、次のアの金額にイ及びウの金額を加算した金額である。 

ア 確定申告における所得金額（別表２①欄） ２億９２２２万０３８９円 

 上記金額は、原告が処分行政庁に対して提出した平成２１年１２月期の法人税の確定申告書

に記載された所得金額と同額である。 

イ 法人税法１３２条による所得金額の加算額（別表２②欄） ４４億１０８１万６５６２円 

 上記金額は、原告が平成２１年１２月期の法人税の確定申告における所得金額の計算上、本

件借入れに係る利息として損金の額に算入した本件利息の金額であるが、法人税法１３２条に

より損金の額に算入されないことから、原告の所得金額に加算すべき金額である。 

ウ 繰越欠損金の損金算入額の過大額（別表２③欄） １０億４７６３万９０６９円 

 上記金額は、平成２０年１２月期更正処分に伴って平成２０年１２月期から平成２１年１２

月期に繰り越す欠損金が減少したことにより、繰越欠損金の損金算入額が過大となったもので

あり、原告の所得金額に加算すべき金額である。 

（２）所得金額に対する法人税額（別表２⑦欄） １７億２５２０万２８００円 

 上記金額は、前記（１）の所得金額（ただし、通則法〔平成２２年法律第６号による改正前の

もの。特に断らない限り以下同じ。〕１１８条１項の規定に基づき１０００円未満の端数を切り

捨てた後のもの。以下同じ。）に、法人税法６６条（平成２２年法律第６号による改正前のも

の。）に規定する税率（１００分の３０）を乗じて計算した金額である。 

（３）法人税額から控除される所得税額等（別表２⑧欄） ２４７９万８２１７円 

 上記金額は、法人税法６８条（平成２３年法律第１１４号による改正前のもの。以下同じ。）

の規定により、原告の平成２１年１２月期の法人税額から控除される所得税等の金額である。 
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（４）納付すべき法人税額（別表２⑨欄） １７億００４０万４５００円 

 上記金額は、前記（２）の金額から前記（３）の金額を差し引いた金額（通則法１１９条１項

の規定に基づき１００円未満の端数を切り捨てた後のもの。以下同じ。）である。 

３ 平成２２年１２月期更正処分の根拠 

（１）所得金額（別表２⑥欄） ５３億５９９１万３７１４円 

 上記金額は、次のアの金額にイの金額を加算し、ウ及びエの金額を減算した金額である。 

ア 確定申告における所得金額（別表２①欄） １８億８０２０万７３６３円 

 上記金額は、原告が処分行政庁に対して提出した原告の平成２２年１２月期の法人税の確定

申告書に記載された所得金額と同額である。 

イ 法人税法１３２条による所得金額の加算額（別表２②欄） ３９億０６４８万３２２９円 

 上記金額は、原告が平成２２年１２月期の法人税の確定申告における所得金額の計算上、本

件借入れに係る利息として損金の額に算入した本件利息の金額であるが、法人税法１３２条に

より損金の額に算入されないことから、原告の所得金額に加算すべき金額である。 

ウ 一括評価金銭債権に係る貸倒引当金の繰入限度超過額の過大額（別表２④欄） 

 ８００万４４７８円 

 上記金額は、原告が平成２２年１２月期の法人税の確定申告における所得金額の計算上法人

税法５２条２項（平成２２年法律第６号による改正前のもの。）に規定する貸倒引当金の繰入

限度額を超過した額として所得金額に加算した額が、繰入限度額の算定を誤っていたことによ

り過大となっていたものであり、原告の所得金額から減算すべき金額である。 

エ 損金の額に算入される事業税等の額（別表２⑤欄） ４億１８７７万２４００円 

 上記金額は、平成２１年１２月期更正処分により増加した所得金額に対応する事業税及び地

方法人特別税に相当する額として損金の額に算入されることから、原告の所得金額から減算す

べき額である。 

（２）所得金額に対する法人税額（別表２⑦欄） １６億０７９７万３９００円 

 上記金額は、前記（１）の所得金額に、法人税法６６条に規定する税率（１００分の３０）を

乗じて計算した金額である。 

（３）法人税額から控除される所得税額等（別表２⑧欄） １１２９万８６０８円 

 上記金額は、法人税法６８条の規定により、原告の平成２２年１２月期の法人税額から控除さ

れる所得税等の金額である。 

（４）納付すべき法人税額（別表２⑨欄） １５億９６６７万５２００円 

 上記金額は、前記（２）の金額から前記（３）の金額を差し引いた金額である。 

４ 平成２３年１２月期更正処分の根拠 

（１）所得金額（別表４④欄） ４８億３０５９万０６３５円 

 上記金額は、次のアの金額にイの金額を加算し、ウの金額を減算した金額である。 

ア 確定申告における所得金額（別表４①欄） ９億２４１１万４４０７円 

 上記金額は、原告が処分行政庁に対して提出した平成２３年１２月期の法人税の確定申告書

に記載された所得金額と同額である。 

イ 法人税法１３２条による所得金額の加算額（別表４②欄） ３９億０６４８万３２２８円 

 上記金額は、原告が平成２３年１２月期の法人税の確定申告における所得金額の計算上、本

件借入れに係る利息として損金の額に算入した本件利息の金額であるが、法人税法１３２条に



68 

より損金の額に算入されないことから、原告の所得金額に加算すべき金額である。 

ウ 役員賞与の損金不算入額の過大額（別表４③欄） ７０００円 

 上記金額は、原告が平成２３年１２月期の法人税の確定申告において、損金の額に算入され

ない役員賞与として所得金額に加算すべき額を誤って記載したことにより、所得金額が過大と

なったものであり、原告の所得金額から減算すべき金額である。 

（２）所得金額に対する法人税額（別表４⑤欄） １４億４９１７万７０００円 

 上記金額は、前記（１）の所得金額に、法人税法６６条１項（平成２３年法律第８２号による

改正前のもの。）に規定する税率（１００分の３０）を乗じて計算した金額である。 

（３）法人税額から控除される所得税額等（別表４⑥欄） ２４１９万２００２円 

 上記金額は、法人税法６８条（平成２３年法律第１１４号による改正前のもの。）の規定によ

り、原告の平成２３年１２月期の法人税額から控除される所得税等の金額である。 

（４）納付すべき法人税額（別表４⑦欄） １４億２４９８万４９００円 

 上記金額は、前記（２）の金額から前記（３）の金額を差し引いた金額である。 

５ 平成２４年１２月期更正処分の根拠 

（１）所得金額（別表６⑤欄） ４６億６６１５万２１５７円 

 上記金額は、次のアの金額にイないしエの金額を加算した金額である。 

ア 確定申告における所得金額（別表６①欄） ４億３４０８万２７２４円 

 上記金額は、原告が処分行政庁に対して提出した平成２４年１２月期の法人税の確定申告書

に記載された所得金額と同額である。 

イ 法人税法１３２条による所得金額の加算額（別表６②欄） ３８億１３２９万７０３３円 

 上記金額は、原告が平成２４年１２月期の法人税の確定申告における所得金額の計算上、本

件借入れに係る利息として損金の額に算入した本件利息の金額であるが、法人税法１３２条に

より損金の額に算入されないことから、原告の所得金額に加算すべき金額である。 

ウ 事業税相当額の損金算入過大額（別表６③欄） ４億０４０１万６９００円 

 上記金額は、原告が平成２１年１２月期更正処分に伴う増加所得金額に対応する事業税額と

して納付し、仮払金として経理処理した後、平成２４年１２月期の法人税の確定申告において

所得金額から減算した金額であるが、平成２２年１２月期更正処分において当該事業税額に相

当する金額４億１８７７万２４００円が既に損金の額に算入されているため、二重に損金の額

に算入されていたことから、原告の所得金額に加算すべき金額である。 

エ 事業税相当額の益金算入額（別表６④欄） １４７５万５５００円 

 上記金額は、平成２２年１２月期更正処分において損金の額に算入されていた平成２１年１

２月期更正処分に伴う増加所得金額に対応する事業税額に相当する金額４億１８７７万２４０

０円と、原告が平成２４年１２月期において納付した事業税の金額（上記ウで述べた、原告が

平成２１年１２月期更正処分に伴う増加所得金額に対応する事業税額として納付した金額）と

の差額であり、平成２４年１２月期の益金の額に算入されることから、原告の所得金額に加算

すべき金額である。 

（２）所得金額に対する法人税額（別表６⑥欄） １３億９９８４万５６００円 

 上記金額は、前記（１）の所得金額に、法人税法６６条１項（平成２３年法律第８２号による

改正前のもの。）に規定する税率（１００分の３０）を乗じて計算した金額である。 

（３）法人税額から控除される所得税額等（別表６⑦欄） ２４万０６９５円 
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 上記金額は、法人税法６８条（平成２３年法律第１１４号による改正前のもの。）の規定によ

り、原告の平成２４年１２月期の法人税額から控除される所得税等の金額であり、原告が処分行

政庁に対して提出した平成２４年１２月期の法人税の確定申告書に記載された所得税等の額と同

額である。 

（４）納付すべき法人税額（別表６⑧欄） １３億９９６０万４９００円 

 上記金額は、前記（２）の金額から前記（３）の金額を差し引いた金額である。 

６ 平成２１年１２月期賦課決定処分の根拠 ２億４１２４万６５００円 

 平成２１年１２月期の法人税につき、原告に対して課されるべき過少申告加算税の額は、平成２

１年１２月期更正処分により原告が新たに納付すべきこととなった税額１６億３７５３万円（ただ

し、通則法１１８条３項の規定に基づき１万円未満の端数を切り捨てた後のもの。以下同じ。）に

通則法６５条１項の規定に基づく１００分の１０の割合を乗じて算出した金額１億６３７５万３０

００円に、通則法６５条２項の規定に基づき、平成２１年１２月期更正処分により新たに納付すべ

きこととなった税額１６億３７５３万６８００円のうち、同条３項に規定する期限内申告税額に相

当する金額８７６６万５９１７円と５０万円とのいずれか多い金額である８７６６万５９１７円を

超える部分の額１５億４９８７万円（通則法１１８条３項の規定に基づき１万円未満の端数を切り

捨てた後のもの。以下同じ。）に１００分の５の割合を乗じて算出した金額７７４９万３５００円

を加算した金額である。 

７ 平成２２年１２月期賦課決定処分の根拠 １億２８３８万３０００円 

 平成２２年１２月期の法人税につき、原告に対して課されるべき過少申告加算税の額は、平成２

２年１２月期更正処分により原告が新たに納付すべきこととなった税額１０億４３９１万円に通則

法６５条１項の規定に基づく１００分の１０の割合を乗じて算出した金額１億０４３９万１０００

円に、通則法６５条２項の規定に基づき、平成２２年１２月期更正処分により新たに納付すべきこ

ととなった税額１０億４３９１万１８００円のうち、同条３項に規定する期限内申告税額に相当す

る金額５億６４０６万２００８円と５０万円とのいずれか多い金額である５億６４０６万２００８

円を超える部分の額４億７９８４万円に１００分の５の割合を乗じて算出した金額２３９９万２０

００円を加算した金額である。 

８ 平成２３年１２月期賦課決定処分の根拠 

 平成２３年１２月期の法人税につき、原告に対して課されるべき過少申告加算税の額は、平成２

３年１２月期更正処分により原告が新たに納付すべきこととなった税額１１億７１９４万円に通則

法６５条１項の規定に基づく１００分の１０の割合を乗じて算出した金額１億１７１９万４０００

円に、同条２項の規定に基づき、平成２３年１２月期更正処分により新たに納付すべきこととなっ

た税額１１億７１９４万２８００円のうち、同条３項に規定する期限内申告税額に相当する金額２

億７７２３万４１０２円と５０万円とのいずれか多い金額である２億７７２３万４１０２円を超え

る部分の額８億９４７０万円に１００分の５の割合を乗じて算出した金額４４７３万５０００円を

加算した金額である１億６１９２万９０００円となる。 

９ 平成２４年１２月期賦課決定処分の根拠 

 平成２４年１２月期の法人税につき、原告に対して課されるべき過少申告加算税の額は、平成２

４年１２月期更正処分により原告が新たに納付すべきこととなった税額１２億６９６２万円に通則

法６５条１項の規定に基づく１００分の１０の割合を乗じて算出した金額１億２６９６万２０００

円に、同条２項の規定に基づき、平成２４年１２月期更正処分により新たに納付すべきこととなっ
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た税額１２億６９６２万１０００円のうち、同条３項に規定する期限内申告税額に相当する金額１

億３０２２万４５９５円と５０万円とのいずれか多い金額である１億３０２２万４５９５円を超え

る部分の額１１億３９３９万円に１００分の５の割合を乗じて算出した金額５６９６万９５００円

を加算した金額である１億８３９３万１５００円となる。 

以上 
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別表１ 
 

本件各事業年度の課税処分等の経緯 
 

１ 平成２０年１２月期                                         （単位：円） 

区分 年月日 所得金額 納付すべき税額 
過少申告 
加算税 

確定申告 平成21年3月31日 △ 1,070,264,862 － －

更正等 平成24年3月27日 △ 22,625,793 － －

審査請求 平成24年5月22日 △ 1,070,264,862 － －

裁決 平成27年2月2日 棄却 

     ※△を付した金額は欠損金額を意味する。 

  

 

２ 平成２１年１２月期                           （単位：円） 

区分 年月日 所得金額 納付すべき税額 
過少申告 
加算税 

確定申告 平成22年3月31日 292,220,389 62,867,700 －

更正等 平成24年3月27日 5,750,676,020 1,700,404,500 241,246,500

審査請求 平成24年5月22日 292,220,389 62,867,700 0

裁決 平成27年2月2日 棄却 

 

 

３ 平成２２年１２月期                           （単位：円） 

区分 年月日 所得金額 納付すべき税額 
過少申告 
加算税 

確定申告 平成23年3月31日 1,880,207,363 552,763,400 －

更正等 平成24年3月27日 5,359,913,714 1,596,675,200 128,383,000

審査請求 平成24年5月22日 1,880,207,363 552,763,400 0

裁決 平成27年2月2日 棄却 
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別表２ 

 

本件各更正処分の根拠 
 

（単位:円） 

項目名 №
平成２０年 

１２月期 

平成２１年 

１２月期 

平成２２年 

１２月期 

１ 

所
得
金
額 

申告所得金額 ① △ 1,070,264,862 292,220,389 1,880,207,363

加算 

金額 

法人税法132条による 

所得金額の増加額 
② 1,047,639,069 4,410,816,562 3,906,483,229

繰越欠損金の損金算入 

額の過大額 
③ - 1,047,639,069 -

減算 

金額 

一括評価金銭債権に係 

る貸倒引当金の繰入限 

度超過額の過大額 

④ - - 8,004,478

損金の額に算入される事 

業税等の額 
⑤ - - 418,772,400

所得金額(①＋②＋③－④－⑤) ⑥ △ 22,625,793 5,750,676,020 5,359,913,714

所得金額に対する法人税額 ⑦ 0 1,725,202,800 1,607,973,900

法人税額から控除される所得税額等 ⑧ 0 24,798,217 11,298,608

納付すべき法人税額(⑦－⑧) ⑨ 0 1,700,404,500 1,596,675,200

翌期へ繰り越す欠損金 ⑩ 22,625,793 - -

 
※⑨の金額は通則法119条１項により100円未満の端数を切り捨てたものである。 

※△を付した金額は欠損金額を意味する。 
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別表３ 

 

平成２３年１２月期の法人税の課税処分等の経緯 
 

（単位:円） 

区分 年月日 所得金額 納付すべき税額 
過少申告 

加算税 

確定申告 平成24年3月30日 924,114,407 253,042,100 － 

更正等 平成29年2月24日 4,830,597,635 1,424,987,000 161,929,500

審査請求 平成29年4月13日 924,114,407 253,042,100 － 

減額更正等 平成30年1月29日 4,830,590,635 1,424,984,900 161,929,000
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別表４ 

 

 

平成２３年１２月期更正処分の根拠 
 

                                                   （単位：円） 

項目名 No. 平成２３年１２月期 

所
得
金
額 

申告所得金額 ① 924,114,407 

加算

金額

法132条による所得金額の増

加額 
② 3,906,483,228 

減算

金額

役員賞与の損金不算入額の

過大額 
③ 7,000 

所得金額（①＋②－③） ④ 4,830,590,635 

所得金額に対する法人税額 ⑤ 1,449,177,000 

法人税額から控除される所得税額等 ⑥ 24,192,002 

納付すべき法人税額（⑤－⑥） ⑦ 1,424,984,900 

        ※⑦の金額は国税通則法119条１項により100円未満の端数を切り捨てたもので 

ある。 
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別表５ 

 

平成２４年１２月期の法人税の課税処分等の経緯 

 
                                         （単位：円） 

区分 年月日 所得金額 納付すべき税額 
過少申告 

加算税 

確定申告 平成25年3月29日 434,082,724 129,983,900 － 

更正等 平成30年2月27日 4,666,152,157 1,399,604,900 183,931,500

審査請求 平成30年4月17日 434,082,724 129,983,900 － 
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別表６ 

 

 

平成２４年１２月期更正処分の根拠 
 

                                                                    （単位：円） 

項目名 No. 金額 

所
得
金
額 

申告所得金額 ① 434,082,724 

加算

金額

法132条による所得金額の 

増加額 
② 3,813,297,033 

事業税相当額の損金算入 

過大額 
③ 404,016,900 

事業税相当額の益金算入額 ④ 14,755,500 

所得金額（①＋②＋③＋④） ⑤ 4,666,152,157 

所得金額に対する法人税額 ⑥ 1,399,845,600 

法人税額から控除される所得税額等 ⑦ 240,695 

納付すべき法人税額（⑥－⑦） ⑧ 1,399,604,900 

        ※⑧の金額は国税通則法119条１項により100円未満の端数を切り捨てたもので 

ある。 

 

 


